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審査実績を踏まえた規制基準等の記載の具体化・表現の改善のため

の関係規則解釈等の整備について 

 

令和３年６月 23 日 

原 子 力 規 制 庁 

１. 経緯 

令和２年度第 70 回原子力規制委員会において、審査実績を踏まえた規制基準

等の記載の具体化・表現の改善について令和２年度実施計画を踏まえた意見募

集の実施が了承され、行政手続法及び任意に基づく意見募集を実施した。その結

果は以下のとおり。 

 
２. 意見募集の実施結果等 

(1)期 間：令和３年４月１日から同年４月 30 日まで（30 日間） 

(2)方 法：電子政府の総合窓口（e-Gov）、郵送及び FAX 

(3)御意見数：４件1

 

３. 御意見に対する考え方 

御意見に対する考え方については、別紙１及び別紙２のとおりとしたい。 

 

４．実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則の解釈等の一部改正について 

上記３．を踏まえ、記載内容の適正化等を行うこととし、別紙３及び４2の関

係解釈等の一部改正について決定いただきたい。施行日は、委員会決定の日とす

ることとしたい。 

 

○ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則の解釈等の一部改正について（案）【別紙３】 

○ 実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性

に係る被ばく評価に関する審査ガイド等の一部改正について（案）【別紙

４】 

 

  

                                                   
1 御意見数は、総務省が実施する行政手続法の施行状況調査において指定された算出方法に基づく。延べ

意見数については、別紙１は３件、別紙２は９件である。 
2 別紙３及び４の赤字部分は、意見募集時の案からの変更箇所を示す。 

資料３ 
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添付資料 

 

別紙１ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の解釈等の一部改正について（案）に関する御意見及び御

意見に対する考え方（案） 

別紙２ 実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居

住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド等の一部改正について

（案）に関する御意見及び御意見に対する考え方（案） 

別紙３ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則の解釈等の一部改正について（案） 

別紙４ 実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居

住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド等の一部改正について

（案） 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈等の一部改正について（案）に関する御意見及び御

意見に対する考え方 
No. 該当箇所1 御意見（原文） 考え方  

1 別表第 1 実用

発電用原子炉

及びその附属

施設の位置、構

造及び設備の

基準に関する

規 則 の 解 釈 

14 頁 

福島第一原発の事故は全電源喪失による原因も拡大の理由にあ

ると思いますが、 

14 ページの第 5 条(津波による損傷の防止)の 3 で、「S クラス

に属する設備を内包する建屋及び Sクラスに属する設備は、基

準津波による遡上波が到達しない十分高い場所に設置するこ

と。」の中に電源等の設備も含まれていますか？ 

又、そうでない場合、電源等の設備周辺には津波防護施設及び浸

水防止設備の設置は含まれているのでしょうか？ 

御意見の別表第１の第５条３一①における「Ｓクラスに属する

設備」には電源等も含まれます。 

「Ｓクラスの施設」とは、実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈別記２第４条２

一に記載されているとおり「原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除

去するための施設」、「原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後、

炉心から崩壊熱を除去するための施設」等をいいます。「Ｓクラ

スに属する設備」とは「Ｓクラスの施設」に属する設備を指し、

炉心に注水するためのポンプやそれらを作動させるための電源

が含まれます。 

2 別表第３ 実

用発電用原子

炉に係る発電

用原子炉設置

者の重大事故

の発生及び拡

大の防止に必

要な措置を実

施するために

必要な技術的

能力に係る審

査基準 1 頁 

及び 2頁 

別表第３の１ページの改正後欄の１２行目「緊急時対策所にお

いて重大事故等に対処するために必要な要員」と、２ページの改

正後欄の１０行目「緊急時対策所において重大事故等に対処す

るために必要な指示を行う要員」との違いは、何を意味している

のですか？ 

御意見にある「必要な要員」とは、重大事故等に対処するための

機器の操作等をする要員及びその要員に指示をする要員を指し

ます。他方、「指示を行う要員」とは、「必要な要員」のうち、

指示をする要員を指します。 

 
 
 

                                                   
1 ページは、令和２年度第 70 回原子力規制委員会資料２別紙のもの 

（別紙１） 
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その他の御意見 
No. 御意見（原文） 

1 1,以下の記事が 2012 年朝日新聞で報道されていますが、以下の対策は実施されているのでしょうか？ 

全電源を喪失した際に応急的に原子炉を冷却する準備などを米国内の原発に義務づけた米政府の新しい規制「Ｂ５ｂ」について、日本政府の原子

力安全・保安院の幹部職員が米政府から説明を受けてその内容を把握していた問題で、保安院の森山善範・原子力災害対策監は１月３０日夕の記

者会見で、東日本大震災以前にＢ５ｂを日本国内の原発の安全対策に生かすかどうかを検討していたと明らかにした上で、「実際の対応には至っ

ていなかった」と述べた。 

 

2,コアキャッチャーの設置に関して 

メルトダウンが発生した後処理を容易にするコアキャッチャーの設置義務が必要と考えます。 

 

3，NHK「ドキョメンタリーＷＡＶＥ」2012 年で放送 

米国ミルストン原子力発電所（福島と同型） 

福島原発で開閉できなかった IC 弁について、電源喪失時に手動で開ける訓練が行われている。 

上記の様な、電源喪失時の定期的な実地訓練が必要と考えます。 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド等の一部改正について（案）

に関する御意見及び御意見に対する考え方 
No. 該当箇所2 御意見（原文） 考え方  

1 別表第 1 実用

発電用原子炉

に係る重大事

故時の制御室

及び緊急時対

策所の居住性

に係る被ばく

評価に関する

審査ガイド 1

頁 15 行目 

 

別表第１の１ページの改正後欄の１５行目「保守的な結果とな

るように」は不要な記載ではないか？ 保守的な結果となるよ

うに解析条件を定めるのは言うまでもないことなのだから、こ

こにだけ記載する必要はないと思います。 

御指摘の点は、解析条件を確認するにあたり、その意図が審査官

に正しく伝わるよう記載しているものであり、原案のとおりと

します。 

2 別表第 3 基準

地震動及び耐

震設計方針に

係る審査ガイ

ド 4 頁 18 行

目 

別表第３の４ページの改正後欄の１８行目「Ｓクラス施設」、「Ｂ

クラス施設」はそれぞれ「Ｓクラスの施設」、「Ｂクラスの施設」

のほうがよいと思います。前段の定義のとおりに。 

御意見のとおり、別表第３の４ページの改正後欄の１８行目「Ｓ

クラス施設」、「Ｂクラス施設」はそれぞれ「Ｓクラスの施設」、

「Ｂクラスの施設」に変更します。 

3 別表第 4 基準

津波及び耐津

波設計方針に

係る審査ガイ

ド 全般 

及び 

別表第 6 耐津

波設計に係る

工認審査ガイ

ド 全般 

下記の「修正の方針案」に対して、今回の改正案は「襲来」に記

載を統一するものとなっているが、「来襲」にすべきと考える。 

 

・No.18A 修正の方針案 

用語を統一するよう検討する。「襲来」と「来襲」が混在してい

る。（第 61 回 原子力規制委員会資料 4 112 頁） 

 

意見募集開始の際の原子力規制委員会での議論も踏まえて、現

状の用語の使用状況等を改めて整理したので提示する。 

令和２年度第 70 回原子力規制委員会における議論や、御意見と

して頂いた他省庁の規定等における用例を踏まえ、「襲来」を「来

襲」に変更します。 

また、別紙１別表第１の実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈についても、「襲

来」を「来襲」に変更します。 

さらに、今回改正対象ではありませんでしたが、「敷地内及び敷

地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」においても「襲

来」を用いているため、「来襲」に変更します。 

                                                   
2 ページは、令和２年度第 70 回原子力規制委員会資料２別紙のもの 

（別紙２） 
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 用語の意味としては、「襲来」と「来襲」に明確な違いは見受け

られなかった。 

他省庁が所管する法令や津波関連の学会の図書等においては、

「来襲」が用いられている場合が多いと言う状況が確認された。 

 

以上より、今回の改正にあたっては、津波関連として広く使われ

ている用語と整合させると言う観点で、「来襲」で統一すること

が望ましいと考える。 

なお、原子力規制委員会の上位内規「実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」にお

いて、「襲来」が用いられていることから、「来襲」に統一する

際には、本ガイドのみならず、上位内規も含めての改正が必要と

考える。 

 

◯確認結果 

・用語の意味 

広辞苑（岩波書店） 

【襲来】 

おそいかかって来ること。来襲。「敵機 -」「寒波が -する」 

【来襲】 

おそってくること。攻めこんで来ること。「台風が -する」「敵

機 -」 

 

大辞林（三省堂） 

【襲来】 

襲いかかってくること。来襲。「敵機が -する」 

【来襲】 

襲って来ること。突然，攻めて来ること。「イナゴの大群が -す

る」「敵機の -」 

 

・津波関連の他法令の状況 

【国土交通省所管】 
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「津波防災地域づくりの推進に関する基本指針」：「来襲」で統

一。時間を示す場合は「到達」を使用。 

「津波対策の推進に関する法律」：「来襲」「襲来」の文言なし。

時間を示す場合は「到達」を使用。 

「津波防災地域づくりガイドライン」：「来襲」で統一。 

 

【気象庁所管】 

「気象業務法」「気象業務法施行規則」等に「来襲」「襲来」の

使用はないが、津波予報の文言としては、以下の通りの変遷があ

る。 

1957 年：「ツナミナシ」の解説が「津波はない」から「津波の襲

来するおそれはありません」に変更。 

（理由は、「襲来とは、人的・物的に被害や恐怖を与えることを

意味する」と解釈。） 

1977 年：「ツナミナシ」の予報文について、「津波の襲来するお

それはありません」から「津波の来襲するおそれはありません」

と「襲来」の文字が「来襲」に変更。（文字の変更の理由は不明。） 

（引用：津波予報業務の変遷 草野富士雄 横田崇 験震時報

第 74巻） 

 

・津波関連主要図書等 

「津波の辞典 首藤伸夫 他（朝倉書店）」：一部混在している

が、ほぼ「来襲」。 

「日本被害津波総覧【第 2版】 渡辺偉夫（東京大学出版会）」：

混在 

「原子力発電所の津波評価技術 2016 公益社団法人 土木学会 

原子力土木委員会  津波評価小委員会」：一部混在しているが、

ほぼ「来襲」。 

 

・上位内規の記載 
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「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」：（別記 3）第 5条（津波による損傷

の防止）は、「襲来」で統一。 

4 別表第 4 基準

津波及び耐津

波設計方針に

係る審査ガイ

ド 9 頁 13 行

目 

◯今回の改正案 

【改正前】 

4.3.2 安全機能への影響確認 

【確認内容】 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認する。なお、後段

規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水想定範囲、

浸水経路・浸水口・浸水量及び浸水防止設備の仕様について、確

認する。 

 

【改正後】 

4.3.2 安全機能への影響確認 

【確認内容】 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認する。なお、後段

規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水想定範囲、

流出する可能性のある経路・浸水量及び浸水防止設備の仕様に

ついて、確認する。 

◯意見 

上記記載について、「改正前」の文章が現行ガイドの文章の一部

を変更した文章になっており、誤記と思われる。これが、「改正

後」の文章にそのまま転記されていることから、このままでは、

間違った改正が行われる状況となっている。 

当該箇所については、改正する意図はないと思われるため、「改

正前」の文章、「改正後」の文章のどちらも、現行ガイドの文章

に合わせる必要がある。 

 

【改正前の文章】  

(1)要求事項に適合する方針であることを確認する。なお、後段

規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水想定範囲、

御意見のとおり「要求事項に適合する方針であることを確認す

る。」は「要求事項に適合する影響確認の方針であることを確認

する。」、「仕様について、確認する。」は「仕様を確認する。」

の誤りであるため、以下のとおり変更します（囲み線部）。なお、

今回の改正箇所は、下線部です。 

 

【変更前】 

＜改正前欄＞ 

 (1)要求事項に適合する方針であることを確認する。なお、後段

規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水想定範囲、

浸水経路・浸水口・浸水量及び浸水防止設備の仕様について、確

認する。 

 

＜改正後欄＞ 

 (1)要求事項に適合する方針であることを確認する。なお、後段

規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水想定範囲、

流出する可能性のある経路・浸水量及び浸水防止設備の仕様に

ついて、確認する。 

 

【変更後】 

＜改正前欄＞ 

(1)要求事項に適合する影響確認の方針であることを確認する。

なお、後段規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水

想定範囲、浸水経路・浸水口・浸水量及び浸水防止設備の仕様を

確認する。 

 

＜改正後欄＞ 

(1)要求事項に適合する影響確認の方針であることを確認する。

なお、後段規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水
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浸水経路・浸水口・浸水量及び浸水防止設備の仕様について、確

認する。 

 

【現行ガイドの文章】  

(1)要求事項に適合する影響確認の方針であることを確認する。

なお、後段規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水

想定範囲、浸水経路・浸水口・浸水量及び浸水防止設備の仕様を

確認する。 

 

想定範囲、流出する可能性のある経路・浸水量及び浸水防止設備

の仕様を確認する。 

5 別表第 5 耐震

設計に係る工

認審査ガイド 

14 頁 8 行目 

別表第５の１４ページの改正後欄の８行目「（社）」は「（一社）」

のほうがよいと思います。日本建築学会は一般社団法人である

から。 

 

日本建築学会の一般社団法人化は 2012 年であり、原子力施設鉄

筋コンクリート構造計算規準・同解説が策定されたのは 2005 年

です。発行時点では社団法人であったことから、原案のとおりと

します。 

6 別表第 5 耐震

設計に係る工

認審査ガイド 

14 頁 8 行目 

別表第５の１４ページの改正後欄の８行目「2005」は「2005 年」

のほうがよいと思います。同１０行目の例と同様に。 

規格を発行している日本建築学会、土木学会が用いる名称を記

載しているため、原案のとおりとします。 

7 

 

別表第 6 耐津

波設計に係る

工認審査ガイ

ド 6 頁 11 行

目 

 

意見／理由(3) 

 

◯現行案 

【改正前】：3.3 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

【改正後】：3.3 敷地の浸水防止等（外郭防護１） 

 

◯意見 

下記の「No.23N 修正の方針案」に従い、また、同種改正箇所で

ある「別表第４ 基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイ

ド」の記載とも整合させるため、「改正後」の文章を下記の記載

に修正すべきと考える。 

【修正案】：3.3 敷地への流入防止等（外郭防護１） 

 

・No.23N 修正の方針案 

御意見を踏まえ、以下のとおり変更します。 

 

【変更前】 

＜改正後欄＞ 

3.3 敷地の浸水防止等（外郭防護１） 

 

【変更後】 

＜改正後欄＞ 

3.3 敷地への流入防止（外郭防護１） 
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「流入」は津波や溢水による海水が敷地等に流れ込むこと、「浸

水」は海水が区画内に留まること等と定義し、用語を使い分け

る。（第 61 回原子力規制委員会資料 4 110 頁） 

 

・同種改正箇所「別表第 4 基準津波及び耐津波設計方針に係る

審査ガイド」 7 頁 25 行目 

【改正前】：4.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

【改正後】：4.2 敷地への流入防止（外郭防護１） 

8 別表第 6 耐津

波設計に係る

工認審査ガイ

ド 23 頁 1 行

目 

◯現行案 

【改正前】：7.5 浸水防護範囲への浸水経路 

【改正後】：7.5 浸水防護重点化範囲への浸水経路 

 

◯意見 

上記の意見／理由(3)と同様に、「改正後」の文章を下記の記載

に修正すべきと考える。 

【修正案】：7.5 浸水防護重点化範囲への流入経路 

御意見のとおり、以下のとおり変更します。 

 

【変更前】 

＜改正後欄＞ 

7.5 浸水防護重点化範囲への浸水経路 

 

【変更後】 

＜改正後欄＞ 

7.5 浸水防護重点化範囲への流入経路 

 

9 別表第 6 耐津

波設計に係る

工認審査ガイ

ド 12 頁 27 行

目 

 

下記の「No.21A 修正の方針案」の内容については、今回提示の

分類(c)の改正概要（第 61 回原子力規制委員会 資料 4 別紙 3）

には含まれていないが、耐津波工認ガイドを対象とするもので

あるため、今回の改正にあわせて反映すべき項目と考える。 

・No.21A 修正の方針案 

・対象：耐津波工認ガイド 

規格及び基準の最新版を適用するように記載の修正を希望す

る。（第 61 回原子力規制委員会 資料４ 120 頁） 

 

・修正の方針案に沿った改正案（新旧比較） 

【改正前】 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

1(丸囲み) 津波荷重 

御意見を踏まえ、4.3①及び【参考規格・基準類】について、以

下のとおり変更します。 

 

【変更前】 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

① 津波荷重 

・（略） 

 

【変更後】 

＜改正前欄＞ 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

① 津波荷重 

・漂流物による荷重（衝突力）は、「津波漂流物対策施設設計ガ

イドライン（案）」等を参照し、対象漂流物質量や寸法、喫水（海
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・漂流物による荷重（衝突力）は、「津波漂流物対策施設設計ガ

イドライン（案）」等を参照し、対象漂流物質量や寸法、喫水（海

水面から対象漂流物の下端までの深さ）を基にして算出されて

いることを確認する。 

【参考規格・基準類】 

13) 防波堤の耐津波設計ガイドライン（案）（国土交通省港湾

局、2013 年） 

14) 津波漂流物対策施設設計ガイドライン（案）（沿岸技術研究

センター、寒地港湾技術研究センター、平成 21年） 

 

【改正後】 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

1(丸囲み) 津波荷重 

・漂流物による荷重（衝突力）は、「津波漂流物対策施設設計ガ

イドライン」等を参照し、対象漂流物質量や寸法、喫水（海水面

から対象漂流物の下端までの深さ）を基にして算出されている

ことを確認する。 

【参考規格・基準類】 

13) 防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局、2013

年） 

14) 津波漂流物対策施設設計ガイドライン（沿岸技術研究セン

ター、寒地港湾技術研究センター、平成 26年） 

水面から対象漂流物の下端までの深さ）を基にして算出されて

いることを確認する。 

 

＜改正後欄＞ 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

① 津波荷重 

・漂流物による荷重（衝突力）は、「津波漂流物対策施設設計ガ

イドライン」等を参照し、対象漂流物の質量や寸法、喫水（海水

面から対象漂流物の下端までの深さ）を基にして算出されてい

ることを確認する。 

 

【変更前】 

※【参考規格・基準類】について記載なし 

 

【変更後】 

＜改正前欄＞ 

【参考規格・基準類】 

13)防波堤の耐津波設計ガイドライン（案）（国土交通省港湾局，

2013 年） 

14)津波漂流物対策施設設計ガイドライン（案）（沿岸技術研究

センター、寒地港湾技術研究センター、平成 21年） 

 

＜改正後欄＞ 

【参考規格・基準類】 

13)防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成

25 年） 

14)津波漂流物対策施設設計ガイドライン（沿岸技術研究センタ

ー，寒地港湾技術研究センター，平成 26 年） 
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（案） 

改正 令和 年 月 日 原規技発第    号 原子力規制委員会決定 

 

令和 年 月 日 

 

原子力規制委員会   

 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈

等の一部改正について 

 

次の各号に掲げる規程の一部を、それぞれ当該各号に定める表により改正する。 

⑴ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

（原規技発第 1306193 号） 別表第１ 

⑵ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原規技発第 130

6194 号） 別表第２ 

⑶ 実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必

要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（原規技発第 1306197 号）

別表第３ 

 

附 則 

この規程は、   年  月  日から施行する。 

 

（別紙３） 
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改  正  後 改  正  前 

第４条（地震による損傷の防止） 

別記２のとおりとする。ただし、炉心内の燃料被覆材の放射性物質の閉

じ込めの機能については以下のとおりとし、兼用キャスク貯蔵施設につ

いては別記４のとおりとする。 

一 第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と、弾性設計

用地震動による地震力（本規程別記２第４条第４項第１号に規定す

る弾性設計用地震動による地震力をいう。）又は静的地震力（同項第

２号に規定する静的地震力をいい、Ｓクラスに属する機器に対し算

定されるものに限る。）のいずれか大きい方の地震力を組み合わせた

荷重条件に対して、炉心内の燃料被覆材の応答が全体的におおむね

弾性状態にとどまることをいう。 

二 第５項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物質

の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動

による地震力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが生じる場

合であっても、その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に

十分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影響を及ぼさな

いことをいう。 

 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

別記２のとおりとする。ただし、炉心内の燃料被覆材の放射性物質の閉

じ込めの機能については以下のとおりとし、兼用キャスク貯蔵施設につ

いては別記４のとおりとする。 

一 第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と、弾性設計

用地震動による地震力（本規程別記２第４条第４項第１号に規定す

る弾性設計用地震動による地震力をいう。）又は静的地震力（同項第

２号に規定する静的地震力をいい、Ｓクラスに属する機器に対し算

定されるものに限る。）のいずれか大きい方の地震力を組み合わせた

荷重条件に対して、炉心内の燃料被覆材の応答が全体的におおむね

弾性状態に留まることをいう。 

二 第５項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物質

の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動

による地震力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが生じる場

合であっても、その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十

分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影響を及ぼさない

ことをいう。 

 

 

別表第１  実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 新旧対照表 
（下線部分は改正部分） 
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第１２条（安全施設） 
１・２ （略） 
３ 第２項に規定する「安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要

度が特に高い安全機能を有するもの」は、上記の指針を踏まえ、以

下に示す機能を有するものとする。 
 

一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能 
（略） 
事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

（ＰＷＲ） 
原子炉内高圧時における注水機能 
原子炉内低圧時における注水機能 

（ＢＷＲ） 
原子炉内高圧時における注水機能※ 
原子炉内低圧時における注水機能 
原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能 

（略） 
※これを原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能及び原子

炉内低圧時における注水機能により代替できる場合には、それら

の機能と原子炉内高圧時における注水機能により多様性を満足し

ている。 
二 （略）  

 
４～１４ （略） 

第１２条（安全施設） 

１・２ （略） 
３ 第２項に規定する「安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要

度が特に高い安全機能を有するもの」は、上記の指針を踏まえ、以

下に示す機能を有するものとする。 
 

一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能 
（略） 
事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

（ＰＷＲ） 
原子炉内高圧時における注水機能 
原子炉内低圧時における注水機能 

（ＢＷＲ） 
原子炉内高圧時における注水機能 
原子炉内低圧時における注水機能 
原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能 

（略） 
（新設） 
 
 
 
二 （略）  

 
４～１４ （略） 
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（別記１） 

 

第３条（設計基準対象施設の地盤） 

１・２ （略） 

３ 第３条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のあ

る断層等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。 

また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」る

とは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭があ

る地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能に重

大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動する可能

性のある断層等の露頭がないことを確認した地盤に設置すること

をいう。 

（略） 

（別記１） 

 

第３条（設計基準対象施設の地盤） 

１・２ （略） 

３ 第３条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のあ

る断層等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。 

また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」る

とは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭があ

る地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能に重

大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動する可能

性のある断層等の露頭が無いことを確認した地盤に設置すること

をいう。 

（略） 
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（別記２） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされる

ことをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾

性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に

とどめることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、

必ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合

を容認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲にとどまり得る

ことをいう。 

２ 第４条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る設計基準対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公

衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある設計基

準対象施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある

津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそ

れに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の

安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」

という。）をいう。設計基準対象施設は、耐震重要度に応じて、次

に掲げるクラスへの分類（以下「耐震重要度分類」という。）をす

るものとする。 

一 Ｓクラス 

（別記２） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされる

ことをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾

性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に

留めることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必

ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を

容認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲に留まり得ること

をいう。 

２ 第４条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る設計基準対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公

衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある設計基

準対象施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある

津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそ

れに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の

安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」

という。）をいう。設計基準対象施設は、耐震重要度に応じて、以

下のクラス（以下「耐震重要度分類」という。）に分類するものと

する。 

一 Ｓクラス 
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地震により発生するおそれがある事象に対して、原子炉を停止

し、炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設、自ら放射性物

質を内蔵している施設、当該施設に直接関係しておりその機能喪

失により放射性物質を外部に拡散する可能性のある施設、これら

の施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し、放射

線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を持つ施設、

これらの重要な安全機能を支援するために必要となる施設及び

地震に伴って発生するおそれがある津波による安全機能の喪失

を防止するために必要となる施設であって、その影響が大きいも

のをいい、少なくとも次の施設はＳクラスとすること。 

・ （略） 

・ （略） 

・原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するため

の施設及び原子炉の停止状態を維持するための施設 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・津波防護機能を有する施設（以下「津波防護施設」という。）

及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」という。） 

・敷地における津波監視機能を有する設備（以下「津波監視設備」

という。） 

二・三 （略） 

地震により発生するおそれがある事象に対して、原子炉を停止

し、炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設、自ら放射性物

質を内蔵している施設、当該施設に直接関係しておりその機能喪

失により放射性物質を外部に拡散する可能性のある施設、これら

の施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し、放射

線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を持つ施設

及びこれらの重要な安全機能を支援するために必要となる施設、

並びに地震に伴って発生するおそれがある津波による安全機能

の喪失を防止するために必要となる施設であって、その影響が大

きいものをいい、少なくとも次の施設はＳクラスとすること。 

・ （略） 

・ （略） 

・原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するため

の施設、及び原子炉の停止状態を維持するための施設 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・津波防護機能を有する設備（以下「津波防護施設」という。）

及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」という。） 

・敷地における津波監視機能を有する施設（以下「津波監視設備」

という。） 

二・三 （略） 
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３ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、耐震重要度分類の各クラスに属する設計基準対象施設の耐

震設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。） 

・弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大

きい方の地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で

耐えること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震

力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準法

等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度

を許容限界とし、当該許容限界を超えないこと。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と、弾性設計用地震動

による地震力又は静的地震力を組み合わせた荷重条件に対し

て、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 

なお、「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞ

れの荷重」については、地震によって引き起こされるおそれの

ある事象によって作用する荷重及び地震によって引き起こさ

れるおそれのない事象であっても、一旦事故が発生した場合、

長時間継続する事象による荷重は、その事故事象の発生確率、

 

３ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、耐震重要度分類の各クラスに属する設計基準対象施設の耐

震設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。） 

・弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大

きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐

えること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震

力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準法

等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度

を許容限界とすること。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と、弾性設計用地震動

による地震力又は静的地震力を組み合わせた荷重条件に対し

て、応答が全体的におおむね弾性状態に留まること。なお、「運

転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」

については、地震によって引き起こされるおそれのある事象に

よって作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれ

のない事象であっても、いったん事故が発生した場合、長時間

継続する事象による荷重は、その事故事象の発生確率、継続時
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継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力

と組み合わせて考慮すること。 

二 Ｂクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐え

ること。また、共振のおそれのある施設については、その影響

についての検討を行うこと。その場合、検討に用いる地震動は、

弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとすること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とし、当該許容限界を超えな

いこと。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力

に対して、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 

三 Ｃクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐え

ること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とし、当該許容限界を超えな

いこと。 

間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組み

合わせて考慮すること。 

二 Ｂクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える

こと。また、共振のおそれのある施設については、その影響に

ついての検討を行うこと。その場合、検討に用いる地震動は、

弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとすること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とすること。 

 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力

に対して、応答が全体的におおむね弾性状態に留まること。 

三 Ｃクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える

こと。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とすること。 
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・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力

に対して、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 

 

４ 第４条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以

下に示す方法によること。 

一 弾性設計用地震動による地震力 

・ （略） 

・弾性設計用地震動による地震力は、水平２方向及び鉛直方向に

ついて適切に組み合わせたものとして算定すること。また、地

震力の算定に当たっては、建物・構築物と地盤との相互作用並

びに建物・構築物及び地盤の非線形性を、必要に応じて考慮す

ること。 

・ （略） 

・ （略） 

二 静的地震力 

①建物・構築物 

・ （略） 

・また、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力を上

回ることの確認が必要であり、必要保有水平耐力の算定にお

いては、地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度

分類に応じた係数は、耐震重要度分類の各クラスのいずれに

おいても１．０とし、その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力

に対して、応答が全体的におおむね弾性状態に留まること。 

 

４ 第４条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以

下に示す方法によること。 

一 弾性設計用地震動による地震力 

・ （略） 

・弾性設計用地震動による地震力は、水平２方向及び鉛直方向に

ついて適切に組み合わせたものとして算定すること。なお、建

物・構築物と地盤との相互作用、埋込み効果及び周辺地盤の非

線形性について、必要に応じて考慮すること。 

 

・ （略） 

・ （略） 

二 静的地震力 

①建物・構築物 

・ （略） 

・また、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力を上

回ることの確認が必要であり、必要保有水平耐力の算定にお

いては、地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度分

類に応じた係数は、耐重要度分類の各クラスともに１．０と

し、その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は１．０以上とする
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は１．０以上とすること。この際、施設の重要度に応じた妥

当な安全余裕を有していること。 

・ （略） 

②機器・配管系 

・耐震重要度分類の各クラスの地震力は、上記①に示す地震層

せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗

じたものを水平震度とし、当該水平震度及び上記①の鉛直震

度をそれぞれ２０％増しとした震度から求めること。 

・ （略） 

なお、上記①及び②において標準せん断力係数Ｃ０等を０．２以

上としたことについては、発電用原子炉設置者に対し、個別の建

物・構築物、機器・配管系の設計において、それぞれの重要度を

適切に評価し、それぞれに対し適切な値を用いることにより、耐

震性の高い施設の建設等を促すことを目的としている。耐震性向

上の観点からどの施設に対してどの程度の割増係数を用いれば

よいかについては、設計又は建設に関わる者が一般産業施設及び

公共施設等の耐震基準との関係を考慮して設定すること。 

 

５ 第４条第３項に規定する「基準地震動」は、最新の科学的・技

術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構

造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定する

ことが適切なものとし、次の方針により策定すること。 

一 （略） 

こと。この際、施設の重要度に応じた妥当な安全余裕を有し

ていること。 

・ （略） 

②機器・配管系 

・耐震重要度分類の各クラスの地震力は、上記①に示す地震層

せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じ

たものを水平震度とし、当該水平震度及び上記①の鉛直震度

をそれぞれ２０％増しとした震度より求めること。 

・ （略） 

なお、上記①及び②において標準せん断力係数Ｃ０等を０．２以

上としたことについては、発電用原子炉設置者に対し、個別の建

物・構築物、機器・配管系の設計において、それぞれの重要度を

適切に評価し、それぞれに対し適切な値を用いることにより、耐

震性の高い施設の建設等を促すことを目的としている。耐震性向

上の観点からどの施設に対してどの程度の割増し係数を用いれ

ば良いかについては、設計又は建設に関わる者が一般産業施設及

び公共施設等の耐震基準との関係を考慮して設定すること。 

 

５ 第４条第３項に規定する「基準地震動」は、最新の科学的・技

術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構

造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定する

ことが適切なものとし、次の方針により策定すること。 

一 （略） 
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二 上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内

陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震につい

て、敷地に大きな影響を与えると予想される地震（以下「検討

用地震」という。）を複数選定し、選定した検討用地震ごとに、

不確かさを考慮して応答スペクトルに基づく地震動評価及び断

層モデルを用いた手法による地震動評価を、解放基盤表面まで

の地震波の伝播特性を反映して策定すること。 

上記の「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震

発生層に生じる地震をいい、海岸のやや沖合で起こるものを含

む。 

上記の「プレート間地震」とは、相接する二つのプレートの境

界面で発生する地震をいう。 

上記の「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）

海洋プレート内部で発生する地震をいい、海溝軸付近又はその

やや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」又は海

溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地

震（スラブ内地震）」の２種類に分けられる。 

なお、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」に

ついては、次に示す方針により策定すること。 

①～⑤ （略） 

⑥内陸地殻内地震について選定した検討用地震のうち、震源が

敷地に極めて近い場合は、地表に変位を伴う断層全体を考慮

した上で、震源モデルの形状及び位置の妥当性、敷地及びそ

二 上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内

陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震につい

て、敷地に大きな影響を与えると予想される地震（以下「検討

用地震」という。）を複数選定し、選定した検討用地震ごとに、

不確かさを考慮して応答スペクトルに基づく地震動評価及び断

層モデルを用いた手法による地震動評価を、解放基盤表面まで

の地震波の伝播特性を反映して策定すること。 

上記の「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震

発生層に生じる地震をいい、海岸のやや沖合で起こるものを含

む。 

上記の「プレート間地震」とは、相接する二つのプレートの境

界面で発生する地震をいう。 

上記の「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）

海洋プレート内部で発生する地震をいい、海溝軸付近又はその

やや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」又は海

溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地

震（スラブ内地震）」の２種類に分けられる。 

なお、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」に

ついては、次に示す方針により策定すること。 

①～⑤ （略） 

⑥内陸地殻内地震について選定した検討用地震のうち、震源が

敷地に極めて近い場合は、地表に変位を伴う断層全体を考慮

した上で、震源モデルの形状及び位置の妥当性、敷地及びそ
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こに設置する施設との位置関係並びに震源特性パラメータの

設定の妥当性について詳細に検討するとともに、これらの検

討結果を踏まえた評価手法の適用性に留意の上、上記⑤の各

種の不確かさが地震動評価に与える影響をより詳細に評価

し、震源の極近傍での地震動の特徴に係る最新の科学的・技

術的知見を踏まえた上で、さらに十分な余裕を考慮して基準

地震動を策定すること。 

⑦・⑧ （略） 

三・四 （略） 

 

６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に対する

設計基準対象施設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

・ （略） 

・ （略） 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動による

地震力を組み合わせた荷重条件に対して、その施設に要求され

る機能を保持すること。なお、上記により求められる荷重によ

り塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベル

にとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要

求される機能に影響を及ぼさないこと。また、動的機器等につ

こに設置する施設との位置関係、並びに震源特性パラメータ

の設定の妥当性について詳細に検討するとともに、これらの

検討結果を踏まえた評価手法の適用性に留意の上、上記⑤の

各種の不確かさが地震動評価に与える影響をより詳細に評価

し、震源の極近傍での地震動の特徴に係る最新の科学的・技

術的知見を踏まえた上で、さらに十分な余裕を考慮して基準

地震動を策定すること。 

⑦・⑧ （略） 

三・四 （略） 

 

６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に対する

設計基準対象施設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

・ （略） 

・ （略） 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動による

地震力を組み合わせた荷重条件に対して、その施設に要求され

る機能を保持すること。なお、上記により求められる荷重によ

り塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベル

に留まって破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求

される機能に影響を及ぼさないこと。また、動的機器等につい
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いては、基準地震動による応答に対して、その設備に要求され

る機能を保持すること。例えば、実証試験等により確認されて

いる機能維持加速度等を許容限界とすること。 

（略） 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

（略） 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに

属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわない」と

は、少なくとも次に示す事項について、耐震重要施設の安全機能へ

の影響がないことを確認すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

７ 第４条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に

当たっては、以下に示す方法によること。 

・基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて、水平２方向

及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定する

ては、基準地震動による応答に対して、その設備に要求される

機能を保持すること。具体的には、実証試験等により確認され

ている機能維持加速度等を許容限界とすること。 

（略） 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

（略） 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに

属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわない」と

は、少なくとも次に示す事項について、耐震重要施設の安全機能へ

の影響が無いことを確認すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

７ 第４条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に

当たっては、以下に示す方法によること。 

・基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて、水平２方向

及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定する
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こと。また、地震力の算定に当たっては、建物・構築物と地盤

との相互作用並びに建物・構築物及び地盤の非線形性を、必要

に応じて考慮すること。 

・ （略） 

・ （略） 

８ 第４条第４項は、耐震重要施設の周辺斜面について、基準地震動

による地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがないこ

とを確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部分の

除去及び敷地内土木構造物による斜面の保持等の措置を講ずるこ

とにより、耐震重要施設に影響を及ぼすことがないようにすること

をいう。 

（略） 

こと。なお、建物・構築物と地盤との相互作用、埋込み効果及

び周辺地盤の非線形性について、必要に応じて考慮すること。 

 

・ （略） 

・ （略） 

８ 第４条第４項は、耐震重要施設の周辺斜面について、基準地震動

による地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがないこ

とを確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部分の

除去及び敷地内土木工作物による斜面の保持等の措置を講ずるこ

とにより、耐震重要施設に影響を及ぼすことがないようにすること

をいう。 

（略） 

 

 

25 25 



14 
 

（別記３） 

第５条（津波による損傷の防止） 

１ （略） 

２ 上記１の「基準津波」の策定に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～六 （略） 

七 津波の調査においては、必要な調査範囲を地震動評価におけ

る調査よりも十分に広く設定した上で、調査地域の地形・地質

条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調査及

び地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に組み合

わせた調査を行うこと。また、津波の発生要因に係る調査及び

波源モデルの設定に必要な調査、敷地周辺に来襲した可能性の

ある津波に係る調査、津波の伝播経路に係る調査及び砂移動の

評価に必要な調査を行うこと。 

八 （略） 

九 策定された基準津波については、施設からの反射波の影響が

微少となるよう定義された位置及び敷地周辺の評価地点における

超過確率を把握すること。 

３ 第５条第１項の「安全機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない」を満たすために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施設、浸水防止設備及び津波

監視設備を除く。以下この号及び第三号において同じ。）の設置

（別記３） 

第５条（津波による損傷の防止） 

１ （略） 

２ 上記１の「基準津波」の策定に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～六 （略） 

七 津波の調査においては、必要な調査範囲を地震動評価におけ

る調査よりも十分に広く設定した上で、調査地域の地形・地質

条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調査及

び地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に組み合

わせた調査を行うこと。また、津波の発生要因に係る調査及び

波源モデルの設定に必要な調査、敷地周辺に襲来した可能性の

ある津波に係る調査、津波の伝播経路に係る調査及び砂移動の

評価に必要な調査を行うこと。 

八 （略） 

九 基準津波については、対応する超過確率を参照し、策定され

た津波がどの程度の超過確率に相当するかを把握すること。 

 

３ 第５条第１項の「安全機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない」を満たすために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施設、浸水防止設備及び津波

監視設備を除く。下記第三号において同じ。）の設置された敷地
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された敷地等において、基準津波による遡上波を地上部から到達

又は流入させないこと。また、取水路及び放水路等の経路から流

入させないこと。そのため、以下の方針によること。 

①Ｓクラスに属する設備（浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。以下この号から第三号までにおいて同じ。）を内包する建

屋及びＳクラスに属する設備（屋外に設置するものに限る。）

は、基準津波による遡上波が到達しない十分高い場所に設置す

ること。また、基準津波による遡上波が到達する高さにある場

合には、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備を設置する

こと。 

②上記①の遡上波の到達防止に当たっては、敷地及び敷地周辺の

地形、標高及び河川等の存在並びに地震による広域的な隆起・

沈降を考慮して、遡上波の回込みを含め敷地への遡上の可能性

を検討すること。また、地震による変状又は繰り返し来襲する

津波による洗掘・堆積により地形又は河川流路の変化等が考え

られる場合は、敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討するこ

と。 

③取水路又は放水路等の経路から、Ｓクラスに属する施設の設置

された敷地並びにＳクラスに属する設備を内包する建屋及び

区画に津波の流入する可能性について検討した上で、流入する

可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それら

に対して流入防止の対策を施すことにより、津波の流入を防止

すること。 

において、基準津波による遡上波を地上部から到達又は流入させ

ないこと。また、取水路及び排水路等の経路から流入させないこ

と。そのため、以下の方針によること。 

①Ｓクラスに属する設備（浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。以下下記第三号までにおいて同じ。）を内包する建屋及び

Ｓクラスに属する設備（屋外に設置するものに限る。）は、基

準津波による遡上波が到達しない十分高い場所に設置するこ

と。なお、基準津波による遡上波が到達する高さにある場合に

は、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備を設置するこ

と。 

②上記①の遡上波の到達防止に当たっては、敷地及び敷地周辺の

地形及びその標高、河川等の存在並びに地震による広域的な隆

起・沈降を考慮して、遡上波の回込みを含め敷地への遡上の可

能性を検討すること。また、地震による変状又は繰り返し襲来

する津波による洗掘・堆積により地形又は河川流路の変化等が

考えられる場合は、敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討する

こと。 

③取水路又は放水路等の経路から、津波が流入する可能性につい

て検討した上で、流入の可能性のある経路（扉、開口部及び貫

通口等）を特定し、それらに対して浸水対策を施すことにより、

津波の流入を防止すること。 
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二 取水・放水施設及び地下部等において、漏水する可能性を考慮

の上、漏水による浸水範囲を限定して、重要な安全機能への影響

を防止すること。そのため、以下の方針によること。 

①取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施設

及び地下部等における漏水の可能性を検討した上で、漏水が継

続することによる浸水範囲を想定するとともに、当該想定され

る浸水範囲（以下「浸水想定範囲」という。）の境界において

浸水想定範囲外に流出する可能性のある経路（扉、開口部、貫

通口等）を特定し、それらに対して浸水対策を施すことにより

浸水範囲を限定すること。 

② （略） 

③浸水想定範囲における長期間の浸水が想定される場合は、排

水設備を設置すること。 

三 前二号に規定するもののほか、Ｓクラスに属する施設について

は、浸水防護をすることにより津波による影響等から隔離するこ

と。そのため、Ｓクラスに属する設備を内包する建屋及び区画に

ついては、浸水防護重点化範囲として明確化するとともに、地震

による溢
いっ

水に加えて津波の流入を考慮した浸水範囲及び浸水量

を安全側に想定した上で、浸水防護重点化範囲に流入する可能性

のある経路（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それらに対して

流入防止の対策を施すこと。 

四 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を

防止すること。そのため、非常用海水冷却系については、基準津

二 取水・放水施設及び地下部等において、漏水する可能性を考慮

の上、漏水による浸水範囲を限定して、重要な安全機能への影響

を防止すること。そのため、以下の方針によること。 

①取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施設

及び地下部等における漏水の可能性を検討した上で、漏水が継

続することによる浸水範囲を想定（以下「浸水想定範囲」とい

う。）するとともに、同範囲の境界において浸水の可能性のあ

る経路及び浸水口（扉、開口部及び貫通口等）を特定し、それ

らに対して浸水対策を施すことにより浸水範囲を限定するこ

と。 

② （略） 

③浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合は、排

水設備を設置すること。 

三 上記の前二号に規定するものの他、Ｓクラスに属する施設につ

いては、浸水防護をすることにより津波による影響等から隔離す

ること。そのため、Ｓクラスに属する設備を内包する建屋及び区

画については、浸水防護重点化範囲として明確化するとともに、

津波による溢
いっ

水を考慮した浸水範囲及び浸水量を保守的に想定

した上で、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路及び

浸水口（扉、開口部及び貫通口等）を特定し、それらに対して浸

水対策を施すこと。 

四 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を

防止すること。そのため、非常用海水冷却系については、基準津
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波による水位の低下に対して冷却に必要な海水を確保すること

により、海水ポンプが機能を保持できる設計であること。また、

基準津波による水位変動に伴う砂の移動・堆積及び漂流物に対し

て取水口及び取水路の通水性が確保でき、かつ、取水口からの砂

の混入に対して海水ポンプが機能を保持できる設計であること。 

五 津波防護施設及び浸水防止設備については、入力津波（施設の

津波に対する設計を行うために、津波の伝播特性及び流入経路等

を考慮して、それぞれの施設に対して設定するものをいう。以下

同じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能が保持できるこ

と。また、津波監視設備については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下の方針によること。 

①上記の「津波防護施設」とは、防潮堤、盛土構造物及び防潮壁

等をいう。上記の「浸水防止設備」とは、水密扉及び開口部・

貫通口の浸水対策設備等をいう。また、上記の「津波監視設備」

とは、敷地の潮位計及び取水ピット水位計並びに津波の来襲状

況を把握できる屋外監視カメラ等をいう。これら以外には、津

波防護施設及び浸水防止設備への波力による影響等、津波によ

る影響を軽減する効果が期待される防波堤等の津波影響軽減

施設・設備がある。 

②入力津波については、基準津波の波源からの数値計算によ

り、各施設・設備等の設置位置において算定される時刻歴波

形とすること。数値計算に当たっては、敷地形状、敷地沿岸

域の海底地形、津波の敷地への浸入角度、河川の有無、陸上

波による水位の低下に対して海水ポンプが機能保持でき、かつ冷

却に必要な海水が確保できる設計であること。また、基準津波に

よる水位変動に伴う砂の移動・堆積及び漂流物に対して取水口及

び取水路の通水性が確保でき、かつ取水口からの砂の混入に対し

て海水ポンプが機能保持できる設計であること。 

五 津波防護施設及び浸水防止設備については、入力津波（施設の

津波に対する設計を行うために、津波の伝播特性及び浸水経路等

を考慮して、それぞれの施設に対して設定するものをいう。以下

同じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能が保持できるこ

と。また、津波監視設備については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下の方針によること。 

①上記の「津波防護施設」とは、防潮堤、盛土構造物及び防潮壁

等をいう。上記の「浸水防止設備」とは、水密扉及び開口部・

貫通部の浸水対策設備等をいう。また、上記の「津波監視設備」

とは、敷地の潮位計及び取水ピット水位計、並びに津波の襲来

状況を把握できる屋外監視カメラ等をいう。これら以外には、

津波防護施設及び浸水防止設備への波力による影響を軽減す

る効果が期待される防波堤等の津波影響軽減施設・設備があ

る。 

②入力津波については、基準津波の波源からの数値計算によ

り、各施設・設備等の設置位置において算定される時刻歴波

形とすること。数値計算に当たっては、敷地形状、敷地沿岸

域の海底地形、津波の敷地への侵入角度、河川の有無、陸上
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の遡上・伝播の効果及び伝播経路上の人工構造物等を考慮す

ること。また、津波による港湾内の局所的な海面の固有振動

の励起を適切に評価し考慮すること。 

③津波防護施設については、その構造に応じ、波力による浸食

及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定

性を評価し、越流時の耐性等にも配慮した上で、入力津波に

対する津波防護機能が十分に保持できるよう設計すること。 

④浸水防止設備については、浸水想定範囲等における津波や浸水

による荷重等に対する耐性等を評価し、越流時の耐性等にも配

慮した上で、入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持でき

るよう設計すること。 

⑤ （略） 

⑥津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構

築物及び設置物等が破損又は損壊した後に漂流する可能性が

ある場合には、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備に波

及的影響を及ぼさないよう、漂流防止措置又は津波防護施設及

び浸水防止設備への影響の防止措置を施すこと。 

⑦上記③、④及び⑥の設計等においては、耐津波設計上の十分な

裕度を含めるため、各施設・設備の機能損傷モードに対応した

荷重（浸水高、波力・波圧、洗掘力及び浮力等）について、入

力津波から十分な余裕を考慮して設定すること。また、余震の

発生の可能性を検討した上で、必要に応じて余震による荷重と

入力津波による荷重との組合せを考慮すること。さらに、入力

の遡上・伝播の効果及び伝播経路上の人工構造物等を考慮す

ること。また、津波による港湾内の局所的な海面の固有振動

の励起を適切に評価し考慮すること。 

③津波防護施設については、その構造に応じ、波力による侵食

及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定

性を評価し、越流時の耐性にも配慮した上で、入力津波に対

する津波防護機能が十分に保持できるよう設計すること。 

④浸水防止設備については、浸水想定範囲等における浸水時及び

冠水後の波圧等に対する耐性等を評価し、越流時の耐性にも配

慮した上で、入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持でき

るよう設計すること。 

⑤ （略） 

⑥津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構

築物及び設置物等が破損、倒壊及び漂流する可能性がある場合

には、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備に波及的影響

を及ぼさないよう、漂流防止措置又は津波防護施設及び浸水防

止設備への影響の防止措置を施すこと。 

⑦上記③、④及び⑥の設計等においては、耐津波設計上の十分な

裕度を含めるため、各施設・設備の機能損傷モードに対応した

荷重（浸水高、波力・波圧、洗掘力及び浮力等）について、入

力津波から十分な余裕を考慮して設定すること。また、余震の

発生の可能性を検討した上で、必要に応じて余震による荷重と

入力津波による荷重との組合せを考慮すること。さらに、入力

30 30 



19 
 

津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの来襲による作用

が津波防護機能及び浸水防止機能へ及ぼす影響について検討

すること。 

⑧ （略） 

⑨津波防護施設のうち、防潮ゲート等の外部入力により動作す

る機構を有するものについては、当該機構の構造、動作原理

等を踏まえ、津波防護機能が損なわれないよう重要安全施設

に求められる信頼性と同等の信頼性を確保した設計とするこ

と。 

六 地震による敷地の隆起・沈降、地震（本震及び余震）による影

響、津波の繰り返しの来襲による影響及び津波による二次的な影

響（洗掘、砂移動及び漂流物等）を考慮すること。 

七 （略） 

津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの襲来による作用

が津波防護機能及び浸水防止機能へ及ぼす影響について検討

すること。 

⑧ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

六 地震による敷地の隆起・沈降、地震（本震及び余震）による影

響、津波の繰り返しの襲来による影響及び津波による二次的な影

響（洗掘、砂移動及び漂流物等）を考慮すること。 

七 （略） 
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（別記４） 

兼用キャスク貯蔵施設の設置に当たっては、以下のとおりとする。 

 

第３条 （略） 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 周辺施設を設置する場合、第４条第１項に規定する「地震力に十

分に耐えること」を満たすために、当該周辺施設は、静的地震力に

対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えること。その際、以

下のとおりとすること。 

一・二 （略） 

２ 第４条第６項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの設計

に当たっては、以下の方針によること。 

一 （略） 

二 兼用キャスクについては、自重その他の貯蔵時に想定される荷

重と第６項地震力を組み合わせた荷重条件に対して、当該兼用キ

ャスクに要求される機能を保持すること。また、上記により求め

られる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が

小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し、当

該兼用キャスクに要求される機能に影響を及ぼさないこと。ただ

し、兼用キャスクの閉じ込め機能を担保する部位は、上記の荷重

条件に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えること。 

３ （略） 

（別記４） 

兼用キャスク貯蔵施設の設置に当たっては、以下のとおりとする。 

 

第３条 （略） 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 周辺施設を設置する場合、第４条第１項に規定する「地震力に十

分に耐えること」を満たすために、当該周辺施設は、静的地震力に

対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えること。その際、以下

のとおりとすること。 

一・二 （略） 

２ 第４条第６項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの設計

に当たっては、以下の方針によること。 

一 （略） 

二 兼用キャスクについては、自重その他の貯蔵時に想定される荷

重と第６項地震力を組み合わせた荷重条件に対して、当該兼用キ

ャスクに要求される機能を保持すること。また、上記により求め

られる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が

小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し、当該

兼用キャスクに要求される機能に影響を及ぼさないこと。ただ

し、兼用キャスクの閉じ込め機能を担保する部位は、上記の荷重

条件に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えること。 

３ （略） 
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４ 第４条第７項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの周辺

斜面について、基準地震動による地震力を作用させた安定解析を行

い、崩壊のおそれがないことを確認するとともに、崩壊のおそれが

ある場合には、当該部分の除去、敷地内土木構造物による斜面の保

持等の措置を講ずることにより、兼用キャスクの安全機能が損なわ

れるおそれがないようにすること。 

（略） 

第５条 （略） 

第６条 （略） 

第１６条 （略） 

４ 第４条第７項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの周辺

斜面について、基準地震動による地震力を作用させた安定解析を行

い、崩壊のおそれがないことを確認するとともに、崩壊のおそれが

ある場合には、当該部分の除去、敷地内土木工作物による斜面の保

持等の措置を講ずることにより、兼用キャスクの安全機能が損なわ

れるおそれがないようにすること。 

（略） 

第５条 （略） 

第６条 （略） 

第１６条 （略） 
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別表第２ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

第５条（地震による損傷の防止） 

１～４ （略） 

５ 第４項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物

質の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通常運転

時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準

地震動による地震力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが

生じる場合であっても、その量が小さなレベルにとどまって破断

延性限界に十分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影

響を及ぼさないことをいう。 

６・７ （略） 

第５条（地震による損傷の防止） 

１～４ （略） 

５ 第４項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物

質の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通常運転

時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準

地震動による地震力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが

生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まって破断延

性限界に十分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影響

を及ぼさないことをいう。 

６・７ （略） 
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別表第３ 実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能

力に係る審査基準 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

Ⅲ 要求事項の解釈 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

１.０ 共通事項 

（１）～（３） （略） 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

【要求事項】 

 （略） 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）～ｆ） （略） 

ｇ）有毒ガス発生時の原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員、

緊急時対策所において重大事故等に対処するために必要な要員

並びに重大事故等対処上特に重要な操作（常設設備と接続する

屋外に設けられた可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外

から水又は電力を供給するものに限る。）の接続をいう。）を

行う要員（以下「運転・対処要員」という。）の防護に関し、

次の①から③までに掲げる措置を講じることを定める方針であ

ること。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護

のための判断基準値以下とするための手順を整備するこ

と。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室

及び緊急時制御室の運転員並びに緊急時対策所において重

大事故等に対処するために必要な指示を行う要員のうち初

動対応を行う者に対する防護具の着用等運用面の対策を行

うこと。 

③ （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

１.０ 共通事項 

（１）～（３） （略） 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

【要求事項】 

 （略） 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）～ｆ） （略） 

ｇ）有毒ガス発生時の原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員、

緊急時対策所において重大事故等に対処するために必要な要員

並びに重大事故等対処上特に重要な操作（常設設備と接続する

屋外に設けられた可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外

から水又は電力を供給するものに限る。）の接続をいう。）を

行う要員（以下「運転・対処要員」という。）の防護に関し、

次の①から③に掲げる措置を講じることが定められているこ

と。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護

のための判断基準値以下とするための手順と体制を整備す

ること。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室

及び緊急時制御室の運転員並びに緊急時対策所において重

大事故等に対処するために必要な指示を行う要員のうち初

動対応を行う者に対する防護具の配備、着用等運用面の対

策を行うこと。 

③ （略） 
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２ （略） 

 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）～ｋ） （略） 

ｌ）運転・対処要員の防護に関し、次の①及び②に掲げる措置を

講じることを定める方針であること。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護

のための判断基準値以下とするための体制を整備するこ

と。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室

及び緊急時制御室の運転員並びに緊急時対策所において重

大事故等に対処するために必要な指示を行う要員のうち初

動対応を行う者に対する防護具の配備等を行うこと。 

 

２ （略） 

 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）～ｋ） （略） 

（新設） 
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（案） 

改正 令和 年 月 日 原規技発第    号 原子力規制委員会決定 

 

令和 年 月 日 

 

原子力規制委員会   

 

実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ば

く評価に関する審査ガイド等の一部改正について 

 

次の各号に掲げる規程の一部を、それぞれ当該各号に定める表により改正する。 

⑴ 実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ば

く評価に関する審査ガイド（原規技発第 13061918 号） 別表第１ 

⑵ 発電用原子炉施設の設置（変更）許可申請に係る運用ガイド（原規技発第 13061919 

号） 別表第２ 

⑶ 敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（原管地発第 1306191 号） 

別表第３ 

⑷⑶ 基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド（原管地発第 1306192 号） 別表第

４３ 

⑸⑷ 基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド（原管地発第 1306193 号） 別表第

５４ 

⑹⑸ 耐震設計に係る工認審査ガイド（原管地発第 1306195 号） 別表第６５ 

⑺⑹ 耐津波設計に係る工認審査ガイド（原管地発第 1306196 号） 別表第７６ 

 

附 則 

この規程は、   年  月  日から施行する。 

 

（別紙４） 
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別表第１ 実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

４．居住性に係る被ばく評価の標準評価手法 

４．４ 緊急時制御室又は緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価

の主要解析条件等 

（１）ソースターム 

a．大気中への放出割合  

・事故直前の炉心内蔵量に対する放射性物質の大気中への放出

割合は、原子炉格納容器が破損したと考えられる東京電力株

式会社福島第一原子力発電所事故並みを想定する（参5）。 

 （略） 

b．放出開始時刻及び放出継続時間 

・放射性物質の大気中への放出開始時刻は、事故（原子炉ス

クラム）発生24時間後と仮定する（参5）（東京電力株式会

社福島第一原子力発電所事故で最初に放出した１号炉の放

出開始時刻を参考に設定）。  

・放射性物質の大気中への放出継続時間は、保守的な結果と

なるように10時間と仮定する（参5）（東京電力株式会社福

島第一原子力発電所２号炉の放出継続時間を参考に設定

）。 

（２）・（３） （略） 

 

４．居住性に係る被ばく評価の標準評価手法 

４．４ 緊急時制御室又は緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価

の主要解析条件等 

（１）ソースターム 

a．大気中への放出割合  

・事故直前の炉心内蔵量に対する放射性物質の大気中への放出

割合は、原子炉格納容器が破損したと考えられる福島第一原

子力発電所事故並みを想定する（参5）。 

 （略） 

（新設） 

 

 

 

   

 

 

 

 

（２）・（３） （略） 

（４）大気拡散  

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

a． （略） 

 

（４）大気拡散  

a．放出開始時刻及び放出継続時間 

・放射性物質の大気中への放出開始時刻は、事故（原子炉ス

クラム）発生24時間後と仮定する（参5）（福島第一原子力

発電所事故で最初に放出した１号炉の放出開始時刻を参考

に設定）。  

・放射性物質の大気中への放出継続時間は、保守的な結果と

なるように10時間と仮定する（参5）（福島第一原子力発電

所２号炉の放出継続時間を参考に設定）。 

b． （略） 
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（５）線量評価 

 a．原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による緊急時制

御室又は緊急時対策所内での外部被ばく 

 ・東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故並みを想定す

る。例えば、次のような仮定を行うことができる。  

 （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

b． （略） 

 

（５）線量評価 

 a．原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による緊急時制

御室又は緊急時対策所内での外部被ばく 

 ・福島第一原子力発電所事故並みを想定する。例えば、次の

ような仮定を行うことができる。  

 （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

b． （略） 
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別表第２ 発電用原子炉施設の設置（変更）許可申請に係る運用ガイド 新旧対照表 

 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

４．発電用原子炉設置許可申請書に係る記載について 

４．４ 実用炉則第３条第１項第６号の「発電用原子炉施設におけ

る放射線の管理に関する事項」に係る記載 

（１）・（２） （略） 

（３）「周辺監視区域の外における実効線量の算定の条件及び結果

」については、その内容が設置許可基準規則に適合しているこ

とを判断するために必要な事項を記載することとする。例とし

て以下を記載することとする。  

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・設置許可基準規則第２９条（工場等周辺における直接線

等からの防護）への適合性 

 

４．発電用原子炉設置許可申請書に係る記載について 

４．４ 実用炉則第３条第１項第６号の「発電用原子炉施設におけ

る放射線の管理に関する事項」に係る記載 

（１）・（２） （略） 

（３）「周辺監視区域の外における実効線量の算定の条件及び結果

」については、その内容が設置許可基準規則に適合しているこ

とを判断するために必要な事項を記載することとする。例とし

て以下を記載することとする。  

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・設置許可基準規則第２９条（工場等周辺における直接ガ

ンマ線等からの防護）への適合性 
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改  正  後 改  正  後 

Ⅱ．基準津波の策定に必要な調査 

1. 調査方針 

(1) （略） 

(2)上記の調査に加え、津波の発生要因に係る調査、波源モデルの

設定に必要な調査、敷地周辺に来襲した可能性のある津波に係る

調査、津波の伝播経路に係る調査及び砂移動の評価に必要な調査

が行われていることを確認する。 

(3)・(4) （略） 

Ⅱ．基準津波の策定に必要な調査 

1. 調査方針 

(1) （略） 

(2)上記の調査に加え、津波の発生要因に係る調査、波源モデルの

設定に必要な調査、敷地周辺に襲来した可能性のある津波に係る

調査、津波の伝播経路に係る調査及び砂移動の評価に必要な調査

が行われていることを確認する。 

(3)・(4) （略） 

 

別表第３ 敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド 新旧対照表 
（下線部分は改正部分） 
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改  正  後 改  正  前 

Ⅰ．基準地震動 

2. 基本方針 

基準地震動の策定における基本方針は以下のとおりである。 

（１）～（４） （略） 

4. 震源を特定せず策定する地震動 

4.2 地震動評価 

4.2.1 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

（１）～（３） （略） 

〔解説〕 

（１）「地表地震断層が出現しない可能性がある地震」は、断層破壊

領域が地震発生層の内部にとどまり、国内においてどこでも

発生すると考えられる地震で、震源の位置及び規模が推定で

きない位置も規模もわからない地震として地震学的検討から

全国共通に考慮すべき地震（震源の位置も規模も推定できな

い地震（Mw6.5 程度未満の地震））であり、震源近傍において

地震動強震動が観測された地震を対象とする。 

（２）・（３） （略） 

 

Ⅱ．耐震設計方針 

2. 基本方針 

2.1 基本方針の概要 

Ⅰ．基準地震動 

2. 基本方針 

基準地震動の策定における基本方針は以下の通りである。 

（１）～（４） （略） 

4. 震源を特定せず策定する地震動 

4.2 地震動評価 

4.2.1 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

（１）～（３） （略） 

〔解説〕 

（１）「地表地震断層が出現しない可能性がある地震」は、断層破壊

領域が地震発生層の内部に留まり、国内においてどこでも発

生すると考えられる地震で、震源の位置及び規模が推定でき

ない位置も規模もわからない地震として地震学的検討から全

国共通に考慮すべき地震（震源の位置も規模も推定できない

地震（Mw6.5 程度未満の地震））であり、震源近傍において地

震動強震動が観測された地震を対象とする。 

（２）・（３） （略） 

 

Ⅱ．耐震設計方針 

2. 基本方針 

2.1 基本方針の概要 

別表第４３ 基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド 新旧対照表 
（下線部分は改正部分） 
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（略） 

・ （略） 

・Ｓクラスの各施設は、基準地震動による地震力に対してその安

全機能が保持できること。また、弾性設計用地震動による地震

力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておお

むね弾性状態にとどまる範囲で耐えること。 

・Ｂクラスの各施設は、静的地震力に対しておおむね弾性状態に

とどまる範囲で耐えること。また、共振のおそれのある施設に

ついては、その影響についての検討を行うこと。 

・Ｃクラスの各施設は、静的地震力に対しておおむね弾性状態に

とどまる範囲で耐えること。 

・ （略） 

 

2.2 審査範囲及び事項 

（略） 

(1) （略） 

(2) 弾性設計用地震動 

・弾性設計用地震動が、「地震力に対しておおむね弾性状態に

とどまる範囲で耐える」ように工学的判断に基づいて設定さ

れていることを確認する。また、具体的な設定値及び設定根

拠を確認する。 

(3) 地震力の算定法 

・基準地震動及び弾性設計用地震動による地震力は、地震応答

（略） 

・ （略） 

・Ｓクラスの各施設は、基準地震動による地震力に対してその安

全機能が保持できること。また、弾性設計用地震動による地震

力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておお

むね弾性状態に留まる範囲で耐えること。 

・Ｂクラスの各施設は、静的地震力に対しておおむね弾性状態に

留まる範囲で耐えること。また、共振のおそれのある施設につ

いては、その影響についての検討を行うこと。 

・Ｃクラスの各施設は、静的地震力に対しておおむね弾性状態に

留まる範囲で耐えること。 

・ （略） 

 

2.2 審査範囲及び事項 

（略） 

(1) （略） 

(2) 弾性設計用地震動 

・弾性設計用地震動が、「地震力に対しておおむね弾性状態に

留まる範囲で耐える」ように工学的判断に基づいて設定され

ていることを確認する。また、具体的な設定値及び設定根拠

を確認する。 

(3) 地震力の算定法 

・基準地震動及び弾性設計用地震動による地震力は、地震応答
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解析を行って水平２方向及び鉛直方向について適切に組み

合わせたものとして算定することを確認する。 

・建物・構築物の水平方向静的地震力は、地震層せん断力係数

に施設の重要度分類に応じた係数を乗じ、更に当該層以上の

重量を乗じて算定する方針であることを確認する。また、水

平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用

するものとすることを確認する。機器・配管系の静的地震力

はこれらの水平震度及び鉛直震度をそれぞれ２０％増しと

した震度から求めることを確認する。 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

・建物・構築物、機器・配管系の各々について、耐震重要度分

類のクラスごとに地震と組み合わせるべき荷重及び対応す

る許容限界についての考え方が適切であることを確認する。 

(5) （略） 

 

表-12 耐震設計方針に係る審査の範囲 

（略） 

※１ ◎審査で妥当性を確認 

○審査で方針等を確認（設計の詳細は設計及び工事の計画の認可

で確認） 

※２ 施設・設備ごとの具体的な設計方針、検討方針については、設計

及び工事の計画の認可において確認 

 

3. 耐震重要度分類 

解析を行って水平２方向及び鉛直方向について適切に組合

せたものとして算定することを確認する。 

・建物・構築物の水平方向静的地震力は、地震層せん断力係数

に施設の重要度分類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上

の重量を乗じて算定する方針であることを確認する。また、

水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作

用するものとすることを確認する。機器・配管系の静的地震

力はこれらの水平震度及び鉛直震度をそれぞれ２０％増し

とした震度より求めることを確認する。 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

・建物・構築物、機器・配管系の各々について、耐震重要度分

類毎に地震と組合せるべき荷重及び対応する許容限界につ

いての考え方が適切であることを確認する。 

(5) （略） 

 

表-12 耐震設計方針に係る審査の範囲 

（略） 

※１ ◎審査で妥当性を確認 

○審査で方針等を確認（設計の詳細は設計及び工事の計画の認可

で確認） 

※２ 施設・設備毎の具体的な設計方針、検討方針については、設計及

び工事の計画の認可において確認 

 

3. 耐震重要度分類 
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（略） 

3.1 Ｓクラスの施設 

・地震により発生する可能性のある事象に対して、原子炉を停止

し、炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設。 

・自ら放射性物質を内蔵している施設。 

・当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を

外部に拡散する可能性のある施設。 

・これらの施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を緩和

し、環境への放射線による影響を軽減するために必要な機能を

持つ施設。 

・これらの重要な安全機能を支援するために必要となる施設。 

・地震に伴って発生する可能性のある津波による安全機能の喪失

を防止するために必要となる施設。 

3.2 Ｂクラスの施設 

・安全機能を有する施設のうち、機能喪失した場合の影響がＳク

ラスと比べ小さい施設。 

3.3 Ｃクラスの施設 

・Ｓクラスの施設及びＢクラスの施設以外の一般産業施設、公共

施設と同等の安全性が要求される施設。 

 

4. 弾性設計用地震動 

（略） 

・ （略） 

（略） 

3.1 Ｓクラスの施設 

・地震により発生する可能性のある事象に対して、原子炉を停止

し、炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設 

・自ら放射性物質を内蔵している施設 

・当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を

外部に拡散する可能性のある施設 

・これらの施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を緩和

し、環境への放射線による影響を軽減するために必要な機能を

持つ施設 

・これらの重要な安全機能を支援するために必要となる施設 

・地震に伴って発生する可能性のある津波による安全機能の喪失

を防止するために必要となる施設 

3.2 Ｂクラスの施設 

・安全機能を有する施設のうち、機能喪失した場合の影響がＳク

ラスと比べ小さい施設 

3.3 Ｃクラスの施設 

・Ｓクラス施設及びＢクラス施設以外の一般産業施設、公共施設

と同等の安全性が要求される施設 

 

4. 弾性設計用地震動 

（略） 

・ （略） 
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・弾性設計用地震動は、基準地震動との応答スペクトルの比率が

目安として0.5を下回らないような値で工学的判断に基づいて

設定すること（「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 

平成 18 年 9 月 19 日 原子力安全委員会決定」における弾性設

計用地震動 Sdの規定と同様）。 

 

5. 地震力の算定法 

 （略） 

5.1 地震応答解析による地震力 

5.1.1 基準地震動による地震力 

・基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて水平２方向

及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定

すること。また、地震力の算定に当たっては、建物・構築物

と地盤との相互作用並びに建物・構築物及び地盤の非線形性

を、必要に応じて考慮すること。 

5.1.2 弾性設計用地震動による地震力 

・弾性設計用地震動による地震力は、弾性設計用地震動を用い

て水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせたも

のとして算定すること。また、地震力の算定に当たっては、

建物・構築物と地盤との相互作用並びに建物・構築物及び地

盤の非線形性を、必要に応じて考慮すること。 

・Ｂクラスの施設について、「共振のおそれのある施設につい

ては、その影響についての検討を行うこと」の検討に用いる

・弾性設計用地震動は、基準地震動との応答スペクトルの比率が

目安として0.5を下回らないような値で工学的判断に基づいて

設定すること（「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 

平成 18 年 9 月 19 日 原子力安全委員会決定」における弾性設

計用地震動 Sdの規定と同様） 

 

5. 地震力の算定法 

（略） 

5.1 地震応答解析による地震力 

5.1.1 基準地震動による地震力 

・基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて水平２方向

及び鉛直方向について適切に組合せたものとして算定する

こと。なお、建物・構築物と地盤との相互作用、埋込み効果

及び周辺地盤の非線形について必要に応じて考慮すること。 

 

5.1.2 弾性設計用地震動による地震力 

・弾性設計用地震動による地震力は、弾性設計用地震動を用い

て水平２方向及び鉛直方向について適切に組合せたものと

して算定すること。なお、建物・構築物と地盤との相互作用、

埋込み効果及び周辺地盤の非線形について必要に応じて考

慮すること。 

・Ｂクラス施設について、「共振のおそれのある施設について

は、その影響についての検討を行うこと」の検討に用いる地
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地震動は、弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとする

こと。 

5.1.3 地震応答解析 

（略） 

・ （略） 

・地震応答解析手法の適用性、適用限界等を考慮の上、適切な

解析法を選定するとともに、十分な調査に基づく適切な解析

条件を設定すること。 

・ （略） 

5.2 静的地震力 

5.2.1  建物・構築物 

・水平地震力は、地震層せん断力係数に、次に示す施設の重要

度分類に応じた係数を乗じ、更に当該層以上の重量を乗じて

算定すること。 

Ｓクラス ３．０、Ｂクラス １．５、Ｃクラス １．０ 

・ （略） 

・ （略） 

5.2.2 機器・配管系 

・耐震重要度分類の各クラスの地震力は、上記 5.2.1 に示す地

震層せん断力係数に施設の重要度分類に応じた係数を乗じ

たものを水平震度とし、当該水平震度及び上記 5.2.1 の鉛直

震度をそれぞれ２０％増しとした震度から求めること。 

・ （略） 

震動は、弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとするこ

と。 

5.1.3 地震応答解析 

（略） 

・ （略） 

・地震応答解析手法の適用性、適用限界等を考慮のうえ、適切

な解析法を選定するとともに、十分な調査に基づく適切な解

析条件を設定すること。 

・ （略） 

5.2 静的地震力 

5.2.1  建物・構築物 

・水平地震力は、地震層せん断力係数に、次に示す施設の重要

度分類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じ

て算定すること。 

Ｓクラス ３．０、Ｂクラス １．５、Ｃクラス １．０ 

・ （略） 

・ （略） 

5.2.2 機器・配管系 

・各耐震クラスの地震力は、上記 5.2.1 に示す地震層せん断力

係数に施設の重要度分類に応じた係数を乗じたものを水平

震度とし、当該水平震度及び上記 5.2.1 の鉛直震度をそれぞ

れ２０％増しとした震度より求めること。 

・ （略） 
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6. 荷重の組合せと許容限界 

（略） 

6.1 建物・構築物 

6.1.1 Ｓクラスの建物・構築物 

(1)基準地震動との組合せと許容限界 

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震

動による地震力との組合せに対して、当該建物・構築物が構

造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）について十

分な余裕を有し、建物・構築物の終局耐力に対し妥当な安全

余裕を有していること。 

(2)弾性設計用地震動との組合せと許容限界 

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と、弾性設

計用地震動による地震力又は静的地震力を組み合わせ、その

結果発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切と認

められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とし、当

該許容限界を超えないこと。 

6.1.2 Ｂクラスの建物・構築物 

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震

力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準

法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応

力度を許容限界とし、当該許容限界を超えないこと。 

6.1.3 Ｃクラスの建物・構築物 

 

6. 荷重の組合せと許容限界 

（略） 

6.1 建物・構築物 

6.1.1 Ｓクラスの建物・構築物 

(1)基準地震動との組合せと許容限界 

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震

動による地震力との組合せに対して、当該建物・構築物が構

造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）について十

分な余裕を有し、建物・構築物の終局耐力に対し妥当な安全

余裕を有していること 

(2)弾性設計用地震動との組合せと許容限界 

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と、弾性設

計用地震動による地震力又は静的地震力を組合せ、その結果

発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切と認めら

れる規格及び基準による許容応力度を許容限界とすること。 

 

6.1.2 Ｂクラスの建物・構築物 

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震

力を組合せに、その結果発生する応力に対して、建築基準法

等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力

度を許容限界とすること 

6.1.3 Ｃクラスの建物・構築物 
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・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震

力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準

法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応

力度を許容限界とし、当該許容限界を超えないこと。 

6.2 機器・配管系 

6.2.1 Ｓクラスの機器・配管系 

(1)基準地震動との組合せと許容限界 

・通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じる

それぞれの荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた

荷重条件に対して、その施設に要求される機能を保持するこ

と。 

・上記により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合で

あっても、その量が微少なレベルにとどまって破断延性限界

に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及

ぼすことがないこと。 

・動的機能等については、基準地震動による応答に対して、そ

の設備に要求される機能を保持すること。例えば、実証試験

等により確認されている機能維持加速度等を許容限界とす

ること。 

(2)弾性設計用地震動との組合せと許容限界 

・通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じる

それぞれの荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的

地震力を組み合わせた荷重条件に対して、応答が全体的にお

・常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震

力を組合せ、その結果発生する応力に対して、建築基準法等

の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度

を許容限界とすること 

6.2 機器・配管系 

6.2.1 Ｓクラスの機器・配管系 

(1)基準地震動との組合せと許容限界 

・通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じる

それぞれの荷重と基準地震動による地震力を組合せた荷重

条件に対して、その施設に要求される機能を保持すること。 

 

・上記により求まる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっ

ても、その量が微少なレベルに留まって破断延性限界に十分

な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼすこ

とがないこと 

・動的機能等については、基準地震動による応答に対して、そ

の設備に要求される機能を保持すること。具体的には、実証

試験等により確認されている機能維持加速度等を許容限界

とすること 

(2)弾性設計用地震動との組合せと許容限界 

・通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じる

それぞれの荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的

地震力を組合せた荷重条件に対して、応答が全体的におおむ
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おむね弾性状態にとどまること。 

6.2.2 Ｂクラスの機器・配管系 

・通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力

を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、応答が全体

的におおむね弾性状態にとどまること。 

6.2.3 Ｃクラスの機器・配管系 

・通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力

を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、応答が全体

的におおむね弾性状態にとどまること。 

6.3 津波防護施設、浸水防止設備等 

6.3.1 Ｓクラスの建物・構築物 

・津波防護機能を有する施設、浸水防止機能を有する設備及び

敷地における津波監視機能を有する設備のうち建物・構築物

は、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基準

地震動による地震力の組合せに対して、当該建物・構築物が

構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）について

十分な余裕を有するとともに、その施設に要求される機能

（津波防護機能、浸水防止機能）を保持すること。 

6.3.2 Ｓクラスの設備 

・津波防護機能を有する施設、浸水防止機能を有する設備及び

敷地における津波監視機能を有する設備のうち設備は、常時

作用している荷重及び運転時に作用する荷重等と基準地震

動による地震力の組合せに対して、その設備に要求される機

ね弾性状態に留まること。 

6.2.2 Ｂクラスの機器・配管系 

・通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力

を組合せ、その結果発生する応力に対して、応答が全体的に

おおむね弾性状態に留まること 

6.2.3 Ｃクラスの機器・配管系 

・通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力

を組合せ、その結果発生する応力に対して、応答が全体的に

おおむね弾性状態に留まること 

6.3 津波防護施設、浸水防止設備等 

6.3.1 Ｓクラスの建物・構築物 

・津波防護機能を有する施設、浸水防止機能を有する設備及び

敷地における津波監視機能を有する設備のうち建物及び構

築物は、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と

基準地震動による地震力の組合せに対して、当該建物・構築

物が構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）につ

いて十分な余裕を有するとともに、その施設に要求される機

能（津波防護機能、浸水防止機能）を保持すること 

6.3.2 Ｓクラスの設備 

・津波防護機能を有する施設、浸水防止機能を有する設備及び

敷地における津波監視機能を有する設備のうち設備は、常時

作用している荷重及び運転時に作用する荷重等と基準地震

動による地震力の組合せに対して、その設備に要求される機
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能（浸水防止機能、津波監視機能）を保持すること。 

6.3.3 地震と津波の組合せ 

・上記 6.3.1 及び 6.3.2 の荷重の組合せに関しては、地震と津

波が同時に作用する可能性について検討し、必要に応じて基

準地震動による地震力と津波による荷重の組合せを考慮す

ること。 

7. 設計における留意事項 

（略） 

7.1 波及的影響 

（略） 

少なくとも、次に示す事項について、耐震重要施設の安全機

能への影響がないことを確認すること。 

・設置地盤、地震応答性状の相違等に起因する相対変位、不等

沈下による影響。 

・耐震重要施設と下位クラスの施設との接続部における相互影

響。 

・建屋内における下位クラスの施設の損傷、転倒、落下等によ

る耐震重要施設への影響。 

・建屋外における下位クラスの施設の損傷、転倒、落下等によ

る耐震重要施設への影響。 

 

Ⅲ． 附則 

この規定は、平成 25 年 7月 8 日より施行する。 

能（浸水防止機能、津波監視機能）を保持すること 

6.3.3 地震と津波の組合せ 

・上記 6.3.1 及び 6.3.2 の荷重の組合せに関しては、地震と津

波が同時に作用する可能性について検討し、必要に応じて基

準地震動による地震力と津波による荷重の組合せを考慮す

ること 

7. 設計における留意事項 

（略） 

7.1 波及的影響 

（略） 

少なくとも、次に示す事項について、耐震重要施設の安全機

能への影響が無いことを確認すること。 

・設置地盤、地震応答性状の相違等に起因する相対変位、不等

沈下による影響 

・耐震重要施設と下位クラスの施設との接続部における相互影

響 

・建屋内における下位クラスの施設の損傷、転倒、落下等によ

る耐震重要施設への影響 

・建屋外における下位クラスの施設の損傷、転倒、落下等によ

る耐震重要施設への影響 

 

Ⅲ． 附則 

この規定は、平成 25 年 7月 8 日より施行する。 
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本ガイドに記載されている手法等以外の手法等であっても、その

妥当性が適切に示された場合には、その手法等を用いることは妨げ

ない。 

 

 

本ガイドに記載されている手法等以外の手法等であっても、その

妥当性が適切に示された場合には、その手法等を用いることは妨げ

ない。 

また、本ガイドは、今後の新たな知見と経験の蓄積に応じて、そ

れらを適切に反映するよう見直していくものとする。 
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別表第５４ 基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

Ⅰ．基準津波 

2.基本方針 

（略） 

また、基準津波は、地震のほか、地すべり、斜面崩壊等地震以

外の要因及びこれらの組合せによるものを複数選定し、不確かさ

を考慮して数値解析を実施し、策定すること。 

 

Ⅰ．基準津波 

2.基本方針 

（略） 

また、基準津波は、地震のほか、地すべり、斜面崩壊等地震以

外の要因、及びこれらの組合せによるものを複数選定し、不確か

さを考慮して数値解析を実施し、策定すること。  

 

3.基準津波の策定 

3.4 津波評価手法及び評価条件 

3.4.2 数値計算等の妥当性の検討 

(1)・(2)  （略） 

(3)数値計算等の妥当性の検討においては、敷地周辺に来襲襲

来したと考えられる既往最大の津波（信頼性のあるデータ

を有するもの）の再現性を用いて確認する。 

 

3.6 基準津波の選定結果の検証 

3.6.1 地質学的証拠及び歴史記録等による確認 

(1)～(3) （略） 

(4)津波の観測記録、古文書等に記された歴史記録、伝承、考

古学的調査の資料等の既存文献等の調査・分析により、敷

地周辺において過去に来襲襲来した可能性のある津波の発

生時期、規模、要因等について、できるだけ過去に遡って

把握できていることを確認する。 

 

3.6.2 行政機関による既往評価との比較 

(1) （略） 

(2)特に南海トラフ地震の津波が来襲する可能性のあるサイト

については、内閣府による南海トラフ巨大地震の津波高推

計との評価条件及び評価結果の比較・分析が行われている

ことを確認する。 

3.基準津波の策定 

3.4 津波評価手法及び評価条件 

3.4.2 数値計算等の妥当性の検討 

(1)・(2) （略） 

(3)数値計算等の妥当性の検討においては、敷地周辺に来襲し

たと考えられる既往最大の津波（信頼性のあるデータを有

するもの）の再現性を用いて確認する。 

 

3.6 基準津波の選定結果の検証 

3.6.1 地質学的証拠及び歴史記録等による確認 

(1)～(3) （略） 

(4)津波の観測記録、古文書等に記された歴史記録、伝承、考

古学的調査の資料等の既存文献等の調査・分析により、敷

地周辺において過去に来襲した可能性のある津波の発生時

期、規模、要因等について、できるだけ過去に遡って把握

できていることを確認する。 

 

3.6.2 行政機関による既往評価との比較 

(1) （略） 

(2)特に南海トラフ地震の津波が襲来する可能性のあるサイト

については、内閣府による南海トラフ巨大地震の津波高推

計との評価条件及び評価結果の比較・分析が行われている

ことを確認する。 
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(3) （略） 

 

(3) （略） 

 

4.超過確率の参照 

4.1 評価方針 

日本原子力学会標準「原子力発電所に対する津波を起因とし

た確率論的リスク評価に関する実施基準：2011」及び東北地方

太平洋沖地震による津波から得られた知見等を踏まえて、確率

論的津波ハザード評価を行い、基準津波の定義位置（3.5.2(1)

において基準津波が定義された位置をいう。以下同じ。）及び

基準津波による水位の評価地点における超過確率が求められ、

その値が参照されていることを確認する。 

 

4.2 津波水位に係る超過確率の評価フロー 

(1)  （略） 

(2)津波ハザード評価に当たっては、概略検討により津波水位

及び超過確率に係る波源別寄与度を把握し、その上で寄与

度の高い波源について詳細検討が行われていることを確認

する。 

(3)津波ハザードの評価を行う地点は、基準津波の定義位置を

基本とするが、津波防護上、重要な施設位置（例えば、取水

ポンプ等）における基準津波による水位の超過確率を参照す

るために、これらの施設位置も対象にしていることを確認す

る。 

4.超過確率の参照 

4.1 評価方針 

日本原子力学会標準「原子力発電所に対する津波を起因とし

た確率論的リスク評価に関する実施基準：2011」及び東北地方

太平洋沖地震による津波から得られた知見等を踏まえて、確率

論的津波ハザード評価を行い、評価地点における基準津波によ

る水位の超過確率が求められていることを確認する。 

 

 

 

4.2 津波水位に係る超過確率の評価フロー 

(1)  （略） 

(2)津波ハザード評価にあたっては、概略検討により津波水位

及び超過頻度に係る波源別寄与度を把握し、その上で寄与

度の高い波源について詳細検討が行われていることを確認

する。 

(3)津波ハザードの評価地点は、基準津波の評価地点を基本と

するが、津波防護上、重要な施設位置（例えば、取水ポン

プ等）における入力津波の水位の超過確率を参照するため

に、これらの施設位置も対象にしていることを確認する。 

 

Ⅱ．耐津波設計方針 

2.基本方針 

2.1 基本方針の概要 

（略） 

これらの要求事項のうち(1)及び(2)については、津波の敷地へ

の流入を基本的に防止するものである。(3)については、津波に対

する防護を多重化するものであり、また、地震・津波の相乗的な

影響や津波以外の溢水要因も考慮した上で安全機能への影響を防

止するものである。なお、(3)は、設計を超える事象（津波が防潮

堤を超え敷地に流入する事象等）に対して一定の耐性を付与する

 

Ⅱ．耐津波設計方針 

2.基本方針 

2.1 基本方針の概要 

（略） 

これらの要求事項のうち(1)及び(2)については、津波の敷地へ

の浸水を基本的に防止するものである。(3)については、津波に対

する防護を多重化するものであり、また、地震・津波の相乗的な

影響や津波以外の溢水要因も考慮した上で安全機能への影響を防

止するものである。なお、(3)は、設計を超える事象（津波が防潮

堤を超え敷地に流入する事象等）に対して一定の耐性を付与する
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ものでもある。 

ここで、(1)においては、敷地への流入を防止するための対策を

施すことも求めており、(2)においては、敷地への流入対策を施し

た上でもなお漏れる水及び設備の構造上、津波による圧力上昇で

漏れる水を合わせて「漏水」と位置付け、漏水による浸水範囲を

限定し、安全機能への影響を防止することを求めている。 

ものでもある。 

ここで、(1)においては、敷地への浸水を防止するための対策を

施すことも求めており、(2)においては、敷地への浸水対策を施し

た上でもなお漏れる水、及び設備の構造上、津波による圧力上昇

で漏れる水を合わせて「漏水」と位置付け、漏水による浸水範囲

を限定し、安全機能への影響を防止することを求めている。 

 
 

基準津波及び耐津波設計方針に

係る 

審査ガイド Ⅱ．耐津波設計方

針 

設置許可基準 

規則 解釈（別記３） 

（略） （略） （略） 

5.1 津波防護施設の設計 
第 二 章  第
五条 

３  五  ③ ,
⑨、六 

（略） （略） （略） 

 

 

 

基準津波及び耐津波設計方針に

係る 

審査ガイド Ⅱ．耐津波設計方

針 

設置許可基準 

規則 解釈（別記３） 

（略） （略） （略） 

5.1 津波防護施設の設計 
第 二 章  第
五条 

３ 五 ③、六 

（略） （略） （略） 

2.2 安全審査範囲及び事項 

設置許可に係る安全審査においては、基本設計段階における審

査として、主に、基本事項、津波防護方針の妥当性について確認

する。施設・設備の設計については、方針、考え方を確認し、そ

の詳細を後段規制（設計及び工事の計画の認可）において確認す

ることとする。津波に対する設計方針に係る安全審査の範囲を表-

１に示す。 

それぞれの審査事項ごとの審査内容は以下のとおりである。 

(1) （略） 

(2)津波防護方針 

・  （略） 

・ 敷地への浸水防止に係る津波防護施設（防潮堤、防潮壁等

）・設備（水密扉、配管等の貫通口の止水対策等）の位置

・仕様又はその考え方・方針を確認する。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

(3) （略） 

2.2 安全審査範囲及び事項 

設置許可に係る安全審査においては、基本設計段階における審

査として、主に、基本事項、津波防護方針の妥当性について確認

する。施設・設備の設計については、方針、考え方を確認し、そ

の詳細を後段規制（設計及び工事の計画の認可）において確認す

ることとする。津波に対する設計方針に係る安全審査の範囲を表-

１に示す。 

それぞれの審査事項ごとの審査内容は以下のとおりである。 

(1) （略） 

(2)津波防護方針 

・  （略） 

・ 敷地への浸水防止に係る津波防護施設（防潮堤、防潮壁等

）・設備（水密扉、配管等の貫通部の止水対策等）の位置

・仕様又はその考え方・方針を確認する。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

(3) （略） 
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なお、耐津波設計に係る審査において、対象となる施設・設備

の意味及び例は以下のとおりである。 

・津波防護施設、浸水防止設備：耐震Sクラス※の施設に対し

て津波による影響が発生することを防止する施設・設備 

例：津波防護施設として、防潮堤、盛土構造物、防潮壁

等。 

浸水防止設備として、水密扉、壁・床の開口部・貫通

口の浸水対策設備（止水板、シール処理）等。 

・津波監視設備：敷地における津波監視機能を有する設備 

例：津波監視設備として、敷地の潮位計及び取水ピット水

位計並びに津波の来襲状況を把握できる屋外監視カメ

ラ等。 

・津波影響軽減施設・設備：津波防護施設、浸水防止設備へ

の影響等、津波による影響を軽減する効果が期待される施

設・設備 

（略） 

表-１ 津波に対する設計方針に係る安全審査の範囲 

（略） 

(2) 津

波 

防護 

（略） （略） （略

） 

（略） 

方針 ② 外 郭 防

護1 

敷地への 

流入経 路・対

策 

 

◎ 経路・ 

  流入経 路・対

策 

◎ 対策の妥当性 

  津波防護施設 ◎ 位置・仕様※４ 

  浸水防止設備※

２ 

○ 設置の方針 

 （略） （略） （略

） 

（略） 

（略） 

 

なお、耐津波設計に係る審査において、対象となる施設・設備

の意味及び例は以下のとおりである。 

・津波防護施設、浸水防止設備：耐震Sクラス※の施設に対し

て津波による影響が発生することを防止する施設・設備 

例：津波防護施設として、防潮堤、盛り土構造物、防潮壁

等。 

浸水防止設備として、水密扉、壁・床の開口部・貫通

部の浸水対策設備（止水板、シール処理）等。 

・津波監視設備：敷地における津波監視機能を有する設備 

例：津波監視設備として、敷地の潮位計及び取水ピット水

位計、並びに津波の襲来状況を把握できる屋外監視カ

メラ等。 

・津波影響軽減施設・設備：津波防護施設、浸水防止設備へ

の波力による影響を軽減する効果が期待される施設・設備 

（略） 

 

表-１ 津波に対する設計方針に係る安全審査の範囲 

（略） 

(2) 津

波 

防護 

（略） （略） （略

） 

（略） 

方針 ② 外 郭 防

護1 

敷地への 

地上からの 

浸水経 路・対

策 

◎ 経路・ 

  流入経 路・対

策 

◎ 対策の妥当性 

  津波防護施設 ◎ 位置・仕様※４ 

  浸水防止設備※

２ 

○ 設置の方針 

 （略） （略） （略

） 

（略） 

（略） 
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※１・※２ （略）  

※３ 施設・設備ごとの具体的な設計方針、検討方針・構造・

強度については、設計及び工事の計画の認可において確

認 

※４ 施設・設備ごとの構造・強度については、設計及び工事

の計画の認可において確認 

 

※１・※２ （略）  

※３ 施設・設備毎の具体的な設計方針、検討方針・構造・強

度については、設計及び工事の計画の認可において確認 

 

※４ 施設・設備の構造・強度については、設計及び工事の計

画の認可において確認 

3.1 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

敷地及び敷地周辺の図面等に基づき、以下を把握する。 

(1)敷地及び敷地周辺の地形、標高並びに河川等の存在 

(2) （略） 

(3)敷地周辺の人工構造物（以下、例示）の位置、形状等 

 

①～⑤ （略） 

3.1 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

敷地及び敷地周辺の図面等に基づき、以下を把握する。 

(1)敷地及び敷地周辺の地形、標高、河川の存在 

(2) （略） 

(3)敷地周辺の人口構造物（以下は例示である。）の位置、形状

等 

①～⑤ （略） 

 

3.2 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

3.2.1 敷地周辺の遡上・浸水域の評価 

【規制基準における要求事項等】 

遡上・浸水域の評価に当たっては、次に示す事項を考慮した遡

上解析を実施して、遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可

能性を検討すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・津波の敷地への浸入角度 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

【確認内容】 

(1)上記の考慮事項に関して、遡上解析（砂移動の評価を含む。

）の手法、データ及び条件を確認する。確認のポイントは以

下のとおり。 

①～⑤ （略） 

(2)敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たっての考慮事項に対す

る確認のポイントは以下のとおり。 

①敷地前面・側面及び敷地周辺の津波の浸入角度及び速度並び

 

3.2 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

3.2.1 敷地周辺の遡上・浸水域の評価 

【規制基準における要求事項等】 

遡上・浸水域の評価に当たっては、次に示す事項を考慮した遡

上解析を実施して、遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可

能性を検討すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・津波の敷地への侵入角度 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

【確認内容】 

(1)上記の考慮事項に関して、遡上解析（砂移動の評価を含む）

の手法、データ及び条件を確認する。確認のポイントは以下

のとおり。 

①～⑤ （略） 

(2)敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たっての考慮事項に対す

る確認のポイントは以下のとおり。 

①敷地前面・側面及び敷地周辺の津波の侵入角度及び速度、並
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にそれらの経時変化が把握されているか。また、敷地周辺の

浸水域の寄せ波・引き波の津波の遡上・流下方向及びそれら

の速度について留意されているか。 

②（略） 

③敷地及び敷地周辺の地形、標高の局所的な変化並びに河川、

水路等の津波の遡上・流下方向に与える影響により、遡上波

の敷地への回り込みの可能性が考えられるか。 

 

びにそれらの経時変化が把握されているか。また、敷地周辺

の浸水域の寄せ波・引き波の津波の遡上・流下方向及びそれ

らの速度について留意されているか。 

②（略） 

③敷地及び敷地周辺の地形、標高の局所的な変化、並びに河

川、水路等が津波の遡上・流下方向に影響を与え、遡上波の

敷地への回り込みの可能性が考えられるか。 

 

3.2.2 地震・津波による地形等の変化に係る評価 

【規制基準における要求事項等】 

次に示す可能性が考えられる場合は、敷地への遡上経路に

及ぼす影響を検討すること。 

・ （略） 

・繰り返し来襲する津波による洗掘・堆積により地形、河

川流路の変化 

【確認内容】 

(1)(3.2.1)の遡上解析結果を踏まえ、遡上及び流下経路上の地

盤並びにその周辺の地盤について、地震による液状化、流動

化（以下「地震による地盤変状」という。）若しくはすべり

又は津波による地形変化若しくは標高変化が考えられる場合

は、遡上波の敷地への到達（回り込みによるものを含む。）

の可能性について確認する。なお、敷地の周辺斜面が、遡上

波の敷地への到達に対して障壁となっている場合は、当該斜

面の地震時及び津波時の健全性について、重要施設の周辺斜

面と同等の信頼性を有する評価を実施する等、特段の留意が

必要である。 

(2)～(4) （略） 

3.2.2 地震・津波による地形等の変化に係る評価 

【規制基準における要求事項等】 

次に示す可能性が考えられる場合は、敷地への遡上経路に

及ぼす影響を検討すること。 

・ （略） 

・繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積により地形、河

川流路の変化 

【確認内容】 

(1)(3.2.1)の遡上解析結果を踏まえ、遡上及び流下経路上の地

盤並びにその周辺の地盤について、地震による液状化、流動

化又はすべり、もしくは津波による地形変化、標高変化が考

えられる場合は、遡上波の敷地への到達（回り込みによるも

のを含む）の可能性について確認する。なお、敷地の周辺斜

面が、遡上波の敷地への到達に対して障壁となっている場合

は、当該斜面の地震時及び津波時の健全性について、重要施

設の周辺斜面と同等の信頼性を有する評価を実施する等、特

段の留意が必要である。 

 

(2)～(4) （略） 

 

3.4 津波防護方針の審査に当たっての考慮事項（水位変動、地殻

変動） 

【規制基準における要求事項等】 

（略）  

地震により陸域の隆起又は沈降が想定される場合、地殻変動に

よる敷地の隆起又は沈降及び強震動に伴う敷地地盤の沈下を考

慮して安全側の評価を実施すること。 

 

3.4 津波防護方針の審査にあたっての考慮事項（水位変動、地殻

変動） 

【規制基準における要求事項等】 

（略）  

地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合、地殻変動

による敷地の隆起または沈降及び、強震動に伴う敷地地盤の沈

下を考慮して安全側の評価を実施すること。 
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【確認内容】 

(1)・(2) （略） 

(3)潮汐以外の要因による潮位変動について、以下の例のように

評価し考慮していることを確認する。 

① （略） 

②高潮要因の発生履歴及びその状況並びに敷地における汀線の

方向等の影響因子を考慮して、高潮の発生可能性とその程度

（ハザード）について検討する。 

③ （略） 

(4)地震により陸域の隆起又は沈降が想定される場合、以下の例

のように地殻変動量を考慮して安全側の評価を実施している

ことを確認する。 

①～③ （略） 

④地殻変動が隆起又は沈降によって、以下の例のように考慮の

考え方が異なることに留意が必要である。 

a) （略） 

b)地殻変動が沈降の場合、上昇側の水位変動に対して安全評

価する際には、対象物の高さから沈降量を減算した後で、

上昇側評価水位と比較する。また、下降側の水位変動に対

して安全評価する際には、沈降しないものと仮定して、対

象物の高さと下降側評価水位を直接比較する。 

⑤ （略） 

⑥広域的な余効変動が継続中である場合は、その傾向を把握

し、津波に対する安全性評価への影響を検討する。 

【確認内容】 

(1)・(2) （略） 

(3)潮汐以外の要因による潮位変動について、以下の例のよう

に評価し考慮していることを確認する。 

① （略） 

②高潮要因の発生履歴及びその状況、並びに敷地における汀

線の方向等の影響因子を考慮して、高潮の発生可能性とその

程度（ハザード）について検討する。 

③ （略） 

(4)地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合、以下

の例のように地殻変動量を考慮して安全側の評価を実施して

いることを確認する。 

①～③ （略） 

④地殻変動が隆起又は沈降によって、以下の例のように考慮の

考え方が異なることに留意が必要である。 

a) （略） 

b)地殻変動が沈降の場合、上昇側の水位変動に対して安全評

価する際には、対象物の高さから沈降量を引算した後で、

上昇側評価水位と比較する。また、下降側の水位変動に対

して安全評価する際には、沈降しないものと仮定して、対

象物の高さと下降側評価水位を直接比較する。 

⑤ （略） 

⑥広域的な余香変動が継続中である場合は、その傾向を把握

し、津波に対する安全性評価への影響を検討する。 

 

4.津波防護方針 

4.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

【規制基準における要求事項等】 

（略） 

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備等として設置さ

れるものの概要が網羅的に明示されていること。 

【確認内容】 

(1) （略）  

(2)敷地の特性に応じた津波防護の概要（外殻防護の位置及び

浸水想定範囲の設定並びに内郭防護の位置及び浸水防護重

 

4.津波防護方針 

4.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

【規制基準における要求事項等】 

（略） 

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備等として設置さ

れるものの概要が網羅かつ明示されていること。 

【確認内容】 

(1) （略）  

(2)敷地の特性に応じた津波防護の概要（外殻防護の位置及び

浸水想定範囲の設定、並びに内郭防護の位置及び浸水防護
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点化範囲の設定等）を確認する。 重点化範囲の設定等）を確認する。 

 

4.2 敷地への流入防止（外郭防護１） 

4.2.1 遡上波の地上部からの到達、流入の防止 

【確認内容】 

(1)敷地に流入する可能性のある経路（遡上経路）の特定 

(3.2.1)における敷地周辺の遡上の状況、浸水域の分布等を

踏まえ、以下を確認する。 

①重要な安全機能を有する設備又はそれを内包する建屋の設置

位置・高さに、基準津波による遡上波が到達しないこと又は

到達しないよう津波防護施設を設置していること。 

② （略） 

(2) （略） 

(3) 津波防護施設における浸水防止設備の設置の方針に関し

て、以下を確認する。 

① （略） 

②止水対策を実施する予定の部位が列記されていること。以

下、例示。 

a)電路及び電線管貫通部並びに電気ボックス等における電線

管内処理 

b) （略） 

 

 

4.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

4.2.1 遡上波の地上部からの到達、流入の防止 

【確認内容】 

(1)敷地への浸水の可能性のある経路（遡上経路）の特定 

(3.2.1)における敷地周辺の遡上の状況、浸水域の分布等を踏

まえ、以下を確認する。 

①重要な安全機能を有する設備又はそれを内包する建屋の設置

位置・高さに、基準津波による遡上波が到達しないこと、ま

たは、到達しないよう津波防護施設を設置していること。 

② （略） 

(2) （略） 

(3)津波防護施設における浸水防止設備の設置の方針に関し

て、以下を確認する。 

① （略） 

②止水対策を実施する予定の部位が列記されていること。以

下、例示。 

a)電路及び電線管貫通部、並びに電気ボックス等における電

線管内処理 

b) （略） 

 

4.2.2 取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止 

【規制基準における要求事項等】 

取水路、放水路等の経路から、重要な安全機能を有する施設

の設置された敷地並びに重要な安全機能を有する設備を内包

する建屋及び区画に津波の流入する可能性について検討した

上で、流入する可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）

を特定すること。 

特定した経路に対して流入防止の対策を施すことにより津波

の流入を防止すること。 

【確認内容】 

(1)・(2) （略） 

(3)特定した流入経路における浸水防止設備の設置の方針に関

して、以下を確認する。 

4.2.2 取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止 

【規制基準における要求事項等】 

取水路、放水路等の経路から、津波が流入する可能性につい

て検討した上で、流入の可能性のある経路（扉、開口部、貫

通部等）を特定すること。 

特定した経路に対して浸水対策を施すことにより津波の流入

を防止すること。 

 

 

【確認内容】 

(1)・(2) （略） 

(3)特定した流入経路における浸水防止設備の設置の方針に関

して、以下を確認する。 
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① （略） 

②浸水防止設備の設置予定の部位が列記されていること。以

下、例示。 

a) （略） 

b)電路及び電線管貫通部並びに電気ボックス等における電線

管内処理 

c)・d) （略） 

① （略） 

②浸水防止設備の設置予定の部位が列記されていること。以

下、例示。 

a) （略） 

b)電路及び電線管貫通部、並びに電気ボックス等における電

線管内処理 

c)・d) （略） 

 

4.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

4.3.1 漏水対策 

【規制基準における要求事項等】 

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施

設や地下部等における漏水の可能性を検討すること。 

漏水が継続することによる浸水の範囲を想定すること。 

当該想定される浸水範囲（以下｢浸水想定範囲｣という。）の

境界において浸水想定範囲外に流出する可能性のある経路

（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それらに対して浸水対

策を施すことにより浸水範囲を限定すること。 

 

【確認内容】 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認する。なお、後段

規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水想定範

囲、流出する可能性のある経路・浸水量及び浸水防止設備の

仕様について、確認する。 

 

4.3.2 安全機能への影響確認 

【確認内容】 

(1)要求事項に適合する影響確認の方針であることを確認する。

なお、後段規制（設計及び工事の計画の認可）においては、

浸水想定範囲、流出する可能性のある経路・浸水量及び浸水

防止設備の仕様をについて、確認する。 

 

4.3.3 排水設備設置の検討 

【規制基準における要求事項等】 

浸水想定範囲における長期間の浸水が想定される場合は、排

 

4.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

4.3.1 漏水対策 

【規制基準における要求事項等】 

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施

設や地下部等における漏水の可能性を検討すること。 

漏水が継続することによる浸水の範囲を想定（以下｢浸水想定

範囲｣という。）すること。 

浸水想定範囲の境界において浸水の可能性のある経路、浸水

口（扉、開口部、貫通口等）を特定すること。 

特定した経路、浸水口に対して浸水対策を施すことにより浸

水範囲を限定すること。 

【確認内容】 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認する。なお、後段

規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水想定範

囲、浸水経路・浸水口・浸水量及び浸水防止設備の仕様につ

いて、確認する。 

 

4.3.2 安全機能への影響確認 

【確認内容】 

(1) 要求事項に適合する影響確認の方針であることを確認する。

なお、後段規制（設計及び工事の計画の認可）においては、

浸水想定範囲、浸水経路・浸水口・浸水量及び浸水防止設備

の仕様をについて、確認する。 

 

4.3.3 排水設備設置の検討 

【規制基準における要求事項等】 

浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合は、排
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水設備を設置すること。 水設備を設置すること。 

 

4.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

4.4.1 浸水防護重点化範囲の設定 

【確認内容】 

(1)重要な安全機能を有する設備等（耐震Sクラスの機器・配管系

）のうち、基本設計段階において位置が明示されているもの

については、それらの設備等を内包する建屋、区画が浸水防

護重点化範囲として設定されていることを確認する。 

(2)基本設計段階において全ての設備等の位置が明示されている

わけではないため、設計及び工事の計画の認可の段階におい

て浸水防護重点化範囲を再確認する必要がある。したがっ

て、基本設計段階において位置が確定していない設備等に対

しては、内包する建屋及び区画単位で浸水防護重点化範囲を

設工認の段階で設定することが方針として明記されているこ

とを確認する。 

 

4.4.2 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

【規制基準における要求事項等】 

地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水範囲、浸

水量を安全側に想定すること。 

浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点化

範囲に流入する可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）

を特定し、それらに対して流入防止の対策を施すこと。 

【確認内容】 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認する。なお、後段

規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水範囲、

浸水量の想定、浸水防護重点化範囲に流入する可能性のある

経路及び浸水防止設備の仕様について、確認する。 

(2)津波の流入を考慮した浸水範囲、浸水量については、地震に

よる溢水の影響も含めて、以下の例のように安全側の想定を

実施する方針であることを確認する。 

①・② （略） 

③循環水系機器・配管損傷による津波浸水量については、入力

津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの来襲襲来が考

 

4.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

4.4.1 浸水防護重点化範囲の設定 

【確認内容】 

(1)重要な安全機能を有する設備等（耐震Sクラスの機器・配管系

）のうち、基本設計段階において位置が明示されているもの

については、それらの設備等を内包する建屋、区画が津波防

護重点範囲として設定されていることを確認する。 

(2)基本設計段階において全ての設備等の位置が明示されている

わけではないため、設計及び工事の計画の認可の段階におい

て津波防護重点化範囲を再確認する必要がある。したがっ

て、基本設計段階において位置が確定していない設備等に対

しては、内包する建屋及び区画単位で津波防護重点化範囲を

設工認の段階で設定することが方針として明記されているこ

とを確認する。 

 

4.4.2 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

【規制基準における要求事項等】 

津波による溢水を考慮した浸水範囲、浸水量を安全側に想定

すること。 

浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点化

範囲への浸水の可能性のある経路、浸水口（扉、開口部、貫

通口等）を特定し、それらに対して浸水対策を施すこと。 

【確認内容】 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認する。なお、後段

規制（設計及び工事の計画の認可）においては、浸水範囲、

浸水量の想定、浸水防護重点化範囲への浸水経路・浸水口及

び浸水防止設備の仕様について、確認する。 

(2)津波による溢水を考慮した浸水範囲、浸水量については、地

震による溢水の影響も含めて、以下の例のように安全側の想

定を実施する方針であることを確認する。 

①・② （略） 

③循環水系機器・配管損傷による津波浸水量については、入力

津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの来襲が考慮さ
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慮されていること。 

④・⑤ （略） 

⑥施設・設備施工上生じうる隙間部等についても留意し、必要

に応じて考慮すること。例えば、津波、屋外施設からの溢

水、地下水等が２つの建屋の外壁間の隙間を経由し、外壁の

配管貫通部等から建屋内へ流入する場合等は浸水量として考

慮する必要がある。 

れていること。 

④・⑤ （略） 

⑥施設・設備施工上生じうる隙間部等についても留意し、必要

に応じて考慮すること。 

 

4.5.2 津波の二次的な影響による非常用海水冷却系の機能保持

確認 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)例えば、以下のような点を踏まえ、海水ポンプの機能を保

持する方針であることを確認する。 

・海水ポンプ吸い込み口位置に浮遊砂が堆積し、吸い込み

口を塞がないよう、浮遊砂の堆積厚に対して、海水ポン

プピット床版の上面から海水ポンプ吸い込み口下端まで

十分な高さがあること。 

・浮遊砂が混入する可能性を考慮し、海水ポンプそのもの

が運転時の砂の混入に対して軸固着しにくいものである

こと。 

(3)基準津波に伴う取水口付近の漂流物については、(3.2.1)の

遡上解析結果における取水口付近を含む敷地前面及び遡上

域の寄せ波・引き波の方向、速度の変化を分析した上で、

漂流物の可能性を検討し、漂流物により取水口が閉塞しな

い仕様の方針であること又は閉塞防止措置を施す方針であ

ることを確認する。なお、取水スクリーンについては、異

物の混入を防止する効果が期待できるが、津波時には破損

して混入防止が機能しないだけでなく、それ自体が漂流物

となる可能性があることに留意する必要がある。漂流物の

可能性の検討の確認に当たっては、(5.4.2)を参照するこ

と。 

 

 

4.5.2 津波の二次的な影響による非常用海水冷却系の機能保持

確認 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)混入した浮遊砂は、取水スクリーン等で除去することが困

難なため、海水ポンプそのものが運転時の砂の混入に対して

軸固着しにくい仕様であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

(3)基準津波に伴う取水口付近の漂流物については、(3.2.1)の

遡上解析結果における取水口付近を含む敷地前面及び遡上域

の寄せ波及び引き波の方向、速度の変化を分析した上で、漂

流物の可能性を検討し、漂流物により取水口が閉塞しない仕

様の方針であること、又は閉塞防止措置を施す方針であるこ

とを確認する。なお、取水スクリーンについては、異物の混

入を防止する効果が期待できるが、津波時には破損して混入

防止が機能しないだけでなく、それ自体が漂流物となる可能

性が有ることに留意する必要がある。 

 

 

 

4.6 津波監視 

 

4.6 津波監視 
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【規制基準における要求事項等】 

敷地への津波の繰り返しの来襲を察知するとともに、来襲襲

来状況を把握し、津波防護施設、浸水防止設備の機能を確実

に確保するために、津波監視設備を設置すること。 

【確認内容】 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認する。また、水

位計、監視カメラ、潮位計等の津波監視設備の種類、設置位

置、計測・監視能力等の仕様、構造及び強度の概要について

確認し、地震発生後及び津波来襲襲来前後においてそれらの

機能を保持する方針であることを確認する。 

【基準における要求事項等】 

敷地への津波の繰り返しの襲来を察知し、津波防護施設、浸

水防止設備の機能を確実に確保するために、津波監視設備を

設置すること。 

【確認内容】 

(1)要求事項に適合する方針であることを確認する。また、設

置の概要として、おおよその位置と監視設備の方式等につい

て把握する。 

 

5. 施設・設備の設計・評価の方針及び条件 

5.1 津波防護施設の設計 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設については、その構造に応じ、波力による浸食

及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定

性を評価し、越流時の耐性等にも配慮した上で、入力津波に

対する津波防護機能が十分に保持できるよう設計すること。 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)設計方針の確認に加え、入力津波に対して津波防護機能が

十分保持できる設計がなされることの見通しを得るため、以

下の項目について、設定の考え方を確認する。確認内容を以

下に例示する。 

①荷重組合せ 

a) （略） 

b)その他自然現象（降雪、風等）による荷重を考慮して設定

すること。 

②荷重の設定 

a)津波による荷重（波圧、衝撃力）の設定に関して、考慮す

る知見（例えば、国交省の暫定指針等）及びそれらの適用

性。 

 なお、津波による荷重（波圧、衝撃力）の適用性につい

て、段波波圧等の衝撃波圧の発生の可能性を踏まえて適切

に設定する方針であること及び津波のサイト特性を踏まえ

 

5. 施設・設備の設計・評価の方針及び条件 

5.1 津波防護施設の設計 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設については、その構造に応じ、波力による侵食

及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定

性を評価し、越流時の耐性にも配慮した上で、入力津波に対

する津波防護機能が十分に保持できるよう設計すること。 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)設計方針の確認に加え、入力津波に対して津波防護機能が

十分保持できる設計がなされることの見通しを得るため、以

下の項目について、設定の考え方を確認する。確認内容を以

下に例示する。 

①荷重組合せ 

a) （略） 

（新設） 

 

②荷重の設定 

a)津波による荷重（波圧、衝撃力）の設定に関して、考慮す

る知見（例えば、国交省の暫定指針等）及びそれらの適用

性。 
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て漂流物の衝突による荷重を適切に設定する方針であるこ

とを確認する。 

b)・c) （略） 

d) c)に掲げるもののほか、津波来襲襲来前に地震荷重が作

用した状態を考慮して設定すること。 

③ （略） 

(3)津波防護施設のうち、防潮ゲート等の外部入力により動作

する機構を有するものの設計について、当該機構の構造、動

作原理等を踏まえ、津波防護機能が損なわれないよう重要安

全施設に求められる信頼性と同等の信頼性を確保する方針で

あることを確認する。例えば、防潮ゲートの閉止機構につい

ては、その構造等を踏まえた上で、多重性又は多様性を確保

する方針であることを確認する。 

 

 

b)・c) （略） 

（新設） 

 

③ （略） 

（新設） 

 

5.2 浸水防止設備の設計 

【規制基準における要求事項等】 

浸水防止設備については、浸水想定範囲等における津波や浸

水による荷重等に対する耐性等を評価し、越流時の耐性等に

も配慮した上で、入力津波に対して浸水防止機能が十分に保

持できるよう設計すること。 

 

5.2 浸水防止設備の設計 

【規制基準における要求事項等】 

浸水防止設備については、浸水想定範囲における浸水時及び

冠水後の波圧等に対する耐性等を評価し、越流時の耐性にも

配慮した上で、入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持

できるよう設計すること。 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)浸水防止設備のうち水密扉等、後段規制において強度の確認

を要する設備については、設計方針の確認に加え、入力津波

に対して浸水防止機能が十分保持できる設計がなされること

の見通しを得るため、津波防護施設と同様に、荷重組合せ、

荷重の設定及び許容限界（当該構造物全体の変形能力に対し

て十分な余裕を有し、かつ、浸水防止機能を保持すること）

の項目についての考え方を確認する。 

(3)浸水防止設備のうち床・壁貫通部の止水対策等、後段規制に

おいて仕様（施工方法を含む。）の確認を要する設備につい

ては、荷重の設定と荷重に対する性能確保についての方針を

確認する。 

 

5.3 津波監視設備の設計 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)浸水防止設備のうち水密扉等、後段規制において強度の確認

を要する設備については、設計方針の確認に加え、入力津波

に対して浸水防止機能が十分保持できる設計がなされること

の見通しを得るため、津波防護施設と同様に、荷重組合せ、

荷重の設定及び許容限界（当該構造物全体の変形能力に対し

て十分な余裕を有し、かつ浸水防止機能を保持すること）の

項目についての考え方を確認する。 

(3)浸水防止設備のうち床・壁貫通部の止水対策等、後段規制に

おいて仕様（施工方法を含む）の確認を要する設備について

は、荷重の設定と荷重に対する性能確保についての方針を確

認する。 

 

5.3 津波監視設備の設計 
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【確認内容】 

(1)(3.2.1)の遡上解析結果に基づき、津波影響を受けにくい

位置及び津波影響を受けにくい建屋・区画・囲い等の内部

に設置されることを確認する。 

(2) （略） 

 

【確認内容】 

(1)(3.2.1)の遡上解析結果に基づき、津波影響を受けにくい

位置、及び津波影響を受けにくい建屋・区画・囲い等の内

部に設置されることを確認する。 

(2) （略） 

5.4 施設・設備等の設計・評価に係る検討事項 

5.4.1 津波防護施設、浸水防止設備等の設計における検討事項 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設、浸水防止設備の設計及び漂流物に係る措置に

当たっては、次に示す方針（津波荷重の設定、余震荷重の考

慮、津波の繰り返し作用の考慮）を満足すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・入力津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの来襲に

よる作用が津波防護機能、浸水防止機能へ及ぼす影響につい

て検討すること。 

【確認内容】 

 (1)津波荷重の設定、余震荷重の考慮、津波の繰り返し作用の

考慮のそれぞれについて、要求事項に適合する方針である

ことを確認する。以下に具体的な方針を例示する。 

① （略） 

上記b)の不確かさの考慮に当たっては、例えば抽出した

不確かさの要因によるパラメータスタディ等により、荷

重設定に考慮する余裕の程度を検討する方針であるこ

と。 

② （略） 

③津波の繰り返し作用の考慮については、各施設・設備の

入力津波に対する許容限界が当該構造物全体の変形能力

（終局耐力時の変形）に対して十分な余裕を有し、か

つ、津波防護機能・浸水防止機能を保持するとして設定

されていれば、津波の繰り返し作用による直接的な影響

はないものとみなせるが、漏水、二次的影響（砂移動、

漂流物等）による累積的な作用又は経時的な変化が考え

5.4 施設・設備等の設計・評価に係る検討事項 

5.4.1 津波防護施設、浸水防止設備等の設計における検討事項 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設、浸水防止設備の設計及び漂流物に係る措置に

当たっては、次に示す方針（津波荷重の設定、余震荷重の考

慮、津波の繰り返し作用の考慮）を満足すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・入力津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの襲来に

よる作用が津波防護機能、浸水防止機能へ及ぼす影響につい

て検討すること。 

【確認内容】 

 (1)津波荷重の設定、余震荷重の考慮、津波の繰り返し作用の

考慮のそれぞれについて、要求事項に適合する方針である

ことを確認する。以下に具体的な方針を例示する。 

① （略） 

上記b)の不確かさの考慮に当たっては、例えば抽出した

不確かさの要因によるパラメータスタディ等により、荷

重設置に考慮する余裕の程度を検討する方針であるこ

と。 

② （略） 

③津波の繰り返し作用の考慮については、各施設・設備の入

力津波に対する許容限界が当該構造物全体の変形能力

（終局耐力時の変形）に対して十分な余裕を有し、かつ

津波防護機能・浸水防止機能を保持するとして設定され

ていれば、津波の繰り返し作用による直接的な影響は無

いものとみなせるが、漏水、二次的影響（砂移動、漂流

物等）による累積的な作用又は経時的な変化が考えられ
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られる場合は、時刻歴波形に基づいた、安全性を有する

検討方針であること。 

る場合は、時刻歴波形に基づいた、安全性を有する検討

方針であること。 

 

5.4.2 漂流物による波及的影響の検討 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・

構築物、設置物等が破損又は損壊した後に漂流する可能性に

ついて検討すること。 

上記の検討の結果、漂流物の可能性がある場合には、防潮堤

等の津波防護施設、浸水防止設備に波及的影響を及ぼさない

よう、漂流防止措置又は津波防護施設・設備への影響防止措

置を施すこと。 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)設計方針の確認に加え、入力津波に対して津波防護機能

が十分保持できる設計がなされることの見通しを得るた

め、以下の例のような具体的な方針を確認する。 

①敷地周辺の遡上解析結果等を踏まえて、敷地周辺の陸域

の建物・構築物及び海域の設置物等を網羅的に調査した

上で、敷地への津波の来襲経路及び遡上経路並びに津波

防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において発生す

る可能性のある漂流物を特定する方針であること。な

お、漂流物の特定に当たっては、地震による損傷が漂流

物の発生可能性を高めることを考慮する方針であるこ

と。また、敷地港湾及び敷地前面海域において航行、停

泊、係留される船舶がある場合は、津波の特性、地形、

設置物の配置、船舶の退避行動等を考慮の上、漂流物と

なる可能性について検討していること。 

② （略） 

 

5.4.2 漂流物による波及的影響の検討 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・

構築物、設置物等が破損、倒壊、漂流する可能性について検

討すること。 

上記の検討の結果、漂流物の可能性がある場合には、防潮堤

等の津波防護施設、浸水防止設備に波及的影響を及ぼさない

よう、漂流防止装置または津波防護施設・設備への影響防止

措置を施すこと。 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)設計方針の確認に加え、入力津波に対して津波防護機能

が十分保持できる設計がなされることの見通しを得るた

め、以下の例のような具体的な方針を確認する。 

①敷地周辺の遡上解析結果等を踏まえて、敷地周辺の陸域

の建物・構築物及び海域の設置物等を網羅的に調査した

上で、敷地への津波の襲来経路及び遡上経路並びに津波

防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において発生す

る可能性のある漂流物を特定する方針であること。な

お、漂流物の特定に当たっては、地震による損傷が漂流

物の発生可能性を高めることを考慮する方針であるこ

と。 

 

 

 

② （略） 

 

5.4.3 津波影響軽減施設・設備の扱い 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設・設備の設計において津波影響軽減施設・設備

の効果を期待する場合、津波影響軽減施設・設備は、基準津

波に対して津波による影響の軽減機能が保持されるよう設計

 

5.4.3 津波影響軽減施設・設備の扱い 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設・設備の設計において津波影響軽減施設・設備

の効果を期待する場合、津波影響軽減施設・設備は、基準津

波に対して津波による影響の軽減機能が保持されるよう設計
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すること。 

津波影響軽減施設・設備は、次に示す事項を考慮すること。 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・津波の繰り返し来襲による作用が津波影響軽減機能に及ぼ

す影響 

 

すること。 

津波影響軽減施設・設備は、次に示す事項を考慮すること。 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・（略） 

・津波の繰り返し襲来による作用が津波影響軽減機能に及ぼ

す影響 

 

Ⅲ. 附則 

 この規定は、平成２５年７月８日より施行する。 

本ガイドに記載されている手法等以外の手法等であっても、そ

の妥当性が適切に示された場合には、その手法等を用いることは

妨げない。 

Ⅲ. 附則 

 この規定は、平成２５年７月８日より施行する。 

本ガイドに記載されている手法等以外の手法等であっても、そ

の妥当性が適切に示された場合には、その手法等を用いることは

妨げない。 

 また、本ガイドは、今後の新たな知見と経験の蓄積に応じて、

それらを適切に反映するよう見直していくものとする。 
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別表第６５ 耐震設計に係る工認審査ガイド 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

 

1. 総則 

1.1・1.2 （略）  

 

1.3 本ガイドの適用に当たっての留意事項 

① 本ガイドにおいて使用する用語は、④に規定するもののほ

か、規制基準において使用する用語の例による。 

② 本ガイドは、建物・構築物は原則として剛構造としている

こと及び重要な建物・構築物は地震力に対し十分な支持性能

を有する地盤に支持されていることを耐震設計の前提条件と

している発電用原子炉施設に適用する。 

③ （略） 

④ 本ガイドにおいて「土木構造物」とは、規制基準における

建物・構築物のうちの屋外重要土木構造物及びその他の土木

構造物をいう。ここで、屋外重要土木構造物とは、耐震安全

上重要な機器・配管系の間接支持機能又は非常時における海

水の通水機能を求められる土木構造物であり、非常用取水設

備に関連する海水ポンプ基礎、海水管ダクト等を対象とす

る。その他の土木構造物としては、復水器冷却水取放水設

備、タンク基礎、電気・機器・配管基礎等を対象とする。 

また、本ガイドにおいて「建物・構築物」とは、規制基準

における建物・構築物のうち、本ガイドにおける「土木構造

物」を除いたものをいう。 

 

 

 

 

⑤ 本ガイドにおいては、総括的な事項については「2. 共通

基本事項」に、建物・構築物、機器・配管系及び土木構造物

並びに津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備に係る

具体的事項については、それぞれ「3. 建物・構築物に関す

 

1. 総則 

1.1・1.2 （略）  

 

1.3 本ガイドの適用に当たっての留意事項 

① 本ガイドにおいて使用する用語は、規制基準において使用

する用語の例による。 

② 本ガイドは、建物・構築物は原則として剛構造としている

こと、及び重要な建物・構築物は地震力に対し十分な支持性

能を有する地盤に支持されていることを耐震設計の前提条件

としている発電用原子力施設に適用する。 

③ （略） 

④ 本ガイドにおいて「土木構造物」とは、規制基準における

建物・構築物のうちの屋外重要土木構造物及びその他の土木

構造物をいう。ここで、屋外重要土木構造物とは、耐震安全

上重要な機器・配管系の間接支持機能、もしくは非常時にお

ける海水の通水機能を求められる土木構造物であり、非常用

取水設備に関連する海水ポンプ基礎、海水管ダクト等を対象

とする。その他の土木構造物としては、復水器冷却水取放水

設備、タンク基礎、電気・機器・配管基礎等を対象とする。 

また、本ガイドにおいて「建物・構築物」とは、規制基準

における建物・構築物のうち、本ガイドにおける「土木構造

物」を除いたものをいう。 

また、本ガイドにおいて「津波防護施設」及び「浸水防止

設備」とは、Ｓクラスの施設に対して津波による影響が発生

することを防止する施設・設備をいい、「津波監視設備」と

は、敷地における津波監視機能を有する設備をいう。 

⑤ 本ガイドにおいては、総括的な事項については「2. 共通

基本事項」に、建物・構築物、機器・配管系及び土木構造

物、並びに津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備に

係る具体的事項については、それぞれ「3. 建物・構築物に
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る事項」、「4. 機器・配管系に関する事項」、「5. 土木構

造物に関する事項」及び「6. 津波防護施設、浸水防止設備

及び津波監視設備に関する事項」に示す。 

⑥ 本ガイドにおいては、ガイド作成時点で適用実績のある耐

震設計に関わる規格及び基準の規定並びに既往の研究成果等

（以下「規格及び基準等」という。）について適用可能なも

のを示した。なお、耐震設計に関わる新たな規格及び基準

等、並びに新たな知見に常に注視し、審査においてそれらを

必要に応じて速やかに考慮することとする。 

⑦・⑧ （略） 

⑨ 上記⑦の指針又は⑧の規格及び基準等における規定のう

ち、規制基準に対応し適用可能なものについては、規制基準

で定めた用語に読み替えて、また、規制基準の要求事項に留

意して使用することとする。 

 各項において「規制基準の要求事項に留意」として記載し

ている箇所があるが、「規制基準の要求事項」として主に関

連する事項及び規制基準の作成において規定を追加または強

化した内容（「・」の記載内容）は以下のとおりである。

（）内は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造

及び設備の基準に関する規則の解釈（別記２）における条項

を示している。 

a)耐震重要度分類（第４条第２項） 

・津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備の追加 

b)  （略） 

c)上記b)に適用する地震力の算定方法（第４条第４項） 

・水平２方向及び鉛直方向の地震力の適切な組合せの考

慮 

d)耐震重要施設の耐震設計（第４条第６項） 

・津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備の耐震

設計方針 

e)  （略） 

f)上記d)に適用する地震力の算定方法（第４条第７項） 

・水平２方向及び鉛直方向の地震力の適切な組合せの考

慮 

⑩・⑪ （略） 

関する事項」、「4. 機器・配管系に関する事項」、「5. 土

木構造物に関する事項」及び「6. 津波防護施設、浸水防止

設備及び津波監視設備に関する事項」に示す。 

⑥ 本ガイドにおいては、ガイド作成時点で適用実績のある耐

震設計に関わる規格及び基準の規定、並びに既往の研究成果

等（以下「規格及び基準等」という。）について適用可能な

ものを示した。なお、耐震設計に関わる新たな規格及び基準

等、並びに新たな知見に常に注視し、審査においてそれらを

必要に応じて速やかに考慮することとする。 

⑦・⑧ （略） 

⑨ 上記⑦の指針又は⑧の規格及び基準等における規定のう

ち、規制基準に対応し適用可能なものについては、規制基準

で定めた用語に読み替えて、また、規制基準の要求事項に留

意して使用することとする。 

 各項において「規制基準の要求事項に留意」として記載し

ている箇所があるが、「規制基準の要求事項」として主に関

連する事項及び規制基準の作成において規定を追加または強

化した内容（「・」の記載内容）は以下のとおりである。

（）内は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造

及び設備の基準に関する規則の解釈（別記３）における条項

を示している。 

a)耐震重要度分類（第４条第２項） 

・津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備を追加 

b)  （略） 

c)上記b)に適用する地震力の算定方法（第４条第４項） 

・水平２方向及び鉛直方向の地震力の適切な組合せを考

慮 

d)耐震重要施設の耐震設計（第４条第６項） 

・津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備の耐震設

計方針 

e)  （略） 

f)上記d)に適用する地震力の算定方法（第４条第７項） 

・水平２方向及び鉛直方向の地震力の適切な組合せを考

慮 

⑩・⑪ （略） 
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2. 共通基本事項 

2.1 耐震設計の基本方針 

【審査における確認事項】 

原子炉施設の耐震設計の基本方針としては、施設の耐震設計上の

重要度を、地震により発生する可能性のある安全機能の喪失及びそ

れに続く環境への放射線による影響を防止する観点並びにこれらの

影響の大きさから、Ｓクラス、Ｂクラス及びＣクラスの施設に分類

し、次の①から⑤までに掲げるとおり、それぞれの耐震設計上の重

要度分類に応じた耐震設計を行っていることを確認する。 

① Ｓクラスの各施設は、基準地震動Ssによる地震力に対してその

安全機能が保持できるように耐震設計していること（※１）。ま

た、弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力のいずれか

大きい方の地震力におおむね弾性状態にとどまる範囲で耐える

（以下「耐える」という。）ように耐震設計していること（※２

）。 

※１・※２ （略） 

②～④ （略） 

⑤ Ｓクラス、Ｂクラス及びＣクラスの各施設は、耐震設計上の重

要度分類に応じた設計荷重に対して十分な支持性能を有する地盤

に設置されていること（※４）。 

※４ （略） 

 

【確認内容】 

耐震設計の基本方針については以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 上記④の耐震設計を実施するに当たって、少なくとも次

に示す事項について、上位クラスに属するものの安全機能

への影響がないこと、また、影響評価に関して、敷地全体

を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及び影

響評価の結果が妥当であること並びに、影響評価に当たっ

て、上位クラスに属するものの設計に用いる地震動又は地

震力を適用し、下位クラスに属するものの発生値が、上位

クラスに属するものに波及的影響を与えない状態に収まる

ことを妥当な技術的検討により示されていること。 

 

2. 共通基本事項 

2.1 耐震設計の基本方針 

【審査における確認事項】 

原子炉施設の耐震設計の基本方針としては、施設の耐震設計上の

重要度を、地震により発生する可能性のある安全機能の喪失及びそ

れに続く環境への放射線による影響を防止する観点、並びにこれら

の影響の大きさから、Ｓクラス、Ｂクラス、Ｃクラスの施設に分類

し、次の①から⑤までに掲げるとおり、それぞれの耐震設計上の重

要度分類に応じた耐震設計を行っていることを確認する。 

① Ｓクラスの各施設は、基準地震動Ssによる地震力に対してその

安全機能が保持できるように耐震設計していること（※１）。ま

た、弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力のいずれか

大きい方の地震力におおむね弾性状態に留まる範囲で耐える（以

下「耐える」という。）ように耐震設計していること（※２）。 

 

※１・※２  （略） 

②～④ （略） 

⑤ Ｓクラス、Ｂクラス、Ｃクラスの各施設は、耐震設計上の重要

度分類に応じた設計荷重に対して十分な支持性能を有する地盤に

設置されていること（※４）。 

※４ （略） 

 

【確認内容】 

耐震設計の基本方針については以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 上記④の耐震設計を実施するに当たって、少なくとも次

に示す事項について、上位の分類に属するものの安全機能

への影響が無いこと、また、影響評価に関して、敷地全体

を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及び影

響評価の結果が妥当であること、並びに、影響評価に当た

って、上位の分類に属するものの設計に用いる地震動又は

地震力を適用し、下位の分類に属するものの発生値が、上

位の分類に属するものに波及的影響を与えない状態に収ま

ることを妥当な技術的検討にて示されていること。 
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ⅰ）～ⅳ） （略） ⅰ）～ⅳ） （略） 

 

2.2 耐震設計上の重要度分類 

【審査における確認事項】 

耐震設計上の重要度分類については以下を確認する。 

(1) 施設の耐震設計上の重要度を、地震により発生する可能

性のある安全機能の喪失及びそれに続く環境への放射線によ

る影響を防止する観点並びにこれらの影響の大きさから、規

制基準にのっとり施設の機能に応じて適切に分類している

こと。 

(2) （略） 

 

【確認内容】 （略） 

 

 

2.2 耐震設計上の重要度分類 

【審査における確認事項】 

耐震設計上の重要度分類については以下を確認する。 

(1) 施設の耐震設計上の重要度を、地震により発生する可能

性のある安全機能の喪失及びそれに続く環境への放射線によ

る影響を防止する観点、並びにこれらの影響の大きさから、

規制基準に則り施設の機能に応じて適切に分類しているこ

と。 

(2) （略） 

 

【確認内容】 （略） 

 

2.3 設計用地震力の算定 

【審査における確認事項】 

施設の耐震設計に用いる地震力（以下「設計用地震力」という。

）は、次に掲げるとおり、施設の耐震設計上の重要度分類に応じて

算定していることを確認する。 

(1) Ｓクラスの施設に対する基準地震動Ssによる地震力は、基準地

震動Ssを用いて、水平２方向及び鉛直方向について適切に算定し

ていること。 

(2) Ｓクラスの施設に対する弾性設計用地震動Sdによる地震力は、

弾性設計用地震動Sdを用いて水平２方向及び鉛直方向について適

切に算定していること。弾性設計用地震動Sdは、基準地震動Ssに

基づき、工学的判断により設定していること。  

(3)・(4) （略） 

(5) Ｓクラスの建物・構築物の静的地震力のうち、鉛直地震力につ

いては、震度0.3以上を基準とし、建物・構築物の振動特性、地

盤の種類等を考慮して求めた鉛直震度から算定していること。た

だし、鉛直震度は高さ方向に一定としていること。 

(6) 各耐震クラスの機器・配管系の静的地震力については、建物・

構築物で算定した地震層せん断力係数に施設の耐震クラスに応じ

た係数を乗じたものを震度とみなし、その値を２０％増しとして

算定していること。 

2.3 設計用地震力の算定 

【審査における確認事項】 

施設の耐震設計に用いる地震力（以下「設計用地震力」という。

）は、次に掲げるとおり、施設の耐震設計上の重要度分類に応じて

算定していることを確認する。 

(1) Ｓクラスの施設に対する、基準地震動Ssによる地震力は、基準

地震動Ssを用いて、水平２方向及び鉛直方向について適切に算定

していること。 

(2) Ｓクラスの施設に対する、弾性設計用地震動Sdによる地震力

は、弾性設計用地震動Sdを用いて水平２方向及び鉛直方向につい

て適切に算定していること。弾性設計用地震動Sdは、基準地震動

Ssに基づき、工学的判断により設定していること。  

(3)・(4) （略） 

(5) Ｓクラスの建物・構築物の静的地震力のうち、鉛直地震力につ

いては、震度0.3以上を基準とし、建物・構築物の振動特性、地

盤の種類等を考慮して求めた鉛直震度より算定していること。た

だし、鉛直震度は高さ方向に一定としていること。 

(6) 各耐震クラスの機器・配管系の静的地震力については、建物・

構築物で算定した地震層せん断力係数に施設の耐震クラスに応じ

た係数を乗じたものを震度と見なし、その値を２０％増しとして

算定していること。 
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【確認内容】 

設計用地震力の算定については以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 間接支持構造物及び波及的影響を検討すべき設備につい

ては、それぞれに関連する主要設備、補助設備又は直接支

持構造物の耐震設計に適用する地震動による地震力に対し

て安全上支障がないことを確認していること。特にＳクラ

スの設備に係る間接支持構造物及び波及的影響を検討すべ

き設備に適用する地震動は、JEAG4601の規定について基本

的に昭和５６年設計審査指針による基準地震動S2、S1の双

方を基準地震動Ssと読み替え、規制基準の要求事項に留意

して準用していること。 

(3) 基準地震動Ssによる地震力及び弾性設計用地震動Sdによ

る地震力については、水平２方向及び鉛直方向について適

切に算定していることとしているが、施設の構造、応答性

状に応じた応答解析手法及び解析条件を考慮して非安全側

にならない組合せを用いて算定していること。なお、上記

(2)のＳクラスの設備に係る間接支持構造物、波及的影響

を検討すべき設備及び共振のおそれのあるＢクラスの施設

についても、検討に用いる地震力において、基準地震動Ss

又は弾性設計用地震動Sdによる地震力の算定の考え方に準

じて適切に実施していること。 

(4) 具体的な地震力は、以下によること。 

① 建物・構築物 

（略） 

注１：Ｋh(3.0Cｉ)は、3.0Cｉから定まる建物・構築物の水平地

震力。 

注２：Ｋv(1.0CV)は、1.0CVから定まる建物・構築物の鉛直地震

力。 

注３～注８ （略） 

注９：Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物において、建築基

準法上の規定により動的地震力による検討が要求されてい

る場合にあっては、これによる地震力を考慮する。 

 

 

【確認内容】 

設計用地震力の算定については以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 間接支持構造物、波及的影響を検討すべき設備について

は、それぞれに関連する主要設備、補助設備又は直接支持

構造物の耐震設計に適用する地震動による地震力に対して

安全上支障が無いことを確認していること。特にＳクラス

の設備に係る間接支持構造物、波及的影響を検討すべき設

備に適用する地震動は、JEAG4601の規定について基本的に

昭和５６年設計審査指針による基準地震動S2、S1の双方を

基準地震動Ssと読み替え、規制基準の要求事項に留意して

準用していること。 

(3) 基準地震動Ssによる地震力及び弾性設計用地震動Sdによ

る地震力については、水平２方向及び鉛直方向について適

切に算定していることとしているが、施設の構造、応答性

状に応じた応答解析手法、解析条件を考慮して非安全側に

ならない組合せを用いて算定していること。なお、上記

(2)のＳクラスの設備に係る間接支持構造物、波及的影響

を検討すべき設備、及び共振のおそれのあるＢクラスの施

設についても、検討に用いる地震力において、基準地震動

Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力の算定の考え

方に準じて適切に実施していること。 

(4) 具体的な地震力は、以下によること。 

① 建物・構築物 

（略） 

注１：Ｋh(3.0Cｉ)は、3.0Cｉより定まる建物・構築物の水平地

震力。 

注２：Ｋv(1.0CV)は、1.0CVより定まる建物・構築物の鉛直地震

力。 

注３～注８ （略） 

注９：Ｂクラス・Ｃクラスの建物・構築物において、建築基準

法上の規定により動的地震力による検討が要求されている

場合にあっては、これによる地震力を考慮する。 
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② 機器・配管系 

（略） 

注１：Ｋh(3.6Cｉ)は、3.6Cｉから定まる機器・配管系の水平地

震力。 

注２：Ｋv(1.2CV)は、1.2CVから定まる機器・配管系の鉛直地震

力。 

注３～注８ （略） 

 

③ （略） 

② 機器・配管系 

（略） 

注１：Ｋh(3.6Cｉ)は、3.6Cｉより定まる機器・配管系の水平地

震力。 

注２：Ｋv(1.2CV)は、1.2CVより定まる機器・配管系の鉛直地震

力。 

注３～注８ （略） 

 

③ （略） 

 

3. 建物・構築物に関する事項 

3.1 （略） 

 

3. 建物・構築物に関する事項 

3.1 （略） 

 

3. 2 荷重及び荷重の組合せ 

【確認内容】 

荷重及び荷重の組合せについては以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 荷重の組合せ 

① Ｓクラスの建物・構築物について、基準地震動Ssによる

地震力に対し安全機能が保持できるように耐震設計する際

及び弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力のい

ずれか大きい方に対して耐えるように耐震設計する際は、

規制基準の要求事項に留意して、JEAG4601の規定を参考

に、地震力と上記(1)の荷重とを組み合わせていること。 

 

② （略） 

 

3. 2 荷重及び荷重の組合せ 

【確認内容】 

荷重及び荷重の組合せについては以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 荷重の組合せ 

① Ｓクラスの建物・構築物について、基準地震動Ssによる

地震力に対し安全機能が保持できるように耐震設計する

際、及び弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力

のいずれか大きい方に対して耐えるように耐震設計する際

は、規制基準の要求事項に留意して、JEAG4601の規定を参

考に、地震力と上記(1)の荷重とを組み合わせているこ

と。 

② （略） 

 

3.3 許容限界 

【審査における確認事項】 

許容限界については以下を確認する。 

(1)～(3) （略） 

(4) Ｓクラスの建物・構築物のうち、津波防護施設、浸水防

止設備、津波監視設備等が設置されたものについては、規

制基準等の要求事項に基づき耐津波性に係る許容限界を設

定していること。 

 

3.3 許容限界 

【審査における確認事項】 

許容限界については以下を確認する。 

(1)～(3) （略） 

(4) Ｓクラスの建物・構築物のうち、津波防護施設、並びに

浸水防止設備及び津波監視設備等が設置されたものについ

ては、規制基準等の要求事項に基づき耐津波性に係る許容

限界を設定していること。 
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【確認内容】 （略） 

 

【確認内容】 （略） 

 

3.4 地震応答解析 

3.4.1 地震応答解析手法及び地震応答解析モデル 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

地震応答解析手法及び地震応答解析モデルについては以下

を確認する。 

(1) 地震応答解析手法 

①・② （略） 

③ 地震応答解析手法の設定に当たっては、手法の適用

性、適用限界等を考慮の上、適切な手法を選定するこ

と。ここで、地震応答解析手法及び地震応答解析モデル

の妥当性の検討においては、地震観測記録や精緻・詳細

な解析に基づく検討結果等に基づいて妥当性の検討及び

評価を行っていること。 

(2)・(3)  （略） 

 

3.4 地震応答解析 

3.4.1 地震応答解析手法及び地震応答解析モデル 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

地震応答解析手法及び地震応答解析モデルについては以下

を確認する。 

(1) 地震応答解析手法 

①・② （略） 

③ 地震応答解析手法の設定に当たっては、手法の適用

性、適用限界等を考慮のうえ、適切な手法を選定するこ

と。ここで、地震応答解析手法及び地震応答解析モデル

の妥当性の検討においては、地震観測記録や精緻・詳細

な解析に基づく検討結果等に基づいて妥当性の検討及び

評価を行っていること。 

(2)・(3)  （略） 

 

3.4.2 （略） 

 

3.4.2 （略） 

 

3.5 （略） 

 

3.5 （略） 

 

3.6 基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計 

【審査における確認事項】 

基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計については以

下を確認する。 

(1) （略） 

(2) Ｓクラスの建物・構築物のうち、津波防護施設、浸水防

止設備及び津波監視設備等が設置された建物・構築物につ

いては、上記(1)に加えて、基準地震動Ssによる地震力と

地震力以外の荷重の組合せに対して、それぞれの施設、設

備に要求される津波防護機能、浸水防止機能及び津波監視

 

3.6 基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計 

【審査における確認事項】 

基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計については以

下を確認する。 

(1) （略） 

(2) Ｓクラスの建物・構築物のうち、津波防護施設、並びに

浸水防止設備及び津波監視設備等が設置された建物・構築

物については、上記(1)に加えて、基準地震動Ssによる地

震力と地震力以外の荷重の組合せに対して、それぞれの施

設、設備に要求される津波防護機能、浸水防止機能及び津
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機能を保持すること。 

(3) （略） 

 

【確認内容】 

基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計については以

下を確認する。 

(1) 「構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）に

ついて十分な余裕を有する」及び「建物・構築物の終局耐

力に対し妥当な安全余裕を有する」とは、以下によるこ

と。 

  （略） 

鉄筋コンクリート造の原子炉格納容器及び原子炉格納

容器に連続する基礎スラブ並びに使用済燃料プール（ピ

ット）について、基準地震動Ssによる地震力と「3. 建

物・構築物に関する事項 3.2 荷重及び荷重の組合せ」

に示す地震力以外の荷重を組み合わせ、その結果発生す

る応力が発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉

格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）の規定を参

考に設定されている許容限界を超えていないこと。 

(2) Ｓクラスの建物・構築物のうち、津波防護施設の鉄筋コ

ンクリート造の耐震壁（例えば防潮壁、止水壁等）、浸水

防止設備及び津波監視設備が設置された建物・構築物の鉄

筋コンクリート造の耐震壁について、「津波防護機能、浸

水防止機能及び津波監視機能を保持する」とは、基準地震

動 Ss による地震力と「3. 建物・構築物に関する事項 

3.2 荷重及び荷重の組合せ」に示す地震力以外の荷重を

組み合わせ、その結果発生する応力が、既往の研究等にお

いて試験・解析等により妥当性が確認された許容値を超え

ていないこと。 

(3) Ｓクラス以外の建物・構築物の一部であって、Ｓクラス

の機器・配管系の間接支持機能又は波及的影響を防止する

機能が要求される部位の構造部材については、基準地震動

Ss による地震力により発生する応力が、JEAG4601 の規

波監視機能を保持すること。 

(3) （略） 

 

【確認内容】 

基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計については以

下を確認する。 

(1) 「構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）に

ついて十分な余裕を有する」、「建物・構築物の終局耐力

に対し妥当な安全余裕を有する」とは、以下によること。 

  

（略） 

鉄筋コンクリート造の原子炉格納容器及び原子炉格納

容器に連続する基礎スラブ、並びに使用済燃料プール

（ピット）について、基準地震動Ssによる地震力と「3. 

建物・構築物に関する事項 3.2 荷重及び荷重の組合せ

」に示す地震力以外の荷重を組み合わせ、その結果発生

する応力が発電用原子力設備規格 コンクリート製原子

炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）の規定を

参考に設定されている許容限界を超えていないこと。 

(2) Ｓクラスの建物・構築物のうち、津波防護施設の鉄筋コ

ンクリート造の耐震壁（例えば防潮壁、止水壁等）、並び

に浸水防止設備及び津波監視設備が設置された建物・構築

物の鉄筋コンクリート造の耐震壁について、「津波防護機

能、浸水防止機能及び津波監視機能を保持する」とは、基

準地震動 Ss による地震力と「3. 建物・構築物に関する

事項 3.2 荷重及び荷重の組合せ」に示す地震力以外の

荷重を組み合わせ、その結果発生する応力が、既往の研究

等において試験・解析等により妥当性が確認された許容値

を超えていないこと。 

(3) Ｓクラス以外の建物・構築物の一部であって、Ｓクラス

の機器・配管系の間接支持機能もしくは波及的影響を防止

する機能が要求される部位の構造部材については、基準地

震動 Ss による地震力により発生する応力が、JEAG4601 の
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定、既往の研究等において試験・解析等により妥当性が確

認されたものを参考に設定されている許容限界を超えてい

ないこと。 

(4) （略） 

規定、既往の研究等において試験・解析等により妥当性が

確認されたものを参考に設定されている許容限界を超えて

いないこと。 

(4) （略） 

 

3.7 （略） 

 

3.7 （略） 

 

3.8 保有水平耐力の検討 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

保有水平耐力の検討については以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 必要保有水平耐力の算定においては、地震層せん断力係

数に乗じる施設の耐震設計上の重要度分類に応じた係数

は、Ｓクラス、Ｂクラス及びＣクラスのいずれにおいても

1.0とし、その際に用いる標準せん断力係数Coは耐震設計

上の重要度分類にかかわらず1.0以上としていること。 

(3) （略） 

 

3.8 保有水平耐力の検討 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

保有水平耐力の検討については以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 必要保有水平耐力の算定においては、地震層せん断力係

数に乗じる施設の耐震設計上の重要度分類に応じた係数

は、Ｓクラス、Ｂクラス、Ｃクラスともに1.0とし、その

際に用いる標準せん断力係数Coは耐震設計上の重要度分類

にかかわらず1.0以上としていること。 

 

(3) （略） 

 

4. 機器・配管系に関する事項 

4.1 （略） 

 

4. 機器・配管系に関する事項 

4.1 （略） 

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

荷重及び荷重の組合せについては以下を確認する。 

(1) （略）  

(2) 荷重の組合せ 

① Ｓクラスの機器・配管系について、基準地震動Ssによ

る地震力に対し安全機能が保持できるように耐震設計す

る際及び弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

荷重及び荷重の組合せについては以下を確認する。 

(1)  （略）  

(2) 荷重の組合せ 

① Ｓクラスの機器・配管系について、基準地震動Ssによ

る地震力に対し安全機能が保持できるように耐震設計す

る際、及び弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地
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力のいずれか大きい方に対して耐えるように耐震設計す

る際は、規制基準の要求事項に留意して、JEAG4601の規

定を参考に、地震力と上記(1)の荷重とを組み合わせてい

ること。 

② （略） 

震力のいずれか大きい方に対して耐えるように耐震設計

する際は、規制基準の要求事項に留意して、JEAG4601の

規定を参考に、地震力と上記(1)の荷重とを組み合わせて

いること。 

② （略） 

 

4.3 （略）  

 

4.3 （略）  

 

4.4 地震応答解析 

4.4.1 （略）  

 

4.4 地震応答解析 

4.4.1 （略）  

 

4.4.2 入力地震力 

【審査における確認事項】 （略） 

  

【確認内容】 

入力地震力については以下を確認する。 

(1)  （略） 

(2) 機器・配管系単体の地震応答解析 

①～③ （略） 

④ 機器・配管系が剛構造であることの判断は以下による

こと。 

a)・b) （略） 

(3) （略） 

 

4.4.2 入力地震力 

【審査における確認事項】 （略） 

  

【確認内容】 

入力地震力については以下を確認する。 

(1)  （略） 

(2) 機器・配管系単体の地震応答解析 

①～③ （略） 

④ 機器・配管系が剛構造であることの判断は次によるこ

と。 

a)・b) （略） 

 (3) （略） 

 

4.5 （略） 

 

4.5 （略） 

 

4.6 基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計 

4.6.1 構造強度 

【審査における確認事項】 

構造強度については以下を確認する。 

(1) 機器・配管系の構造強度に関する耐震設計については、

基準地震動Ssによる地震力と施設の運転状態ごとに生じる

荷重を適切に組み合わせ、施設に作用する応力等を算定

し、それらが許容限界を超えていないこと。 

 

4.6 基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計 

4.6.1 構造強度 

【審査における確認事項】 

構造強度については以下を確認する。 

(1) 機器・配管系の構造強度に関する耐震設計については、

基準地震動Ssによる地震力と施設の運転状態ごとに生じる

荷重を適切に組み合わせ、施設に作用する応力等を算定

し、それらが許容限界を超えていないこと。 
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なお、上記により求まる荷重により塑性ひずみが生じる

場合であっても、その量が微小なレベルにとどまって破断

延性限界に対し十分な余裕を有し、その施設に要求される

機能に影響を及ぼさないこと。 

(2) （略） 

【確認内容】 

構造強度については以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 機器・配管系の構造強度に関する耐震設計においては、

規制基準の要求事項に留意して、地震力とそれ以外の荷重

を組み合わせ、施設に生ずる応力等を算定し、それが

JEAG4601又は発電用原子力設備規格 設計・建設規格

（（社）日本機械学会，2005/2007）の規定を参考に設定

された許容限界を超えていないこと。 

なお、上記の荷重により塑性ひずみが生じる場合であっ

ても、その量が微小なレベルにとどまって破断延性限界に

対し十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響

を及ぼさないこと。 

(3)・(4) （略） 

なお、上記により求まる荷重により塑性ひずみが生じる

場合であっても、その量が微小なレベルに留まって破断延

性限界に対し十分な余裕を有し、その施設に要求される機

能に影響を及ぼさないこと。 

(2) （略） 

【確認内容】 

構造強度については以下を確認する。 

(1) （略） 

(2) 機器・配管系の構造強度に関する耐震設計においては、

規制基準の要求事項に留意して、地震力とそれ以外の荷重

を組み合わせ、施設に生ずる応力等を算定し、それが

JEAG4601又は発電用原子力設備規格 設計・建設規格

（（社）日本機械学会，2005/2007）の規定を参考に設定

された許容限界を超えていないこと。 

なお、上記の荷重により塑性ひずみが生じる場合であっ

ても、その量が微小なレベルに留まって破断延性限界に対

し十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を

及ぼさないこと。 

(3)・(4) （略） 

 

4.6.2 動的機能 

【審査における確認事項】 

Ｓクラスの施設を構成する主要設備及び補助設備に属する

機器のうち、地震時又は地震後に機能保持が要求される動的

機器については、基準地震動Ssを用いた地震応答解析結果の

応答値が動的機能保持に関する評価基準値を超えていないこ

とを確認する。 

 

【確認内容】 

動的機能については以下を確認する。 

(1)・(2) （略） 

(3)  上記 (1)及び (2)の評価に当たっては、当該機器が

JEAG4601に規定されている機種、形式、適用範囲等と大き

く異なる場合又は機器の地震応答解析結果の応答値が

 

4.6.2 動的機能 

【審査における確認事項】 

Ｓクラスの施設を構成する主要設備又は補助設備に属する

機器のうち、地震時又は地震後に機能保持が要求される動的

機器については、基準地震動Ssを用いた地震応答解析結果の

応答値が動的機能保持に関する評価基準値を超えていないこ

とを確認する。 

 

【確認内容】 

動的機能については以下を確認する。 

(1)・(2) （略）  

(3)  上記 (1)及び (2)の評価に当たっては、当該機器が

JEAG4601に規定されている機種、形式、適用範囲等と大き

く異なる場合又は機器の地震応答解析結果の応答値が
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JEAG4601の規定を参考にして設定された機能確認済加速度

を超える場合（評価方法がJEAG4601に規定されている場合

を除く。）については、既往の研究等を参考に異常要因分

析を実施し、当該分析に基づき抽出した評価項目ごとに評

価を行い、評価基準値を超えていないこと。また、当該分

析結果に基づき抽出した評価部位について、構造強度評価

等の解析のみにより行うことが困難な場合には、当該評価

部位の地震応答解析結果の応答値が、加振試験（既往の研

究等において実施されたものを含む。）により動的機能保

持を確認した加速度を超えないこと。 

JEAG4601の規定を参考にして設定された機能確認済加速度

を超える場合（評価方法がJEAG4601に規定されている場合

を除く。）については、既往の研究等を参考に異常要因分

析を実施し、当該分析に基づき抽出した評価項目毎に評価

を行い、評価基準値を超えていないこと。また、当該分析

結果に基づき抽出した評価部位について、構造強度評価等

の解析のみにより行うことが困難な場合には、当該評価部

位の地震応答解析結果の応答値が、加振試験（既往の研究

等において実施されたものを含む。）により動的機能保持

を確認した加速度を超えないこと。 

 

4.7 （略） 

 

4.7 （略）  

 

5. 土木構造物に関する事項 

5.1 （略）  

 

5. 土木構造物に関する事項 

5.1 （略）  

 

5.2 荷重及び荷重の組合せ 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

荷重及び荷重の組合せについては以下を確認する。 

(1)  （略） 

(2) 荷重の組合せ 

① 屋外重要土木構造物について、基準地震動Ssによる地

震力に対し安全機能が保持できるように耐震設計する際

及び静的地震力に対して耐えるように耐震設計する際

は、規制基準の要求事項に留意して、JEAG4601の規定を

参考に、地震力と上記(1)の荷重とを組み合わせているこ

と。 

② （略） 

 

5.2 荷重及び荷重の組合せ 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

荷重及び荷重の組合せについては以下を確認する。 

(1)  （略） 

(2) 荷重の組合せ 

① 屋外重要土木構造物について、基準地震動Ssによる地

震力に対し安全機能が保持できるように耐震設計する

際、及び静的地震力に対して耐えるように耐震設計する

際は、規制基準の要求事項に留意して、JEAG4601の規定

を参考に、地震力と上記(1)の荷重とを組み合わせている

こと。 

② （略） 

 

5.3 許容限界 

【審査における確認事項】 

許容限界については以下を確認する。 

 

5.3 許容限界 

【審査における確認事項】 

許容限界については以下を確認する。 
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(1) （略） 

(2) Ｓクラスの津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設

備等が設置されたものについては、規制基準等の要求事項

に基づき耐津波性に係る許容限界を設定していること。 

 

【確認内容】 （略） 

 

(1) （略） 

(2) Ｓクラスの津波防護施設、並びに浸水防止設備及び津波

監視設備等が設置されたものについては、規制基準等の要

求事項に基づき耐津波性に係る許容限界を設定しているこ

と。 

 

【確認内容】 （略） 

 

5.4・5.5 （略） 5.4・5.5 （略） 

  

5.6 基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計 

【審査における確認事項】 

基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計については以

下を確認する。 

(1)・(2) （略） 

(3) Ｓクラスの津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設

備等が設置された土木構造物については、基準地震動Ssに

よる地震力と地震力以外の荷重の組合せに対して、施設に

生じる応力又は変形等が限界値に対して妥当な余裕を有し

ていること、また、基礎の安定性が、安全上適切と認めら

れる規格及び基準等に基づく限界値に対して妥当な余裕を

有していること。 

 

【確認内容】 

基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計については以

下を確認する。 

(1) 屋外重要土木構造物の構造部材の耐震設計においては、

基準地震動Ssを用いた動的解析を実施し、以下に示す設計

方法に応じて耐力や変形あるいは応力度による評価を行っ

ていること。 

① 耐力や変形による設計方法 

耐力や変形による耐震設計を基に評価する場合は、以

下に示す照査項目ごとに、基準地震動 Ss による応答値が

限界値を超えていないこと。なお、照査項目ごとの限界

5.6 基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計 

【審査における確認事項】 

基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計については以

下を確認する。 

(1)・(2) （略） 

(3) Ｓクラスの津波防護施設、並びに浸水防止設備及び津波

監視設備等が設置された土木構造物については、基準地震

動Ssによる地震力と地震力以外の荷重の組合せに対して、

施設に生じる応力又は変形等が限界値に対して妥当な余裕

を有していること、また、基礎の安定性が、安全上適切と

認められる規格及び基準等に基づく限界値に対して妥当な

余裕を有していること。 

 

【確認内容】 

基準地震動Ssによる地震力に対する耐震設計については以

下を確認する。 

(1) 屋外重要土木構造物の構造部材の耐震設計においては、

基準地震動Ssを用いた動的解析を実施し、以下に示す設計

方法に応じて耐力や変形あるいは応力度による評価を行っ

ていること。 

① 耐力や変形による設計方法 

耐力や変形による耐震設計を基に評価する場合は、以

下に示す照査項目毎に、基準地震動 Ss による応答値が限

界値を超えていないこと。なお、照査項目毎の限界値に
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値については、JEAG4601、原子力施設鉄筋コンクリート

構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定

）又はコンクリート標準示方書［構造性能照査編］

（（社）土木学会，2002 年制定）の規定を参考に、構造

物やその荷重状態の特徴及び構造物に要求される機能に

応じた評価式等を用い設定していること。 

（略） 

② （略） 

(2)・(3) （略） 

ついては、JEAG4601、原子力施設鉄筋コンクリート構造

計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）又

はコンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）

土木学会，2002 年制定）の規定を参考に、構造物やその

荷重状態の特徴及び構造物に要求される機能に応じた評

価式等を用い設定していること。 

（略） 

② （略） 

(2)・(3) （略） 

 

5.7 （略） 

 

5.7 （略） 

 

6. 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備に関する事項 

6.1 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備の設計審査

方針 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備が、建物・

構築物、機器・配管系又は土木構造物に分類され、それぞれ

の分類に対応する本ガイドの「3. 建物・構築物に関する事

項」、「4. 機器・配管系に関する事項」、「5. 土木構造

物に関する事項」の基準地震動Ssに係る事項に基づいて設計

されていることを確認する。 

なお、津波影響軽減施設・設備については、「5. 土木構

造物に関する事項」の基準地震動Ssに係る事項に基づいて津

波軽減機能を保持していることを確認する。 

具体的な内容については、以下のとおりである。 

(1)  （略） 

(2) 荷重及び荷重組合せについては、基準地震動Ssによる地

震力と地震力以外の荷重を適切に組み合わせていることを

確認する。その場合、地震力以外の荷重については、津波

による荷重を含む。 

 (3)・(4)  （略） 

 

6. 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備に関する事項 

6.1 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備の設計審査

方針 

【審査における確認事項】 （略） 

 

【確認内容】 

津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備が、建物・

構築物、機器・配管系又は土木構造物に分類され、それぞれ

の分類に対応する本ガイドの「3. 建物・構築物に関する事

項」、「4. 機器・配管系に関する事項」、「5. 土木構造

物に関する事項」の基準地震動Ssに係る事項に基づいて設計

されていることを確認する。 

なお、津波影響軽減施設・設備については、「5. 土木構

造物に関する事項」の基準地震動Ssに係る事項に基づいて津

波軽減機能を保持していることを確認する。 

具体的な内容については、以下のとおりである。 

(1)  （略） 

(2) 荷重及び荷重組合せについては、基準地震動Ssによる地

震力と地震力以外の荷重を適切に組合せていることを確認

する。その場合、地震力以外の荷重については、津波によ

る荷重を含む。 

(3)・(4)  （略） 
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7. 附則 

この規定は、平成２５年７月８日より施行する。 

本ガイドに記載されている手法等以外の手法等であっても、

その妥当性が適切に示された場合には、その手法等を用いるこ

とは妨げない。 

 

 

 

7. 附則 

この規定は、平成２５年７月８日より施行する。 

本ガイドに記載されている手法等以外の手法等であっても、

その妥当性が適切に示された場合には、その手法等を用いるこ

とは妨げない。 

また、本ガイドは、今後の新たな知見と経験の蓄積に応じ

て、それらを適切に反映するよう見直していくものとする。 
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別表第７６ 耐津波設計に係る工認審査ガイド 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

 

1. 総則 

1.3 本ガイドの適用に当たっての留意事項 

① （略） 

②本ガイドにおいて耐津波設計に係る審査対象とする施設・設

備は以下のとおりである。 

a) （略） 

b)津波監視設備：敷地における津波監視機能を有する設備 

例：津波監視設備として、敷地の潮位計及び取水ピット水

位計並びに津波の来襲状況を把握できる屋外監視カメ

ラ等。 

c) （略） 

③～⑦ （略） 

 

1. 総則 

1.3 本ガイドの適用に当たっての留意事項 

① （略） 

②本ガイドにおいて耐津波設計に係る審査対象とする施設・設

備は以下のとおりである。 

a) （略） 

b) 津波監視設備：敷地における津波監視機能を有する設備 

例：津波監視設備として、敷地の潮位計及び取水ピット水

位計、並びに津波の襲来状況を把握できる屋外監視カ

メラ等。 

c) （略） 

③～⑦ （略） 

 

2. 基本方針 

2.1 津波防護の基本方針 

（略） 

これらの要求事項のうち(1)及び(2)については、津波の敷地へ

の流入を基本的に防止するものである。(3)については、津波に対

する防護を多重化するものであり、また、地震・津波の相乗的な

影響や津波以外の溢水要因も考慮した上で安全機能への影響を防

止するものである。なお、(3)は、設計を超える事象（津波が防潮

堤を超え敷地に流入する事象等）に対して一定の耐性を付与する

ものでもある。 

ここで、(1)においては、敷地への流入を防止するための対策を

施すことも求めており、(2)においては、敷地への流入対策を施し

た上でもなお漏れる水及び設備の構造上、津波による圧力上昇で

漏れる水を合わせて「漏水」と位置付け、漏水による浸水範囲を

限定し、安全機能への影響を防止することを求めている。 

（略）  

 

 

2. 基本方針 

2.1 津波防護の基本方針 

（略） 

これらの要求事項のうち(1)及び(2)については、津波の敷地へ

の浸水を基本的に防止するものである。(3)については、津波に対

する防護を多重化するものであり、また、地震・津波の相乗的な

影響や津波以外の溢水要因も考慮した上で安全機能への影響を防

止するものである。なお、(3)は、設計を超える事象（津波が防潮

堤を超え敷地に流入する事象等）に対して一定の耐性を付与する

ものでもある。 

ここで、(1)においては、敷地への浸水を防止するための対策を

施すことも求めており、(2)においては、敷地への浸水対策を施し

た上でもなお漏れる水、及び設備の構造上、津波による圧力上昇

で漏れる水を合わせて「漏水」と位置付け、漏水による浸水範囲

を限定し、安全機能への影響を防止することを求めている。 

（略） 
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※ （）内は設置許可基準規則及び同規則の解釈の記載内容 

 

耐津波設計に係る設工

認審査ガイド 

技術基準に関す

る規則※ 

技術基準に関する

規則 

の解釈※ 

（略） （略） （略） 

3.2 敷地の特性に応
じた津波防護の
基本方針 

第二章 第六条 
（第二章 第五
条） 

第６条 １ 
（３ 第一号①,②
,③、第二号 
①、第三号、第五
号①～⑨） 

（略） （略） （略） 

3.7 津波防護施設、
浸水防止設備の
設計・評価に係
る検討事項 

第二章 第六条 
（第二章 第五
条） 

第６条 １ 
（３ 第一号①,②
,③、第二号①、
第三号、第五号①
,②,③,④,⑥,⑦,
⑧,⑨） 

3.8 津波防護施設、
浸水防止設備、
津波監視設備の
分類 

第二章 第六条 
（第二章 第五
条） 

第６条 １ 
（３ 第一号①,②
, ③、第二号 
①,②,③、第三
号、第五号①～⑨
） 

4. 津波防護施設に関
する事項 

第二章 第六条 
（第二章 第五
条） 

第６条 １ 
（３ 第一号①,②
,③、第二号 
①,②、第三号、
第五号①,②,③,
⑥,⑦,⑧,⑨） 

（略） （略） （略） 

 

※ （）内は設置許可基準規則及び同規則の解釈の記載内容 

 

耐津波設計に係る設工

認審査ガイド 

技術基準に関す

る規則※ 

技術基準に関する

規則 

の解釈※ 

（略） （略） （略） 

3.2 敷地の特性に応
じた津波防護の
基本方針 

第二章 第六条 
（第二章 第五
条） 

第６条 １ 
（３ 第一号①,②
,③、第二号 
①、第三号、第五
号①～⑧） 

（略） （略） （略） 

3.7 津波防護施設、
浸水防止設備の
設計・評価に係
る検討事項 

第二章 第六条 
（第二章 第五
条） 

第６条 １ 
（３ 第一号①,②
,③、第二号①、
第三号、第五号①
,②,③④,⑥,⑦,
⑧） 

3.8 津波防護施設、
浸水防止設備、
津波監視設備の
分類 

第二章 第六条 
（第二章 第五
条） 

第６条 １ 
（３ 第一号①,②
,③、第二号 
①,②,③、第三
号、第五号①～⑧
） 

4. 津波防護施設に関
する事項 

第二章 第六条 
（第二章 第五
条） 

第６条 １ 
（３ 第一号①,②
,③、第二号 
①,②、第三号、
第五号①,②,③,
⑥,⑦,⑧） 

（略） （略） （略） 

 

2.2  審査範囲及び事項 

設計及び工事の計画の認可に係る審査においては、安全上重要

な設備（機器・系統）の配置等に係る詳細設計の条件下での基本

 

2.2 審査範囲及び事項 

設計及び工事の計画の認可に係る審査においては、安全上重要

な設備（機器・系統）の配置等に係る詳細設計の条件下での基本
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事項、津波防護設計に関して、津波防護施設、浸水防止設備等の

位置、仕様及び強度、浸水等の経路及び範囲並びに安全性評価の

結果を確認する。また、設計における検討事項としては、漂流物

対策の実施又は津波影響軽減施設・設備の設置に応じて、それら

の位置・仕様・強度を確認する。設計及び工事の計画の認可に係

る耐津波設計に関わる審査の範囲を表-１に示す。 

それぞれの審査事項ごとの審査内容は以下のとおりである。 

 

事項、津波防護設計に関して、津波防護施設、浸水防止設備等の

位置、仕様及び強度、浸水等の経路及び範囲、並びに安全性評価

の結果を確認する。また、設計における検討事項としては、漂流

物対策の実施又は津波影響軽減施設・設備の設置に応じて、それ

らの位置・仕様・強度を確認する。設計及び工事の計画の認可に

係る耐津波設計に関わる審査の範囲を表-１に示す。 

それぞれの審査事項ごとの審査内容は以下のとおりである。 

 

2.2.3 設計における検討事項 

 表-１ 設計及び工事の計画の認可に係る津波防護設計に関わる

審査の範囲 

（略） 

津 波 防

護設計 

（略） 

 

 

・ 外 郭

防護1 

敷地への 

流入経路・対策 

◎ 経路・対策の 

妥当性 

  流入経路・対策 ◎  

  津波防護施設 ◎ 位置・仕様・強度 

  浸水防止設備 ◎ 位置・仕様・強度
※３ 

  浸水量・安全評価
※２ 

◎ 評価の妥当性 

 （略） 

（略） 

※１ ○設置許可に係る安全審査時において基本設計の妥当性を

確認しているが、設計及び工事の計画の認可に係る審査

においても、安全上重要な設備（機器・系統）の配置等

に係る詳細設計の条件下での妥当性を確認。 

◎詳細設計の条件により、施設・設備の位置・仕様・強度

及び流入等の経路、浸水範囲、対策の妥当性を確認。 

※２ （略）  

※３ 水密扉、ハッチ等の構造物の部材に対して、強度を確認。

扉、ハッチ、床・壁貫通部の止水処理に対して、施工方法

2.2.3 設計における検討事項 

 表-１ 設計及び工事の計画の認可に係る津波防護設計に関わる

審査の範囲 

（略） 

津 波 防

護設計 

（略） 

 

 

・ 外 郭

防護1 

地上からの 

浸水経路・対策 

◎ 経路・対策の 

妥当性 

  流入経路・対策 ◎  

  津波防護施設 ◎ 位置・仕様・強度 

  浸水防止設備 ◎ 位置・仕様・強度
※３ 

  浸水量・安全評価
※２ 

◎ 評価の妥当性 

 （略） 

（略） 

※１ ○設置許可に係る安全審査時において基本設計の妥当性を

確認しているが、設計及び工事の計画の認可に係る審査

においても、安全上重要な設備（機器・系統）の配置等

に係る詳細設計の条件下での妥当性を確認。 

◎詳細設計の条件により、施設・設備の位置・仕様・強度

及び浸水等の経路、範囲、対策の妥当性を確認。 

※２ （略）  

※３ 水密扉、ハッチ等の構造物の部材に対して、強度を確認。

扉、ハッチ、床・壁貫通部の止水処理に対して、施工方法
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ごとに試験により耐圧性、止水性を確認。 毎に試験により耐圧性、止水性を確認。 

 

3. 津波防護設計に関する事項 

3.1 基本事項 

3.1.1 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

【確認内容】 

敷地及び敷地周辺の図面等に基づき、以下を確認する。 

(1)・(2) （略） 

(3) 敷地周辺の人工構造物（以下、例示）の位置、形状等 

①～⑤ （略） 

 

3. 津波防護設計に関する事項 

3.1 基本事項 

3.1.1 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

【確認内容】 

敷地及び敷地周辺の図面等に基づき、以下を確認する。 

(1)・(2) （略） 

(3) 敷地周辺の人口構造物（以下、例示）の位置、形状等 

①～⑤ （略） 

 

3.1.2 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

【規制基準における要求事項等】 

遡上・浸水域の評価に当たっては、次に示す事項を考慮した遡

上解析を実施して、遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可

能性を検討すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・津波の敷地への浸入角度 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

【確認内容】 

(1)敷地及び敷地周辺の遡上・浸水域の評価（評価内容の確認

は、安全審査時と同様） 

①上記の考慮事項に関して、遡上解析（砂移動の評価を含む。

）の手法、データ及び条件を確認する。確認のポイントは以

下のとおり。 

a)～e) （略） 

②敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たっての考慮事項に対す

る確認のポイントは以下のとおり。 

a)敷地前面・側面及び敷地周辺の津波の浸入角度及び速度並

びにそれらの経時変化が把握されているか。また、敷地周

辺の浸水域の寄せ波・引き波の津波の遡上・流下方向及び

それらの速度について留意されているか。 

 

3.1.2 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

【規制基準における要求事項等】 

遡上・浸水域の評価に当たっては、次に示す事項を考慮した遡

上解析を実施して、遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可

能性を検討すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・津波の敷地への侵入角度 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

【確認内容】 

(1)敷地及び敷地周辺の遡上・浸水域の評価（評価内容の確認

は、安全審査時と同様） 

①上記の考慮事項に関して、遡上解析（砂移動の評価を含む）

の手法、データ及び条件を確認する。確認のポイントは以下

のとおり。 

a)～e) （略） 

②敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たっての考慮事項に対す

る確認のポイントは以下のとおり。 

a)敷地前面・側面及び敷地周辺の津波の侵入角度及び速度、

並びにそれらの経時変化が把握されているか。また、敷地

周辺の浸水域の寄せ波・引き波の津波の遡上・流下方向及

びそれらの速度について留意されているか。 
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b) （略） 

c)敷地及び敷地周辺の地形、標高の局所的な変化並びに河

川、水路等が津波の遡上・流下方向に影響を与え、遡上波

の敷地への回り込みの可能性が考えられるか。 

 

【規制基準における要求事項等】 

次に示す可能性が考えられる場合は、敷地への遡上経路に及

ぼす影響を検討すること。 

・ （略） 

・繰り返し来襲する津波による洗掘・堆積により地形、河川

流路の変化 

【確認内容】 

(2)地震・津波による地形等の変化に係る評価（評価内容の確認

は、安全審査時と同様） 

① (1)の遡上解析結果を踏まえ、遡上及び流下経路上の地盤並

びにその周辺の地盤について、地震による液状化、流動化

（以下「地震による地盤変状」という。）若しくはすべり又

は津波による地形変化若しくは標高変化が考えられる場合

は、遡上波の敷地への到達（回り込みによるものを含む。）

の可能性について確認する。なお、敷地の周辺斜面が、遡上

波の敷地への到達に対して障壁となっている場合は、当該斜

面の地震時及び津波時の健全性について、重要施設の周辺斜

面と同等の信頼性を有する評価を実施する等、特段の留意が

必要である。 

②～④ （略） 

b) （略） 

c)敷地及び敷地周辺の地形、標高の局所的な変化、並びに河

川、水路等が津波の遡上・流下方向に影響を与え、遡上波

の敷地への回り込みの可能性が考えられるか。 

 

【規制基準における要求事項等】 

次に示す可能性が考えられる場合は、敷地への遡上経路に及

ぼす影響を検討すること。 

・ （略） 

・繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積により地形、河川

流路の変化 

【確認内容】 

(2)地震・津波による地形等の変化に係る評価（評価内容の確認

は、安全審査時と同様） 

①(1)の遡上解析結果を踏まえ、遡上及び流下経路上の地盤並

びにその周辺の地盤について、地震による液状化、流動化又

はすべり、もしくは津波による地形変化、標高変化が考えら

れる場合は、遡上波の敷地への到達（回り込みによるものを

含む）の可能性について確認する。なお、敷地の周辺斜面

が、遡上波の敷地への到達に対して障壁となっている場合

は、当該斜面の地震時及び津波時の健全性について、重要施

設の周辺斜面と同等の信頼性を有する評価を実施する等、特

段の留意が必要である。 

 

②～④ （略） 

 

3.1.3 （略） 

 

3.1.3 （略） 

 

3.1.4 津波防護方針の審査に当たっての考慮事項（水位変動、

地殻変動） 

【規制基準における要求事項等】 

入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位（注）を考慮

して安全側の評価を実施すること。 

注）：朔（新月）及び望（満月）の日から5日以内に観測さ

れた、各月の最高満潮面及び最低干潮面を1年以上に

 

3.1.4 津波防護方針の審査にあたっての考慮事項（水位変動、

地殻変動） 

【規制基準における要求事項等】 

入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位（注）を考慮

して安全側の評価を実施すること。 

注）：朔（新月）および望（満月）の日から5日以内に観測

された、各月の最高満潮面および最低干潮面を1年以
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わたって平均した高さの水位をそれぞれ、朔望平均

満潮位及び朔望平均干潮位という 

潮汐以外の要因による潮位変動についても適切に評価し考慮

すること。 

地震により陸域の隆起又は沈降が想定される場合、地殻変動

による敷地の隆起又は沈降及び強震動に伴う敷地地盤の沈下

を考慮して安全側の評価を実施すること。 

【確認内容】 

(1)～(2) （略） 

(3)潮汐以外の要因による潮位変動について、以下の例のように

評価し考慮していることを確認する。 

① （略） 

②高潮要因の発生履歴及びその状況並びに敷地における汀線の

方向等の影響因子を考慮して、高潮の発生可能性とその程度

（ハザード）について検討する。 

③ （略） 

(4)地震により陸域の隆起又は沈降が想定される場合、以下の例

のように地殻変動量を考慮して安全側の評価を実施している

ことを確認する。 

①～③ （略） 

④地殻変動が隆起又は沈降によって、以下の例のように考慮の

考え方が異なることに留意が必要である。 

a) （略） 

b)地殻変動が沈降の場合、上昇側の水位変動に対して安全評

価する際には、対象物の高さから沈降量を減算した後で、

上昇側評価水位と比較する。また、下降側の水位変動に対

して安全評価する際には、沈降しないものと仮定して、対

象物の高さと下降側評価水位を直接比較する。 

⑤ （略） 

⑥広域的な余効変動が継続中である場合は、その傾向を把握

し、津波に対する安全性評価への影響を検討する。 

上にわたって平均した高さの水位をそれぞれ、朔望

平均満潮位および朔望平均干潮位という 

潮汐以外の要因による潮位変動についても適切に評価し考慮

すること。 

地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合、地殻変

動による敷地の隆起または沈降及び、強震動に伴う敷地地盤

の沈下を考慮して安全側の評価を実施すること。 

【確認内容】 

(1)～(2)  （略） 

(3)潮汐以外の要因による潮位変動について、以下の例のように

評価し考慮していることを確認する。 

① （略） 

②高潮要因の発生履歴及びその状況、並びに敷地における汀線

の方向等の影響因子を考慮して、高潮の発生可能性とその程

度（ハザード）について検討する。 

③ （略） 

(4)地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合、以下の

例のように地殻変動量を考慮して安全側の評価を実施してい

ることを確認する。 

①～③ （略） 

④地殻変動が隆起又は沈降によって、以下の例のように考慮の

考え方が異なることに留意が必要である。 

a) （略） 

b)地殻変動が沈降の場合、上昇側の水位変動に対して安全評

価する際には、対象物の高さから沈降量を引算した後で、

上昇側評価水位と比較する。また、下降側の水位変動に対

して安全評価する際には、沈降しないものと仮定して、対

象物の高さと下降側評価水位を直接比較する。 

⑤ （略） 

⑥広域的な余香変動が継続中である場合は、その傾向を把握

し、津波に対する安全性評価への影響を検討する。 

 

3.2 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

【規制基準における要求事項等】 

（略） 

 

3.2 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

【規制基準における要求事項等】 

（略） 
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津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備等として設置され

るものの概要が網羅的に明示されていること。 

【確認内容】 

(1)敷地の特性（敷地の地形、敷地及び敷地周辺の津波の遡上、

浸水状況等）に応じた津波防護の基本方針として以下を確認

する。また、併せて、津波防護施設、浸水防止設備、津波監

視設備等の配置の概要を把握する。 

①重要な安全機能を有する施設が設置された敷地において、地

上部から基準津波による遡上波が到達しないこと又は到達し

ないよう対策（津波防護施設、浸水防止設備の設置）が施さ

れていること。 

②～④ （略） 

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備等として設置され

るものの概要が網羅かつ明示されていること。 

【確認内容】 

(1)敷地の特性（敷地の地形、敷地及び敷地周辺の津波の遡上、

浸水状況等）に応じた津波防護の基本方針として以下を確認

する。また、併せて、津波防護施設、浸水防止設備、津波監

視設備等の配置の概要を把握する。 

①重要な安全機能を有する施設が設置された敷地において、地

上から津波を遡上しないこと。または、遡上させないよう対

策（津波防護施設、浸水防止設備の設置）が施されているこ

と 

②～④ （略） 

 

3.3 敷地への流入の浸水防止等（外郭防護１） 

3.3.1 遡上波の地上部からの到達、流入の防止 

【確認内容】 

(1)敷地に流入する可能性のある経路（遡上経路）の特定

(3.1.2)における敷地周辺の遡上の状況、浸水域の分布等を

踏まえ、以下を確認する。 

①重要な安全機能を有する設備又はそれを内包する建屋の設置

位置・高さに、基準津波による遡上波が到達しないこと又は

到達しないよう津波防護施設を設置していること。 

② （略） 

(2)～(4) （略） 

 

3.3 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

3.3.1 遡上波の地上部からの到達、流入の防止 

【確認内容】 

(1)敷地への浸水の可能性のある経路（遡上経路）の特定

(3.1.2)における敷地周辺の遡上の状況、浸水域の分布等を

踏まえ、以下を確認する。 

①重要な安全機能を有する設備又はそれを内包する建屋の設置

位置・高さに、基準津波による遡上波が到達しないこと、ま

たは、到達しないよう津波防護施設を設置していること。 

② （略） 

(2)～(4) （略） 

 

3.3.2 取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止 

【規制基準における要求事項等】 

取水路、放水路等の経路から、重要な安全機能を有する施設の

設置された敷地並びに重要な安全機能を有する設備を内包する

建屋及び区画に津波の流入する可能性について検討した上で、

流入する可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）を特定す

ること。特定した経路に対して流入防止の対策を施すことによ

り津波の流入を防止すること。 

 

3.3.2 取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止 

【規制基準における要求事項等】 

取水路、放水路等の経路から、津波が流入する可能性について

検討した上で、流入の可能性のある経路（扉、開口部、貫通部

等）を特定すること。特定した経路に対して浸水対策を施すこ

とにより津波の流入を防止すること 

 

3.4 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

 

3.4 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 
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3.4.1 漏水対策 

【規制基準における要求事項等】 

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施

設や地下部等における漏水の可能性を検討すること。 

漏水が継続することによる浸水の範囲を想定すること。 

当該想定される浸水範囲（以下｢浸水想定範囲｣という。）の

境界において浸水想定範囲外に流出する可能性のある経路

（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それらに対して浸水対

策を施すことにより浸水範囲を限定すること。 

 

【確認内容】 

(1) ・(2) （略） 

(3) 浸水想定範囲の境界において、浸水想定範囲外に流出する

可能性のある経路がある場合に設置される浸水防止設備の

位置・仕様・強度を確認する。確認の詳細を「5.浸水防止

設備に関する事項」に示す。 

① ～③ （略） 

 

3.4.3 排水設備の設置 

【規制基準における要求事項等】 

浸水想定範囲における長期間の浸水が想定される場合は、排

水設備を設置すること。 

【確認内容】 

(1) (3.4.2)の浸水量評価及び安全評価の結果を踏まえ、浸水想

定範囲における浸水状態が長期間継続し、その結果として

防水区画内の重要な安全機能を有する設備等の機能への累

積的な影響が想定される場合は、排水設備が設置されてい

ることを確認する。 

(2) 排水設備を設置する場合には、設置する排水設備の仕様

が、浸水想定範囲における浸水量を排水するのに十分なも

のであることを確認する。また、排水設備及びその運転に

必要な燃料又は電源とそれを供給する設備（以下「排水系

統」と総称する。）については、保管時及び動作時におい

て津波による影響を受け難いものであることを確認する。 

 

3.4.1 漏水対策 

【規制基準における要求事項等】 

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施

設や地下部等における漏水の可能性を検討すること。 

漏水が継続することによる浸水の範囲を想定（以下｢浸水想定

範囲｣という。）すること。 

浸水想定範囲の境界において浸水の可能性のある経路、浸水

口（扉、開口部、貫通口等）を特定すること。 

特定した経路、浸水口に対して浸水対策を施すことにより浸

水範囲を限定すること。 

【確認内容】 

(1) ・(2) （略） 

(3) 浸水想定範囲の境界において、浸水の可能性のある経路、

浸水口がある場合に設置される浸水防止設備の位置・仕様

・強度を確認する。確認の詳細を「5.浸水防止設備に関す

る事項」に示す。 

① ～③ （略） 

 

3.4.3 排水設備の設置 

【規制基準における要求事項等】 

浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合は、排

水設備を設置すること。 

【確認内容】 

(1) (3.4.2)の浸水量評価及び安全評価の結果を踏まえ、浸水想

定範囲における冠水状態が長期間継続し、その結果として

防水区画内の重要な安全機能を有する設備等の機能への累

積的な影響が想定される場合は、排水設備が設置されてい

ることを確認する。 

(2) 排水設備を設置する場合には、設置する排水設備の仕様

が、浸水想定範囲における浸水量を排水するのに十分なも

のであることを確認する。また、排水設備及びその運転に

必要な燃料または電源とそれを供給する設備（以下「排水

系統」と総称する。）については、保管時及び動作時にお

いて津波による影響を受け難いものであることを確認す

る。 
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(3) （略） 

 

 (3) （略） 

 

 

3.5 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

3.5.1 （略） 

 

3.5 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

3.5.1 （略） 

3.5.2 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

【規制基準における要求事項等】 

地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸水範囲、浸

水量を安全側に想定すること。 

浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点化

範囲に流入する可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）

を特定し、それらに対して流入防止の対策を施すこと。 

【確認内容】 

(1)津波の流入を考慮した浸水範囲、浸水量については、地震に

よる溢水の影響も含めて、以下のような安全側の想定を実施

していることを確認する。 

①・② （略） 

③循環水系機器・配管損傷による津波浸水量については、入力

津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの来襲襲来が考

慮されていること。 

④・⑤ （略） 

⑥ 施設・設備施工上生じうる隙間部等についても留意し、

必要に応じて考慮すること。例えば、津波、屋外施設からの

溢水、地下水等が２つの建屋の外壁間の隙間を経由し、外壁

の配管貫通部等から建屋内へ流入する場合等は浸水量として

考慮する必要がある。 

 

(2)浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点化

範囲に流入する可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）

を特定していることを確認する。 

(3)・(4) （略） 

3.5.2 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

【規制基準における要求事項等】 

津波による溢水を考慮した浸水範囲、浸水量を安全側に想定

すること。 

浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点化

範囲への浸水の可能性のある経路、浸水口（扉、開口部、貫

通口等）を特定し、それらに対して浸水対策を施すこと。 

【確認内容】 

(1)津波による溢水を考慮した浸水範囲、浸水量については、地

震による溢水の影響も含めて、以下のような安全側の想定を

実施していることを確認する。 

①・② （略） 

③循環水系機器・配管損傷による津波浸水量については、入力

津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの来襲が考慮さ

れていること。 

④・⑤ （略） 

⑥ 施設・設備施工上生じうる隙間部等についても留意し、

必要に応じて考慮すること。 

 

 

 

 

(2) 浸水範囲、浸水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点

化範囲への浸水の可能性のある経路、浸水口（扉、開口部、

貫通口等）を特定していることを確認する。 

(3)・(4) （略） 

 

3.6 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防

止 

3.6.1 （略） 

 

3.6 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防

止 

3.6.1 （略） 
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3.6.2 津波の二次的な影響による非常用海水冷却系の機能保持

確認 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)例えば、以下のような点を踏まえ、海水ポンプの機能を保持

できることを確認する。 

・海水ポンプ吸い込み口位置に浮遊砂が堆積し、吸い込み口

を塞がないよう、浮遊砂の堆積厚に対して、海水ポンプピ

ット床版の上面から海水ポンプ吸い込み口下端まで十分な

高さがあること。 

・浮遊砂が混入する可能性を考慮し、海水ポンプそのものが

運転時の砂の混入に対して軸固着しにくいものであるこ

と。 

(3)基準津波に伴う取水口付近の漂流物については、(3.1.2)の

遡上解析結果における取水口付近を含む敷地前面及び遡上域

の寄せ波・引き波の方向、速度の変化を分析した上で、漂流

物の可能性を検討し、漂流物により取水口が閉塞しないこと

又は閉塞防止措置を施すことを確認する。なお、取水スクリ

ーンについては、異物の混入を防止する効果が期待できる

が、津波時には破損して混入防止が機能しないだけでなく、

それ自体が漂流物となる可能性があることに留意する必要が

ある。漂流物の可能性の検討の確認に当たっては、（3.7.1

）を参照すること。 

3.6.2 津波の二次的な影響による非常用海水冷却系の機能保持

確認 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)混入した浮遊砂は、取水スクリーン等で除去することが困難

なため、海水ポンプそのものが運転時の砂の混入に対して軸

固着しにくい仕様であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

(3)基準津波に伴う取水口付近の漂流物については、(3.1.2)の

遡上解析結果における取水口付近を含む敷地前面及び遡上域

の寄せ波及び引き波の方向、速度の変化を分析した上で、漂

流物の可能性を検討し、漂流物により取水口が閉塞しないこ

と、又は閉塞防止措置を施していることを確認する。なお、

取水スクリーンについては、異物の混入を防止する効果が期

待できるが、津波時には破損して混入防止が機能しないだけ

でなく、それ自体が漂流物となる可能性が有ることに留意す

る必要がある。 

 

3.7 津波防護施設、浸水防止設備の設計・評価に係る検討事項 

3.7.1 漂流物による波及的影響の検討 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構

築物、設置物等が破損又は損壊した後に漂流する可能性につい

て検討すること。 

上記の検討の結果、漂流物の可能性がある場合には、防潮堤等

の津波防護施設、浸水防止設備に波及的影響を及ぼさないよ

う、漂流防止措置又は津波防護施設、浸水防止設備への影響防

止措置を施すこと。 

【確認内容】 

 

3.7 津波防護施設、浸水防止設備の設計・評価に係る検討事項 

3.7.1 漂流物による波及的影響の検討 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構

築物、設置物等が破損、倒壊、漂流する可能性について検討す

ること。 

上記の検討の結果、漂流物の可能性がある場合には、防潮堤等

の津波防護施設、浸水防止設備に波及的影響を及ぼさないよ

う、漂流防止装置または津波防護施設、浸水防止設備への影響

防止措置を施すこと。 

【確認内容】 
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(1)漂流物の特定、漂流物による影響の程度に応じた措置等につ

いて、以下を確認する。 

①敷地周辺の遡上解析結果等を踏まえて、敷地周辺の陸域の建

物・構築物及び海域の設置物等を網羅的に調査した上で、敷

地への津波の来襲経路及び遡上経路並びに津波防護施設の外

側の発電所敷地内及び近傍において発生する可能性のある漂

流物を特定していること。なお、漂流物の特定に当たって

は、地震による損傷が漂流物の発生可能性を高めることを考

慮していること。また、敷地港湾及び敷地前面海域において

航行、停泊、係留される船舶がある場合は、津波の特性、地

形、設置物の配置、船舶の退避行動等を考慮の上、漂流物と

なる可能性について検討していること。 

②特定された漂流物が防潮堤等の津波防護施設、浸水防止設備

に及ぼす影響の程度に応じて、以下のような津波防護施設、

浸水防止設備への設計上の考慮又は影響防止措置を施してい

ること。 

a)瓦礫等の軽量物が漂流物として特定されている場合又は漂

流物に対して後述のb)の対策が施されていない場合、津波

防護施設、浸水防止設備の設計において、漂流物が当該施

設・設備に衝突する荷重を考慮していること。漂流物によ

る荷重評価の詳細を「4.津波防護施設に関する事項」及び

「5.浸水防止設備に関する事項」に示す。 

b)タンク、船舶等の重量物が漂流物として特定されている場

合、当該重量物が漂流しないよう固定する等、漂流防止装

置を設置又は津波防護施設、浸水防止設備に対して、漂流

物が衝突しないよう防護柵、防護壁等の影響防止装置を設

置。 

③・④ （略） 

(1)漂流物の特定、漂流物による影響の程度に応じた措置等につ

いて、以下を確認する。 

①敷地周辺の遡上解析結果等を踏まえて、敷地周辺の陸域の建

物・構築物及び海域の設置物等を網羅的に調査した上で、敷

地への津波の襲来経路及び遡上経路並びに津波防護施設の外

側の発電所敷地内及び近傍において発生する可能性のある漂

流物を特定していること。なお、漂流物の特定に当たって

は、地震による損傷が漂流物の発生可能性を高めることを考

慮していること。また、敷地港湾及び敷地前面海域において

停泊、係留される船舶がある場合は、津波の特性、地形、人

工物の配置、待避行動等を考慮の上、漂流物となる可能性に

ついて検討していること。 

②特定された漂流物が防潮堤等の津波防護施設、浸水防止設備

に及ぼす影響の程度に応じて、以下のような津波防護施設、

浸水防止設備への設計上の考慮又は影響防止措置を施してい

ること。 

a)瓦礫等の軽量物が漂流物として特定されている場合、また

は、漂流物に対して後述のb)の対策が施されていない場

合、津波防護施設、浸水防止設備の設計において、漂流物

が当該施設・設備に衝突する荷重を考慮していること。漂

流物による荷重評価の詳細を「4.津波防護施設に関する事

項」及び「5.浸水防止設備に関する事項」に示す。 

b)タンク、船舶等の重量物が漂流物として特定されている場

合、当該重量物が漂流しないよう固定する等、漂流防止装

置を設置、または、津波防護施設、浸水防止設備に対し

て、漂流物が衝突しないよう防護柵、防護壁等の影響防止

装置を設置。 

③・④ （略） 

 

3.7.2 津波影響軽減施設・設備の扱い 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設、浸水防止設備の設計において津波影響軽減施

設・設備の効果を期待する場合、津波影響軽減施設・設備

は、基準津波に対して津波による影響の軽減機能が保持され

るよう設計すること。 

 

3.7.2 津波影響軽減施設・設備の扱い 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設、浸水防止設備の設計において津波影響軽減施

設・設備の効果を期待する場合、津波影響軽減施設・設備

は、基準津波に対して津波による影響の軽減機能が保持され

るよう設計すること。 
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津波影響軽減施設・設備は、次に示す事項を考慮すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・津波の繰り返し来襲による作用が津波影響軽減機能に及ぼ

す影響 

【確認内容】 

(1)・(2) （略） 

(3) (1)の分類ごとに、以下のように耐津波性、地震による影

響等を確認する。確認に当たっては、「4.津波防護施設に

関する事項」、「5.浸水防止設備に関する事項」の各項目

を参照する。 

① 海中設置物 

a) （略） 

b)津波による荷重の設定に際しては、浮力、漂流物の影

響、津波の繰り返しの来襲を考慮するとともに、入力津

波に対して十分な余裕を考慮すること。また、余震によ

る荷重と津波による荷重の荷重組合せを考慮すること。 

c) （略） 

② 陸上設置物 

a) （略） 

b)津波による荷重の設定に際しては、漂流物の影響、津波

の繰り返しの来襲を考慮するとともに、入力津波に対し

て十分な余裕を考慮すること。また、余震による荷重と

津波による荷重の荷重組合せを考慮すること。 

c)・d) （略） 

(4) （略） 

津波影響軽減施設・設備は、次に示す事項を考慮すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・津波の繰り返し襲来による作用が津波影響軽減機能に及ぼ

す影響 

【確認内容】 

(1)・(2) （略） 

(3) (1)の分類ごとに、以下のように耐津波性、地震による影

響等を確認する。確認に当たっては、「4.津波防護施設に

関する事項」、「5.浸水防止設備に関する事項」の各項目

を参照する。 

① 海中設置物 

a) （略） 

b)津波による荷重の設定に際しては、浮力、漂流物の影

響、津波の繰り返しの襲来を考慮するとともに、入力津

波に対して十分な余裕を考慮すること。また、余震によ

る荷重と津波による荷重の荷重組合せを考慮すること。 

c) （略） 

② 陸上設置物 

a) （略） 

b)津波による荷重の設定に際しては、漂流物の影響、津波

の繰り返しの襲来を考慮するとともに、入力津波に対し

て十分な余裕を考慮すること。また、余震による荷重と

津波による荷重の荷重組合せを考慮すること。 

c)・d) （略） 

(4) （略） 

 

3.8 津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備の分類 

 （略） 

 ※１ 建屋等の外壁及び外壁に取り付けた水密扉やハッチについ

ては、設計事象のうち地震に起因する溢水に対応する施設

・設備の扱いとし、本ガイドでは扱わない。 

※２・※３ （略） 

 

3.8 津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備の分類 

 （略） 

※１ 建屋等の外壁及び、外壁に取り付けた水密扉やハッチにつ

いては、設計事象のうち地震に起因する溢水に対応する施

設・設備の扱いとし、本ガイドでは扱わない。 

※２・※３ （略） 
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4. 津波防護施設に関する事項 

4.1 津波防護施設の設計方針 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設については、その構造に応じ、波力による浸食

及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定

性を評価し、越流時の耐性等にも配慮した上で、入力津波に

対する津波防護機能が十分に保持できるよう設計すること。 

 

【審査における確認事項】 

(1) （略） 

(2)入力津波に対して津波防護機能が十分保持できる設計がなさ

れていること。具体的な内容については、以下のとおりであ

る。 

①・② （略） 

③許容限界 

a)許容限界として、当該構造物全体の変形能力（終局耐力時

の変形）に対して十分な余裕を有し、かつ、津波防護機能

を保持することを基本としていることを確認する。（な

お、機能損傷に至った場合、補修に、ある程度の期間が必

要となることから、地震、津波後の再使用性に着目した許

容限界にも留意する必要がある。） 

【確認内容】 

津波防護施設の種類、設置位置及び仕様に係る確認内容を以

下に例示する。 

① （略） 

②設置位置 

・設置位置については、津波遡上解析や現地の津波痕跡デー

タ等を基にして、津波が遡上する可能性のある位置に設定

されていることを確認する。 

③設計方針 

a) 防潮堤 

ｲ)来襲する津波が敷地へ浸入することを防止するため、津波

のせり上がり等を踏まえた必要高さを有するとともに、津

波波力等の荷重に対して当該施設の機能が保持できるよう

 

4. 津波防護施設に関する事項 

4.1 津波防護施設の設計方針 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設については、その構造に応じ、波力による侵食

及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定

性を評価し、越流時の耐性にも配慮した上で、入力津波に対

する津波防護機能が十分に保持できるよう設計すること。 

 

【審査における確認事項】 

(1) （略） 

(2)入力津波に対して津波防護機能が十分保持できる設計がなさ

れていること。具体的な内容については、以下のとおりであ

る。 

①・② （略） 

③許容限界 

a)許容限界として、当該構造物全体の変形能力（終局耐力時

の変形）に対して十分な余裕を有し、かつ津波防護機能を

保持することを基本としていることを確認する。（なお、

機能損傷に至った場合、補修に、ある程度の期間が必要と

なることから、地震、津波後の再使用性に着目した許容限

界にも留意する必要がある。） 

【確認内容】 

津波防護施設の種類、設置位置及び仕様に係る確認内容を以

下に例示する。 

① （略） 

②設置位置 

・設置位置については、津波遡上解析や現地の津波痕跡デー

タ等を基にして、津波が溯上する可能性のある位置に設定

されていることを確認する。 

③設計方針 

a) 防潮堤 

ｲ)襲来する津波が敷地へ浸入することを防止するため、津波

のせり上がり等を踏まえた必要高さを有するとともに、

津波波力等の荷重に対して当該施設の機能が保持できる
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設計されていることを確認する。 

ﾛ) （略） 

b)防潮壁 

ｲ)取水路等の海水に連接する地下構造物からの敷地への流入

に対しては、敷地への流入源となりうる箇所への措置が必

要であり、防潮壁の設置や開口部の閉止があげられる。こ

れらの施設が流入を防止するための必要高さを有するとと

もに、施設に作用する波圧に対して当該施設の機能が保持

できるよう設計されていることを確認する。 

c)建屋等内壁・床 

ｲ)海水ポンプ設置床のような建屋等の内壁及び床は、津波の

浸水による波圧等に対して、当該施設の機能が保持できる

よう設計されていることを確認する。 

よう設計されていることを確認する。 

ﾛ) （略） 

b)防潮壁 

ｲ)取水路等の海水に連接する地下構造物からの敷地への浸水

に対しては、敷地への流入源となりうる箇所への措置が必

要であり、防潮壁の設置や開口部の閉止があげられる。こ

れらの施設が浸水を防止するための必要高さを有するとと

もに、施設に作用する波圧に対して当該施設の機能が確保

されることを確認する。 

c)建屋等内壁・床 

ｲ)海水ポンプ設置床のような建屋等の内壁及び床は、津波の

浸水による波圧等に対して、当該施設の機能が確保される

ことを確認する。 

 

4.2 （略）  
 

4.2 （略） 
 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

【確認内容】 

①津波荷重 

a)・b) （略） 

c)津波伝播及び遡上解析結果を踏まえ、実状に応じて引き波

による荷重を考慮していることを確認する。なお、荷重の

検討にあたっては、引き波の流下方向、速度に加え、流下

方向における地形・人工物の背後側の渦巻き流及び滞留に

よる影響や人工物前面の洗掘による影響も考慮すること。 

 

d)津波のサイト特性を踏まえて、漂流物の衝突についても考

慮されていることを確認する。なお、漂流物の可能性の検

討、漂流物の影響の程度に応じた設計上の考慮について

は、（3.7.1）を参照する。 

e) （略） 

f)津波防護施設の設計において、漂流物による荷重を考慮す

る場合、以下の事項が考慮されていることを確認する。 

・ （略） 

・漂流物による荷重（衝突力）は、「津波漂流物対策施設設

 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

【確認内容】 

①津波荷重 

a)・b) （略） 

c)津波伝播及び遡上解析結果を踏まえ、実状に応じて引き波

による荷重を考慮していることを確認する。なお、荷重の

検討にあたっては、引き波の流下方向、速度に加え、流下

方向における地形・人工物の背後側の渦巻き流及び、滞留

による影響や人口物前面の洗掘による影響も考慮するこ

と。 

d)必要に応じて、漂流物の衝突についても考慮されているこ

とを確認する。なお、漂流物の可能性の検討、漂流物の影

響の程度に応じた設計上の考慮については、（3.7.1）を

参照する。 

e) （略） 

f)津波防護施設の設計において、漂流物による荷重を考慮す

る場合、以下の事項が考慮されていることを確認する。 

・ （略） 

・漂流物による荷重（衝突力）は、「津波漂流物対策施設設
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計ガイドライン」等を参照し、対象漂流物の質量や寸法、

喫水（海水面から対象漂流物の下端までの深さ）を基にし

て算出されていることを確認する。 

・漂流物の衝突力は、漂流物の重量と流速による衝突エネル

ギーによって求めることができ、流速の算定については、

津波伝播及び遡上解析によって、衝突エネルギーが大きく

なる最大浸水深、最大流速から設定されていることを確認

する。 

・漂流物の流速については、既往の研究から浸水深が大きく

なるほど最大流速が大きくなることが示されている。流速

の設定においては、津波伝播及び遡上解析等によって、科

学的合理性をもって流速が安全側となるよう浸水深が設定

されていることを確認する。 

② （略） 

計ガイドライン（案）」等を参照し、対象漂流物質量や寸

法、喫水（海水面から対象漂流物の下端までの深さ）を基

にして算出されていることを確認する。 

・漂流物の衝突力は、漂流物の重量と流速による衝突エネル

ギーによって求めることができ、流速の算定については、

津波伝播及び溯上解析によって、衝突エネルギーが大きく

なる最大浸水深、最大流速から設定されていることを確認

する。 

・漂流物の流速については、既往の研究から浸水深が大きく

なるほど最大流速が大きくなることが示されている。流速

の設定においては、津波伝播及び溯上解析等によって、科

学的合理性をもって流速が安全側となるよう浸水深が設定

されていることを確認する。 

② （略） 

 

4.4 許容限界 

【確認内容】 

a)津波に対する適当な規格及び基準等がない場合、耐震設計に

係る規格及び基準等を参考に、照査する性能に応じた適切な

許容限界であることを確認する。また、地震に対する評価と

同様の許容限界が適用できる場合には耐震設計に係る規格及

び基準等を準用していることを確認する。 

b) （略） 

 

4.4 許容限界 

【確認内容】 

a)津波に対する適当な規格及び基準等が無い場合、耐震設計に

係る規格及び基準等を参考に、照査する性能に応じた適切な

許容限界であることを確認する。また、地震に対する評価と

同様の許容限界が適用できる場合には耐震設計に係る規格及

び基準等を準用していることを確認する。 

b) （略） 

 

4.5 荷重評価 

【審査における確認事項】 

(1) （略） 

(2)施設への作用波力等を算定する解析では、適切な手法、適切

な解析モデル及び解析条件が設定されていること。 

【確認内容】 

① （略） 

②地震荷重の算定 

a)  （略） 

b)地震（余震）荷重については、津波来襲による地下水位の

変動を考慮した検討が行われていることを確認する。 

 

4.5 荷重評価 

【審査における確認事項】 

(1) （略） 

(2)施設への作用波力等を算定する解析では、適切な手法および

適切な解析モデル、解析条件が設定されていること。 

【確認内容】 

① （略） 

②地震荷重の算定 

a)  （略） 

b)地震（余震）荷重については、津波襲来による地下水位の

変動を考慮した検討が行われていることを確認する。 
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③ （略） ③ （略） 

 

4.6 構造設計手法 

【審査における確認事項】 

(1)施設の津波に対する設計においては、適切な構造解析手法

及び構造解析モデルを選定していること。 

(2) （略） 

 

【確認内容】 

①防潮堤評価における構造解析手法と解析モデル 

a)構造解析手法及び解析モデルは、対象施設の重要度、荷重に

対して要求される性能等に応じて設定されていることを確認

する。特に、防潮堤等の津波防護施設については、安全上、

最重要施設であり、地震に対しては健全な状態を保ち、その

後来襲する津波に対して、機能を保持する必要がある。さら

に、津波の繰り返しの来襲に備え、併せて機能を保持する必

要がある。このため、当該施設は、想定される地震及び津波

に対して著しく塑性化することがないように設計されている

ことを確認する。 

b)構造解析手法及び解析モデルは、施設に作用する荷重レベル

に応じて、線形又は非線形の梁要素モデル等を用いた二次元

骨組解析や二次元又は三次元の有限要素法解析を用いている

ことを確認する。また同様に、施設の支持及び周辺地盤又は

杭基礎周辺地盤については、地震力の大きさに応じて非線形

性を考慮した解析を用いていることを確認する。 

c) （略） 

d)防潮堤底版と杭基礎の結合部のモデル化及び杭基礎下端のモ

デル化については、それぞれの結合方式に従って、適切なモ

デル化が行われていることを確認する。 

e)～g) （略） 

h) （4.5）で算定した荷重に対し、構造解析による応答値の組

合せを適切に行っていることを確認する。 

② （略） 

③取水路等における津波伝播に係る解析手法とモデル化 

a)・b)  （略） 

 

4.6 構造設計手法 

【審査における確認事項】 

(1)施設の津波に対する設計においては、適切な構造解析手法

および構造解析モデルを選定していること。 

(2) （略） 

 

【確認内容】 

①防潮堤評価における構造解析手法と解析モデル 

a)構造解析手法および解析モデルは、対象施設の重要度、荷重

に対して要求される性能等に応じて設定されていることを確

認する。特に、防潮堤等の津波防護施設については、安全

上、最重要施設であり、地震に対しては健全な状態を保ち、

その後襲来する津波に対して、機能を保持する必要がある。

さらに、津波の繰り返しの襲来に備え、併せて機能を保持す

る必要がある。このため、当該施設は、想定される地震及び

津波に対して著しく塑性化することが無いように設計されて

いることを確認する。 

b)構造解析手法及び解析モデルは、施設に作用する荷重レベル

に応じて、線形または非線形の梁要素モデル等を用いた二次

元骨組解析や二次元又は三次元の有限要素法解析を用いてい

ることを確認する。また同様に、施設の支持及び周辺地盤ま

たは杭基礎周辺地盤については、地震力の大きさに応じて非

線形性を考慮した解析を用いていることを確認する。 

c) （略） 

d)防潮堤底版と杭基礎の結合部のモデル化および杭基礎下端の

モデル化については、それぞれの結合方式に従って、適切な

モデル化が行われていることを確認する。 

e)～g) （略） 

h) （4.5）で算定した荷重に対し、構造解析による応答値の組

み合わせを適切に行っていることを確認する。 

② （略） 

③取水路等における津波伝播に係る解析手法とモデル化 

a)・b)  （略） 
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c)管路解析モデルによる伝播解析の結果から、敷地への流入経

路となる開口部位置での津波高さ（水深）等を算定し、防潮

壁等の必要高さの検討に用いていることを確認する。 

 

c)管路解析モデルによる伝播解析の結果から、敷地への浸水源

となる開口部位置での津波高さ（浸水深）等を算定し、防潮

壁等の必要高さの検討に用いていることを確認する。 

 

4.7 入力津波による荷重に対する設計 

【審査における確認事項】 

(1) （略） 

(2)施設に作用する入力津波と地震力及び地震力以外の荷重の組

合せに対して、施設に生じる応力又は変形等が許容限界値に

対して妥当な余裕を有していること。 

(3)施設の基礎地盤の支持性能について、入力津波及び地震力等

の荷重により生じる施設の基礎地盤の接地圧が、安全上適切

と認められる規格及び基準等に基づく許容限界値に対して妥

当な余裕を有していること。 

(4) （略） 

【確認内容】 

①取水路等における津波伝播に係る解析手法とモデル化 

a)  （略） 

b) 津波防護施設に水密扉等を設ける場合、当該設備及び周囲

が構造的な弱部とならないよう設計上の配慮がなされている

ことを確認する。また、津波防護施設に水密扉等の設備類を

設置する場合、これらの構造設計評価は、「5.浸水防止設備

」に準ずるものとする。 

c) 防潮堤基礎地盤の表層部に比較的緩い砂地盤等が存在する

場合、津波の洗掘作用により当該地盤が吸い出され、津波の

流入を引き起こすことがないよう検討されていることを確認

する。 

② （略） 

③許容限界値 

a)・b) （略） 

c)耐力や変形による設計では、以下に示す照査項目ごとに、構

造設計により算定した応答値が、規格及び基準類に規定され

る許容限界を満足することを確認する。 

ｲ)・ﾛ) （略） 

④ （略） 

4.7 入力津波による荷重に対する設計 

【審査における確認事項】 

(1) （略） 

(2)施設に作用する入力津波と地震力および地震力以外の荷重の

組み合わせに対して、施設に生じる応力又は変形等が許容限

界値に対して妥当な余裕を有していること。 

(3)施設の基礎地盤の支持性能について、入力津波および地震力

等の荷重により生じる施設の基礎地盤の接地圧が、安全上適

切と認められる規格および基準等に基づく許容限界値に対し

て妥当な余裕を有していること。 

(4) （略） 

【確認内容】 

①取水路等における津波伝播に係る解析手法とモデル化 

a) （略） 

b) 津波防護施設に水密扉等を設ける場合、当該設備および周

囲が構造的な弱部とならないよう設計上の配慮がなされてい

ることを確認する。また、津波防護施設に水密扉等の設備類

を設置する場合、これらの構造設計評価は、「5.浸水防止設

備」に準ずるものとする。 

c) 防潮堤基礎地盤の表層部に比較的緩い砂地盤等が存在する

場合、津波の洗掘作用により当該地盤が吸い出され、津波の

浸水を引き起こす事が無いよう検討されていることを確認す

る。 

② （略） 

③許容限界値 

a)・b) （略） 

c)耐力や変形による設計では、以下に示す照査項目毎に、構造

設計により算定した応答値が、規格及び基準類に規定される

許容限界を満足することを確認する。 

ｲ)・ﾛ) （略） 

④ （略） 
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5. 浸水防止設備に関する事項 

5.1 浸水防止設備の設計方針 

【規制基準における要求事項等】 

浸水防止設備については、浸水想定範囲等における津波や浸

水による荷重等に対する耐性等を評価し、越流時の耐性等に

も配慮した上で、入力津波に対して浸水防止機能が十分に保

持できるよう設計すること。 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)浸水防止設備のうち水密扉等の強度確認を要する設備につい

ては、入力津波に対して浸水防止機能が十分保持できる設計

であることを確認するため、荷重組合せ、荷重の設定及び許

容限界（当該構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を有

し、かつ、浸水防止機能を保持すること）の項目について確

認する。 

(3)浸水防止設備のうち床・壁貫通部の止水対策等、仕様（施工

方法を含む。）の確認を要する設備については、荷重の設定

と荷重に対する性能確保について確認する。 

 

5. 浸水防止設備に関する事項 

5.1 浸水防止設備の設計方針 

【規制基準における要求事項等】 

浸水防止設備については、浸水想定範囲における浸水時及び

冠水後の波圧等に対する耐性等を評価し、越流時の耐性にも

配慮した上で、入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持

できるよう設計すること。 

【確認内容】 

(1) （略） 

(2)浸水防止設備のうち水密扉等の強度確認を要する設備につい

ては、入力津波に対して浸水防止機能が十分保持できる設計

であることを確認するため、荷重組合せ、荷重の設定及び許

容限界（当該構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を有

し、かつ浸水防止機能を保持すること）の項目について確認

する。 

(3)浸水防止設備のうち床・壁貫通部の止水対策等、仕様（施

工方法を含む）の確認を要する設備については、荷重の設

定と荷重に対する性能確保について確認する。 

 

5.2 浸水防止設備の種類、設置位置及び仕様 

5.2.1 種類 

(1)外郭防護に係る浸水防止設備 

 ①・② （略） 

③止水処理を施した津波防護施設の開口部、貫通口等 

④ （略） 

(2)内郭防護に係る浸水防止設備 

①・② （略） 

③止水処理を施した建屋・壁・床等、浸水想定範囲の境界の開

口部、貫通口等 

④その他、建屋・区画・壁・床等、浸水想定範囲の境界の浸水

防止設備 

 

 

5.2 浸水防止設備の種類、設置位置及び仕様 

5.2.1 種類 

(1)外郭防護に係る浸水防止設備 

 ①・② （略） 

③止水処理を施した津波防護施設の開口部、貫通部 

④ （略） 

(2)内郭防護に係る浸水防止設備 

①・② （略） 

③止水処理を施した建屋・壁・床等、浸水想定範囲の境界の開

口部、貫通部 

④その他、建屋・区画・壁・床等、浸水想定範囲の境界の浸水

防止護設備 
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5.2.3 仕様 

(5.2.1)の各浸水防止設備の構造、形式、強度等の仕様を確認

する。これらの仕様の明示にあたっては、(5.3)を踏まえるこ

と。 

①浸水防止設備の形式（水密扉、止水処理を施したハッチ、

閉止板、開口部、貫通口等） 

②～⑥ （略） 

5.2.3 仕様 

(5.2.1)の各浸水防止設備の構造、形式、強度等の仕様を確認

する。これらの仕様の明示にあたっては、(5.3)を踏まえるこ

と。 

①浸水防止設備の形式（水密扉、止水処理を施したハッチ、

閉止板、開口部、貫通部等） 

②～⑥ （略） 

 

5.3 水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通口

等（外郭防護及び内郭防護）  
5.3.1 使用材料及び材料定数 

(1)水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通口

等の耐津波設計においては、安全上適切と認められる規格及

び基準等に基づく材料及び材料定数を使用していること。 

 

5.3 水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通部

等（外郭防護及び内郭防護） 

5.3.1 使用材料及び材料定数 

(1)水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通部

等の耐津波設計においては、安全上適切と認められる規格及

び基準等に基づく材料及び材料定数を使用していること。 

 

5.3.2 荷重及び荷重の組合せ 

(1) （略） 

(2)水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通口

等の耐津波設計においては、設備に作用する津波による荷重

に加え、津波以外の荷重と地震による荷重を適切に組み合わ

せていること。 

(3) （略） 

(4)津波以外の設備に作用する荷重 

津波による荷重と組み合わせる津波以外の荷重は以下によ

る。 

①・② （略） 

③津波の発生原因は地震によることが主であることを踏まえ、

地震により引き起こされるプラント状態において津波による

荷重が作用する場合には、両荷重を組み合わせること。な

お、地震に起因する機器・配管系の損傷による事象想定及び

浸水量評価並びに使用済み燃料ピット等のスロッシングによ

る事象想定及び浸水量評価については、「原子力発電所の内

部溢水防護評価ガイド」の関連項目を適用していること。 

以下、事象とその事象ごとの荷重について例示。 

a)地震により循環水系の機器・配管が損傷した後に、津波が

 

5.3.2 荷重及び荷重の組合せ 

(1) （略） 

(2)水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通部

等の耐津波設計においては、設備に作用する津波による荷重

に加え、津波以外の荷重と地震による荷重を適切に組み合わ

せていること。 

(3) （略） 

(4)津波以外の設備に作用する荷重 

津波による荷重と組合せる津波以外の荷重は以下による。 

 

①・② （略） 

③津波の発生原因は地震によることが主であることを踏まえ、

地震により引き起こされるプラント状態において津波による

荷重が作用する場合には、両荷重を組合せること。なお、地

震に起因する機器・配管系の損傷による事象想定及び浸水量

評価、並びに使用済み燃料ピット等のスロッシングによる事

象想定及び浸水量評価については、「原子力発電所の内部溢

水防護評価ガイド」の関連項目を適用していること。 

以下、事象とその事象ごとの荷重について例示。 

a)地震により循環水系の機器・配管が損傷した後に、津波が
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来襲襲来した際、損傷部位から津波が流入することにより

設備に作用する荷重を考慮する。ここで、損傷部位が敷地

内屋外の場合と、建屋内の場合の両者について、浸水によ

り設備に作用する荷重を考慮する。 

b)・c)  （略） 

d) 地震により、ドレン系ポンプが停止し地下水が流入するこ

とにより設備に作用する荷重を考慮する。 

e) （略） 

④漂流物の衝突による衝撃力と津波による荷重が重畳する場合

には、両荷重を組み合わせること。なお、漂流物の可能性の

検討、漂流物の影響の程度に応じた設計上の考慮について

は、（3.7.1）及び（4.3）を参照する。 

⑤ （略） 

(5)地震により設備に作用する荷重 

①地震によって津波が発生した場合、両者が当該設備に来襲襲

来する時間には差があることを考慮して、地震による荷重と

津波による荷重の組合せを定めることができる。具体的に

は、地震による最大荷重と津波による最大荷重が同時に設備

に作用する可能性は小さいと判断できるため、地震と津波の

最大荷重同士の組合せを考慮する必要はない。 

②津波の来襲襲来中に余震が発生する可能性があるため、両者

の荷重の組合せを考慮すること。ここで、余震による荷重と

津波による荷重の重畳について、両者が同時に作用しないこ

とが明らかな場合は、その荷重の組合せを考慮する必要はな

い。 

(6) （略） 

来襲した際、損傷部位から津波が浸水することにより設備

に作用する荷重を考慮する。ここで、損傷部位が敷地内屋

外の場合と、建屋内の場合の両者について、浸水により設

備に作用する荷重を考慮する。 

b)・c)  （略） 

d) 地震により、ドレン系ポンプが停止し地下水が浸水するこ

とにより設備に作用する荷重を考慮する。 

e) （略） 

④漂流物の衝突による衝撃力と津波による荷重が重畳する場合

には、両荷重を組合せること。なお、漂流物の可能性の検

討、漂流物の影響の程度に応じた設計上の考慮については、

（3.7.1）及び（4.3）を参照する。 

⑤ （略） 

(5)地震により設備に作用する荷重 

①地震によって津波が発生した場合、両者が当該設備に来襲す

る時間には差があることを考慮して、地震による荷重と津波

による荷重の組合せを定めることができる。具体的には、地

震による最大荷重と津波による最大荷重が同時に設備に作用

する可能性は小さいと判断できるため、地震と津波の最大荷

重同士の組合せ考慮する必要は無い。 

②津波の来襲中に余震が発生する可能性があるため、両者の荷

重の組合せを考慮すること。ここで、余震による荷重と津波

による荷重の重畳について、両者が同時に作用しないことが

明らかな場合は、その荷重の組合せを考慮する必要は無い。 

 

(6) （略） 

 

5.3.3 許容限界 

(1)設備に作用する荷重に対して、設備の設計上、適切と認めら

れる規格及び基準等に基づき、浸水防止機能の保持を基本に

許容限界を設定していることを確認する。津波に対する適当

な規格及び基準等がない場合、耐震設計に係る規格及び基準

等を参考に、照査する性能に応じた適切な許容限界であるこ

とを確認する。また、地震に対する評価と同様の許容限界が

適用できる場合には耐震設計に係る規格及び基準等を準用し

 

5.3.3 許容限界 

(1) 設備に作用する荷重に対して、設備の設計上、適切と認め

られる規格及び基準等に基づき、浸水防止機能の保持を基本

に許容限界を設定していることを確認する。津波に対する適

当な規格及び基準等が無い場合、耐震設計に係る規格及び基

準等を参考に、照査する性能に応じた適切な許容限界である

ことを確認する。また、地震に対する評価と同様の許容限界

が適用できる場合には耐震設計に係る規格及び基準等を準用
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ていることを確認する。 

(2)・(3) （略） 

(4)止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通口等につい

ては、作用する荷重に対する受圧部の強度及び充填物の変位

（ずれ）等、機能喪失する損傷モードに応じた照査が実施さ

れていることを確認する。 

(5)止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通口等につい

ては、躯体との隙間等における止水処理の施工方法に対し

て、耐水圧試験、漏えい試験等による止水性能の検証結果を

確認する。 

していることを確認する。 

(2)・(3) （略） 

(4)止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通部等につい

ては、作用する荷重に対する受圧部の強度、及び充填物の変

位（ずれ）等、機能喪失する損傷モードに応じた照査が実施

されていることを確認する。 

(5)止水処理を施したハッチ、閉止板、開口部、貫通部等につい

ては、躯体との隙間等における止水処理の施工方法に対し

て、耐水圧試験、漏洩試験等による止水性能の検証結果を確

認する。 

 

5.3.4 荷重評価 

(1) （略） 

(2)設備に作用する荷重等を算定する解析では、適切な手法及び

適切な解析モデルが設定されていることを確認する。 

(3)～(5) （略） 

 

5.3.4 荷重評価 

(1) （略） 

(2)設備に作用する荷重等を算定する解析では、適切な手法およ

び適切な解析モデルが設定されていることを確認する。 

(3)～(5) （略） 

 

5.3.5 構造設計手法 

(1)設備の設計においては、適切な構造解析手法及び構造解析モ

デルを選定していることを確認する。 

(2)～(5) （略） 

 

5.3.5 構造設計手法 

(1)設備の設計においては、適切な構造解析手法および構造解析

モデルを選定していることを確認する。 

(2)～(5) （略） 

 

5.3.6 入力津波による荷重に対する設計 

(1) （略） 

(2)設備に作用する入力津波と地震力及び地震力以外の荷重の組

合せに対して、設備に生じる応力又は変形等が浸水防止機能

の保持を基本とした許容限界値に対して妥当な余裕を有して

いることを確認する。 

 

5.3.6 入力津波による荷重に対する設計 

(1) （略） 

(2)設備に作用する入力津波と地震力および地震力以外の荷重の

組み合わせに対して、設備に生じる応力又は変形等が浸水防

止機能の保持を基本とした許容限界値に対して妥当な余裕を

有していることを確認する。 

 

6. 津波監視設備に関する事項 

6.1 津波監視設備の設計方針 

【確認内容】 

(1)  （略） 

(2) 要求事項に適合する、設備の位置、構造（耐水性を含む。

）、地震荷重・風荷重との組合せを考慮した強度等の設計

 

6. 津波監視設備に関する事項 

6.1 津波監視設備の設計方針 

【確認内容】 

(1)  （略） 

(2) 要求事項に適合する、設備の位置、構造（耐水性を含む

）、地震荷重・風荷重との組合せを考慮した強度等の設計
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となっていることを確認する。 

(3)  （略） 

となっていることを確認する。 

(3)  （略）  

 

6.2 津波監視設備の種類、設置位置、仕様、構造及び強度 

【確認内容】 

（略） 

(1)水位計 

①設置位置 

(3.1.2)の遡上解析結果に基づき、津波影響を受けにくい位

置又は津波影響を受けにくい建屋・区画・囲い等の内部に設

置されること。 

②仕様 

海水ポンプ運転取水位等を測定する目的を踏まえ、少なくと

も、設置位置における入力津波による水位変動に朔望平均潮

位を考慮した、上昇側及び下降側の水位を測定できる計測能

力並びに地震後や津波前後の機能の継続能力を持つものであ

ること。 

③構造及び強度 

a) （略）  

b)津波による影響を防止又は緩和するための建屋・区画・囲

い等については、津波及び地震等の荷重に対して、水位計

の機能に影響を及ぼすことがないことを確認する。構造及

び強度の確認に当たっては、「4.津波防護施設に関する事

項」を参照する。 

(2)監視カメラ 

① （略） 

②仕様 

地震後や津波前後の主要位置における津波防護施設及び浸水

防止設備の状態並びに敷地前面の津波の来襲の状況等をリア

ルタイムかつ継続的に把握できる仕様であること。 

③構造及び強度 

a) （略） 

b)監視カメラを設置する建屋や構築物等については、地震

や津波に対して、監視カメラの正常動作に影響を及ぼすこ

とがないことを確認する。構造及び強度については、「4.

 

6.2 津波監視設備の種類、設置位置、仕様、構造及び強度 

【確認内容】 

（略） 

(1)水位計 

①設置位置 

(3.1.2)の遡上解析結果に基づき、津波影響を受けにくい位

置、又は津波影響を受けにくい建屋・区画・囲い等の内部に

設置されること。 

②仕様 

海水ポンプ運転取水位等を測定する目的を踏まえ、少なくと

も、設置位置における入力津波による水位変動に朔望平均潮

位を考慮した、上昇側及び下降側の水位を測定できる計測能

力、並びに地震後や津波前後の機能の継続能力を持つもので

あること。 

③構造及び強度 

a) （略）  

b)津波による影響を防止又は緩和するための建屋・区画・囲

い等については、津波及び地震等の荷重に対して、水位計

の機能に影響を及ぼすことが無いことを確認する。構造及

び強度の確認にあたっては、「4.津波防護施設に関する事

項」を参照する。 

(2)監視カメラ 

① （略） 

②仕様 

地震後や津波前後の主要位置における津波防護施設及び浸水

防止設備の状態、並びに敷地前面の津波の襲来の状況等をリ

アルタイムかつ継続的に把握できる仕様であること。 

③構造及び強度 

a) （略） 

b)監視カメラを設置する建屋や構築物等については、地震や

津波に対して、監視カメラの正常動作に影響を及ぼすこと

が無いことを確認する。構造及び強度については、「4.津
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津波防護施設に関する事項」を参照する。 

(3)潮位計 

①設置位置 

(3.1.2)の遡上解析結果に基づき、津波影響を受けにくい位

置又は津波影響を受けにくい建屋・区画・囲い等の内部に設

置されること。 

②仕様 

少なくとも、設置位置における入力津波による潮位変動に朔

望平均潮位を考慮した上昇側及び下降側の潮位を測定できる

計測能力並びに地震後や津波前後の機能の継続能力を持つも

のであること。 

③構造及び強度 

a) （略） 

b)津波による影響を防止又は緩和するための建屋・区画・

囲い等については、津波及び地震等の荷重に対して、潮位

計の機能に影響を及ぼすことがないことを確認する。構造

及び強度の確認に当たっては、「4.津波防護施設に関する

事項」を参照する。 

(4) その他の監視計測機器 

その他の津波の監視機器として、ＧＰＳ機能を用いた波浪計

や津波監視レーダー等が考えられる。以下には、ＧＰＳ機能

を用いた波浪計についての設置位置・仕様・構造及び強度に

ついて例示する。 

①・② （略） 

③構造及び強度 

ＧＰＳ機能を用いた波浪計については、津波及び台風など

の海象条件に対して波浪の計測に支障を来すことがない構

造であるとともに、海底に設置したアンカー等の係留設備

が津波や台風等に対しても健全であること。 

 また、観測情報が確実に伝達できる通信網等が確保されて

いること。 

波防護施設に関する事項」を参照する。 

(3)潮位計 

①設置位置 

(3.1.2)の遡上解析結果に基づき、津波影響を受けにくい位

置、又は津波影響を受けにくい建屋・区画・囲い等の内部に

設置されること。 

②仕様 

少なくとも、設置位置における入力津波による潮位変動に朔

望平均潮位を考慮した上昇側及び下降側の潮位を測定できる

計測能力、並びに地震後や津波前後の機能の継続能力を持つ

ものであること。 

③構造及び強度 

a) （略） 

b)津波による影響を防止又は緩和するための建屋・区画・囲

い等については、津波及び地震等の荷重に対して、潮位計

の機能に影響を及ぼすことが無いことを確認する。構造及

び強度の確認にあたっては、「4.津波防護施設に関する事

項」を参照する。 

(4) その他の監視計測機器 

その他の津波の監視機器として、ＧＰＳ機能を用いた波浪計

や津波監視レーダー等が考えられる。以下には、ＧＰＳ機能

を用いた波浪計についての設置位置・仕様・構造及び強度に

ついて例示する。 

①・② （略） 

③構造及び強度 

ＧＰＳ機能を用いた波浪計については、津波及び台風など

の海象条件に対して波浪の計測に支障を来すことが無い構

造であるとともに、海底に設置したアンカー等の係留設備

が津波や台風等に対しても健全であること。 

 また、観測情報が確実に伝達できる通信網等が確保されて

いること。 

 

7. 浸水量評価に基づく安全性評価 

7.1 評価の手順 

本評価は外郭防護1、外郭防護2及び内郭防護に係る防護対象設

 

7. 浸水量評価に基づく安全性評価 

7.1 評価の手順 

本評価は外郭防護1、外郭防護2及び、内郭防護に係る防護対象
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備を対象として、以下の手順に従っていることを確認する。 

(1)   （略） 

(2)浸水防護重点化範囲の設定 

(3)  （略） 

(4)浸水防護重点化範囲への流入経路の特定 

(5)浸水防護重点化範囲の浸水量の想定 

(6) （略） 

（略） 

 

設備を対象として、以下の手順に従っていることを確認する。 

(1)   （略） 

(2)浸水防護範囲の設定 

(3)  （略） 

(4)浸水防護範囲への浸水経路の特定 

(5)浸水防護範囲の浸水量の想定 

(6) （略） 

（略） 

 

7.2 防護対象設備 

津波等の流入に対し、防護対象となる重要な安全機能を有する

設備（防護対象設備）が抽出されており、かつ、敷地、建屋及び

機器配置図等で明確化されていることを確認する。 

(1)防護対象設備の明確化 

以下例示。 

①～③ （略） 

④燃料プール／ピット及び冷却・補給設備 

⑤～⑧ （略） 

(2) （略） 

7.2 防護対象設備 

津波等の浸水に対し、防護対象となる重要な安全機能を有する

設備（防護対象設備）が抽出されており、かつ、敷地、建屋及び

機器配置図等で明確化されていることを確認する。 

(1)防護対象設備の明確化 

以下例示。 

①～③ （略） 

④燃料プール／ピット及び、冷却・補給設備 

⑤～⑧ （略） 

(2) （略） 

 

7.3 浸水防護重点化範囲の設定 

重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋・区画及び屋外

設備（防護対象設備）が、浸水防護重点化範囲として明確化され

ていること。 

(1)～(3) （略）  

 

7.4 浸水発生源からの浸水範囲及び浸水量 

7.4.1 （略） 

 

7.3 浸水防護範囲の設定 

重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋・区画及び屋外

設備（防護対象設備）が、浸水防護範囲として明確化されている

こと。 

(1)～(3) （略） 

 

7.4 浸水発生源からの浸水範囲及び浸水量 

7.4.1 （略） 

 

7.4.2 浸水発生部位及び浸水発生部位からの浸水量 

津波の発生原因は地震によることが主であることを踏まえ、以

下の浸水量の組合せを考慮する。 

(1)津波に伴う浸水 

①敷地内への流入を基本的に防止する。すなわち、遡上、流

入に対して対策を施すことを前提としており、対策を施し

 

7.4.2 浸水発生部位及び浸水発生部位からの浸水量 

津波の発生原因は地震によることが主であることを踏まえ、以

下の浸水量の組合せを考慮する。 

(1)津波に伴う浸水 

①敷地内への浸水を基本的に防止する、すなわち、遡上、流

入に対して対策を施すことを前提としており、対策を施し
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た上での対策部位からの漏水を想定する。 

② （略） 

(2) 地震と津波の相互影響に伴う浸水 

① （略） 

②漏水発生部位からの浸水量の算出は入力津波の条件（時刻

歴波形に基づいた、波高・波形・津波の繰り返しの来襲襲

来等）の安全側の設定に基づいていること。 

 （略） 

(3)地震に伴う浸水 

①地震による、耐震下位クラス機器・配管の損傷に伴う溢水発

生部位及び溢水量は「原子力発電所の内部溢水防護評価ガイ

ド」の「発電所内に設置された機器の破損による漏水」の規

定を適用していること。 

②地震による、燃料プール／ピット内保有水のスロッシングに

伴う溢水発生部位及び溢水量は「原子力発電所の内部溢水

防護評価ガイド」の「使用済燃料貯蔵プールのスロッシン

グによる溢水」の規定を適用していること。 

③ （略） 

た上での対策部位からの漏水を想定する。 

② （略） 

(2) 地震と津波の相互影響に伴う浸水 

① （略） 

②漏水発生部位からの浸水量の算出は入力津波の条件（時刻

歴波形に基づいた、波高・波形・津波の繰り返しの来襲等

）の安全側の設定に基づいていること。 

 （略） 

(3)地震に伴う浸水 

①地震による、耐震下位クラス機器・配管の損傷に伴う溢水発

生部位、及び溢水量は「原子力発電所の内部溢水防護評価ガ

イド」の「発電所内に設置された機器の破損による漏水」の

規定を適用していること。 

②地震による、燃料プール／ピット内保有水のスロッシングに

伴う溢水発生部位、及び溢水量は「原子力発電所の内部溢

水防護評価ガイド」の「使用済燃料貯蔵プールのスロッシ

ングによる溢水」の規定を適用していること。 

③ （略） 

 

7.5 浸水防護重点化範囲への流入経路 

(1)漏水発生部位から浸水防護重点化範囲への流入経路の評価

は、配置図等を用い、漏水発生部位と浸水防護重点化範囲の

それぞれの組合せにおいて、可能性のある流入経路及び流入

経路上に存在する構成要素が抽出されていることを確認す

る。 

(2)流入経路上に存在する構成要素 

以下例示。 

①・② （略） 

 

7.5 浸水防護範囲への浸水経路 

(1)漏水発生部位から浸水防護範囲への浸水経路の評価は、配置

図等を用い、漏水発生部位と浸水防護範囲のそれぞれの組合

せにおいて、可能性のある浸水経路及び浸水経路上に存在す

る構成要素が抽出されていることを確認する。 

 

(2)浸水経路上に存在する構成要素 

以下例示。 

①・② （略） 

 

7.6 浸水防護重点化範囲への浸水量 

漏水発生部位における漏水量、流入経路、流入経路上の構成

要素の各条件を踏まえ、浸水防護重点化範囲への浸水量が科学

的合理性をもって安全側に算出されていることを確認する。 

なお、浸水量の算出にあたっては、流入経路上に存在する構

成要素の仕様が明らかになっていること及び留意事項が考慮さ

 

7.6 浸水防護範囲への浸水量 

漏水発生部位における漏水量、浸水経路、浸水経路上の構成

要素の各条件を踏まえ、浸水防護範囲への浸水量が科学的合理

性をもって安全側に算出されていることを確認する。 

なお、浸水量の算出にあたっては、浸水経路上に存在する構

成要素の仕様が明らかになっていること及び、留意事項が考慮
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れていることを確認する。 

(1)流入経路上の構成要素の仕様※１ 

①構成要素種別（扉、ハッチ、開口部、貫通口等） 

②～⑤ （略） 

(2)流入経路上の構成要素に対する留意事項 

①浸水防止設備 

a)水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板等 

浸水防護重点化範囲との境界に水密扉、止水処理を施した

ハッチ、閉止板等が設置されている場合は、漏水試験結果

に十分な余裕を考慮した漏水量（例えば、設計許容漏水量

等）を考慮する。 

ただし、水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板等は想

定する静水頭圧、波圧、衝撃力に対して水密性が確保で

き、かつ、これらに耐えられる強度を有している場合に限

る。従って、対策が不十分等で、水密性及び強度を満足で

きない場合は、②の設備と同様の浸水量を考慮する。 

b)止水処理を施した開口部、貫通口等 

浸水防護重点化範囲の境界の建屋・壁・床等に止水処理を

施した開口部、貫通口等が設置されている場合は、漏水試

験結果に十分な余裕を考慮した漏水量（例えば、設計許容

漏水量等）を考慮する。 

ただし、止水処理を施した開口部、貫通口等は、想定する

静水頭圧、波圧、衝撃力に対して水密性が確保でき、か

つ、これらに耐えられる強度を有している場合に限る。従

って、対策が不十分等で、水密性及び強度を満足できない

場合は、②の設備と同様の浸水量を考慮すること。 

②①以外の設備 

a)扉、止水処理が未実施のハッチ、閉止板等 

浸水防護重点化範囲との境界に扉、止水処理が未実施のハ

ッチ、閉止板等が設置されている場合は、浸水防護重点化

範囲と範囲外との差圧によって発生する流入を考慮する。 

浸水量の算出は、扉、ハッチ、閉止板等の隙間（流路面積

）、発生差圧、継続時間、抵抗係数等について、科学的合

理性をもって安全側の仮定条件を用いていること。 

b)止水処理が未実施の開口部、貫通口等 

されていることを確認する。 

(1)浸水経路上の構成要素の仕様※１ 

①構成要素種別（扉、ハッチ、開口部、貫通部等） 

②～⑤ （略） 

(2)浸水経路上の構成要素に対する留意事項 

①浸水防止設備 

a)水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板等 

浸水防護範囲との境界に水密扉、止水処理を施したハッ

チ、閉止板等が設置されている場合は、漏水試験結果に十

分な余裕を考慮した漏水量（例えば、設計許容漏水量等）

を考慮する。 

ただし、水密扉、止水処理を施したハッチ、閉止板等は想

定する静水頭圧、波圧、衝撃力に対して水密性が確保で

き、かつこれらに耐えられる強度を有している場合に限

る。従って、対策が不十分等で、水密性及び強度を満足で

きない場合は、②の設備と同様の浸水量を考慮する。 

b)止水処理を施した開口部、貫通部等 

浸水防護範囲の境界の建屋・壁・床等に止水処理を施した

開口部、貫通部等が設置されている場合は、漏水試験結果

に十分な余裕を考慮した漏水量（例えば、設計許容漏水量

等）を考慮する。 

ただし、止水処理を施した開口部、貫通部等は、想定する

静水頭圧、波圧、衝撃力に対して水密性が確保でき、かつ

これらに耐えられる強度を有している場合に限る。従っ

て、対策が不十分等で、水密性及び強度を満足できない場

合は、②の設備と同様の浸水量を考慮すること。 

②①以外の設備 

a)扉、止水処理が未実施のハッチ、閉止板等 

浸水防護範囲との境界に扉、止水処理が未実施のハッチ、

閉止板等が設置されている場合は、浸水防護範囲と範囲外

との差圧によって発生する浸水を考慮する。 

浸水量の算出は、扉、ハッチ、閉止板等の隙間（流路面積

）、発生差圧、継続時間、抵抗係数等について、科学的合

理性をもって安全側の仮定条件を用いていること。 

b)止水処理が未実施の開口部、貫通部等 
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浸水防護重点化範囲の境界の建屋・壁・床等に開口部又は

貫通口がある場合は、浸水防護重点化範囲と範囲外との差

圧によって発生する浸水を考慮する。 

漏水量の算出は、開口部又は貫通口の隙間（流路面積）、

発生差圧、継続時間、抵抗係数等について、科学的合理性

をもって安全側の仮定条件を用いていること。 

③その他 

a)排水設備 

浸水防護重点化範囲に排水設備が設置されている場合であ

っても、当該浸水防護重点化範囲から範囲外への排水は考

慮しない。 

ただし、浸水防止対策として排水設備を設置することが設

計上考慮されており（設計及び工事の計画の認可を受ける

等明らかに排水を期待できることを定量的に確認できる場

合）、明らかに排水が期待できることを定量的に確認でき

る場合には、当該浸水防護重点化範囲から範囲外への排水

を考慮してもよい。 

b)他の区画等における浸水の残留 

浸水防護重点化範囲の上部や隣接する他の区画等に、浸水

の全量あるいは一部が残留すると評価できる場合は、その

残留水の当該浸水防護重点化範囲への流入は考慮しなくて

もよい。 

浸水防護範囲の境界の建屋・壁・床等に開口部又は貫通部

がある場合は、浸水防護範囲と範囲外との差圧によって発

生する浸水を考慮する。 

漏水量の算出は、開口部又は貫通部の隙間（流路面積）、

発生差圧、継続時間、抵抗係数等について、科学的合理性

をもって安全側の仮定条件を用いていること。 

③その他 

a)排水設備 

浸水防護範囲に排水設備が設置されている場合であって

も、当該浸水防護範囲から範囲外への排水は考慮しない。 

ただし、溢水防止対策として排水設備を設置することが設

計上考慮されており（設計及び工事の計画の認可を受ける

等明らかに排水を期待できることを定量的に確認できる場

合）、明らかに排水が期待できることを定量的に確認でき

る場合には、当該浸水防護範囲から範囲外への排水を考慮

してもよい。 

 

b)他の区画等における浸水の残留 

浸水防護範囲の上部や隣接する他の区画等に、浸水の全量

あるいは一部が残留すると評価できる場合は、その残留水

の当該浸水防護範囲への浸水は考慮しなくてもよい。 

 

 

7.7 安全性評価 

(1) （略） 

(2)許容限界は、各設備の損傷モードを踏まえ設定されているこ

とを確認する。 

以下例示。 

①動的設備（機器）及び電気品 

・動的設備（機器） 

ポンプ、電動機、ディーゼル発電機／機関、タービン、

弁駆動部等 

・電気品 

電源盤、蓄電池、制御盤、計装ラック等 

a)・b) （略）  

 

7.7 安全性評価 

(1) （略） 

(2)許容限界は、各設備の損傷モードを踏まえ設定されているこ

とを確認する。 

以下例示。 

①動的設備（機器）及び電気品 

・動的設備（機器） 

ポンプ、電動機、ディーゼル発電機／機関、タービン、

弁駆動部等 

・電気品 

電源盤、蓄電池、制御盤、計装ラック等 

a)・b) （略） 
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c)海水ポンプ（電動機を除く。）のように、海水に接触する

ことを前提とする部位をもつ機器については、a)の許容限

界は適用対象外とする。 

d)屋外防護対象設備であるタンク等においては、a)に加え、

洗掘による基礎部の損傷の可能性を踏まえた許容限界とな

っていること。 

d) （略） 

② （略） 

②静的設備（機器） 

・配管、弁、熱交換器、タンク等 

a)～c) （略） 

d)屋外防護対象設備であるタンク等においては、a)に加え、

洗掘による基礎部の損傷の可能性を踏まえた許容限界とな

っていること。 

c)海水ポンプ（電動機を除く）のように、海水に接触するこ

とを前提とする部位をもつ機器については、a)の許容限界

は適用対象外とする。 

d)屋外防護対象設備であるタンク等においては、a)に加え、

洗掘による基礎部の損傷の可能性を踏まえた許容限界とな

っていること。 

d) （略） 

② （略） 

②静的設備（機器） 

・配管、弁、熱交換器、タンク等 

a)～c) （略） 

d)屋外設置の防護対象のタンク等においては、a)に加え、洗 

掘による基礎部の損傷の可能性を踏まえた許容限界となっ 

ていること 

 

8. 附則 

この規定は、平成２５年７月８日より施行する。 

本ガイドに記載されている手法等以外の手法等であっても、その

妥当性が適切に示された場合には、その手法等を用いることは妨げ

ない。 

 

 

 

【参考規格・基準類】 

津波防護施設の設計に関連した規格及び基準類としては、以下

があげられる。なお、下記の規格類以外でも技術的な裏付けが

とられているものについては、適用性を検討した上で、支障が

無ければ、使用することができる。 

1)～12） （略） 

13)防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，

平成25年） 

14)津波漂流物対策施設設計ガイドライン（沿岸技術研究セ

ンター，寒地港湾技術研究センター，平成26年） 

15) （略） 

 

8. 附則 

この規定は、平成２５年７月８日より施行する。 

本ガイドに記載されている手法等以外の手法等であっても、その

妥当性が適切に示された場合には、その手法等を用いることは妨げ

ない。 

また、本ガイドは、今後の新たな知見と経験の蓄積に応じて、そ

れらを適切に反映するよう見直していくものとする。 

 

【参考規格・基準類】 

津波防護施設の設計に関連した規格及び基準類としては、以下

があげられる。なお、下記の規格類以外でも技術的な裏付けが

とられているものについては、適用性を検討した上で、支障が

無ければ、使用することができる。 

1)～12） （略） 

13)防波堤の耐津波設計ガイドライン（案）（国土交通省港

湾局，2013年） 

14)津波漂流物対策施設設計ガイドライン（案）（沿岸技術

研究センター、寒地港湾技術研究センター、平成21年） 

15) （略） 
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